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がらインターフェイスに迫る研究手法は、英語教育での現在の研究のアプローチの参考に
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第１章 社会的背景と研究の枠組み 
 
 本研究は、ボーダーレスに情報が行き交い、経済圏がアジアへと拡大する中、事実上の
国際共通語となっている英語に関して、産業界という枠組みの中で調査し、その調査結果
に基づいて、海外市場を開拓して行くグローバル人材の育成のための英語学習モデルを
構築することを目標とする。英語学習モデルの構築に際しては、応用言語学の分野である、
English for Specific（ESP： 特定の目的のための英語）のアプローチを採用して、全体の
枠組みを定めることにする。英語教育の一つのアプローチであるこの ESP では、教育の際
に汎用性の高い一般英語（English for General Purposes）を教えるのではなく、ある特定
の集団（ディスコースコミュニティ）の中で特定の目的で取り交わされている英語について研
究し、その集団の中で目的に沿った英語（ESP）が使えるように教育をする。研究の際には、
実際に使用されている英語の言語学的特徴を調べた上で、学習目標を定め、教育の際に
は、目標到達に必要なカリキュラムや教材を開発し、教育の実践と評価を行う。ここでは、産
業界において使用されている英語について、使用実態とニーズを調査、分析し、アジア圏
内へと事業を拡大して行く上で最低限必要な英語の到達目標を定め、目標達成のために
必要な学習項目を調査結果から導き出し、学習モデルを授業実践の実例を紹介しながら
提示する。最終的には、産学連携の共同研究事業を踏まえて海外人材の育成モデルを構
築する。 
 
１．１．社会的背景 
１．１．１．情報技術革命とアジア中心の市場 
 1990 年代から 2000 年代にかけての情報技術の革命は、社会に産業革命以来と言われ
るほどの大きなインパクトを与えている。産業革命では蒸気機関の発明により物資を大量に
運ぶことが可能となった。しかし、社会に与えたインパクトは、流通上の革命よりも、蒸気機
関により数多くの人を運ぶことが可能になったことの方が大きいとされている。この革命によ
り、地方において家内制手工業で生計を立てていた人が、都市へと赴くことが可能となった。
都市では、多くの労働力を集めた工場が建設されるのに伴い、大会社が組織されるように
なり、大量生産、大量消費の道が開かれていくことになる。この産業革命により人々の生活
の中心は、地方から都市へと移行することとなり、激変した。そして、そのような社会の形態
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は、およそ 250 年もの長きに渡り継続していた。そして、1990 年代から 2000 年にかけて情
報技術革命が起きて、新たな時代が作られてようとしている。 
 1990 年代後半にはこの情報技術革命によりインターネットが急速に社会に普及した。世
界中に Web が張り巡らされ、情報通信のコストが大幅に低下することで、情報はボーダーレ
スに飛び交うようになった。この情報技術革命が社会に与えるインパクトは、ビックデータの
活用、ロボット技術の急速な進展、スマートシティの登場など、その萌芽を見ることができるも
のの、黎明期にあるために、まだ十分に把握されていない。しかし、通信端末があることで
個人が無数の情報を入手することが可能になった点、地方に居住していても都会と同じよう
に情報を入手できる点、すなわち、入手可能な情報の非対称性があらゆる領域において解
消されている点は、情報技術革命の大きな特徴と言えるだろう。かつては一部の権力者や
専門家だけが入手できた情報もインターネット上を駆け巡るようになった。個人が国家機密
情報を入手し政府を揺るがすこと、個人がネットワークを形成して大きな事業を起こすことな
どが可能となった。 
 情報がボーダーレスに入手可能になったことに加えて、近年の革命は、輸送システムが改
良され、輸送コストが低下したことによって、人と物資が大量に行き交うようになった点である。
空路、海路の巨大なハブを構築することに成功した都市の発展は目覚しい。情報技術革命
と結びつくことによって、個人が世界中から商品を輸入することもできるようになった。このよ
うな革命に加えて、円高を初めとした様々な経済要因が相まって、日本の経済圏は大きな
広がりを見せている。 
 第二次世界大戦以降、貿易額は一貫して上昇し続けているが、近年に起きた変化には二
つの特徴がある。一つ目は、海外の経済活動の中心が北米からアジアへとシフトした点で
ある。図 1 は、経済産業省が毎年出している「海外事業活動基本調査」から海外現地法人
の 2001 年から 2011 年までの海外の現地法人売上高をグラフ化したものである。海外の売
り上げは、2005 年までは北米がトップであったが、2006 年以降はアジアが北米を抜いてト
ップとなっている。アジアでの経済活動は今後も続くと予測されており、日本の企業は続々
と進出をしている。 
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図 1. 海外現地法人売り上高（経済産業省の『海外事業活動基本調査（2001-2011 年』より作成） 
 
 近年起きているもう一つの特徴として、海外進出する企業のうち、中小企業が増加してい
る点である。情報技術改革により、個人レベルでボーダーレスに事業を起こすことが可能に
なった現在、零細企業と呼ばれる 10 名未満の小規模事業所でも、比較的手軽に海外進出
することができる。海外進出には、地震や洪水などの災害、賃金高騰や労働者不足などの
労働問題、政情不安など、リスク要因はあるものの、事業所を中国一辺倒から、アジア各国
に分散することで対応している。少子高齢化に伴う労働人口の減少、市場の縮小が深刻な
状況になりつつある今、海外に活路を見出そうとする企業は増えている。公的機関の海外
進出に対するサポート体制も充実しているし、金融面では銀行がアジア各国に進出すること
で日本企業を幅広く支えている。 
図 2 で示してあるとおり、2001 年の時点で、海外に海外直接投資企業（50％以上の議決
権を持つ子会社）の数は 6,000 件を超え、中小企業の占める割合がその 68%となっている。
2006 年度には中小企業の占める割合は 71%と増えている。この増加傾向は、2007 年～
2008 年の世界金融恐慌の影響で停滞しつつも、中長期的には増加することが予測されて
いる。JETRO （2012）の調査によれば、中小企業の約 7 割が海外における事業規模を拡
大すると回答している。 
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図 2．海外直接投資企業の数（中小企業庁『中小企業白書 2012 年版』より） 
 
１．１．２．海外進出の立ち遅れと人材不足の北海道 
 前節で見た北米中心からアジアの国々へのシフト、中小企業の海外進出という傾向は北
海道にも例外なく当てはまる。図 3 が示すとおり、北海道の貿易額は、世界金融恐慌で一
時的に落ち込んだものの、年毎に増加傾向にある。1 
 
図 3．北海道の貿易額年別推移「目で見る北海道貿易 2013」北海道経済産業局 
                                            
1 図 3 から顕著に分かることは、輸入額は輸出額の 2 倍以上となっており、北海道が大きな貿易赤字を
抱えており、バランスを取るためには、輸出額を大幅に増やしていかなければならない。 
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また、原油や粗油の輸入量が多いがそれを除けば、図 4 が示すとおりに、輸出入はアジア
が中心にあることは北海道の現状も同じである。輸出の 52％がアジア向けとなっている。 
 
図 4．北海道の主な貿易相手地域「目で見る北海道貿易 2013」北海道経済産業局 
 
貿易依存度は、「実質貿易額÷実質 GDP」で算出されるが、2008 年の日本の依存度は
27%、世界は 63%、米国は 30%、EU は 28%、ASEAN は 114%であるのに対して、北海
道は 12%と極めて低い割合に留まっている。極端な貿易赤字が続いている状況を考慮して
も、北海道は海外進出する余地はあると推測できる。輸送コストの低下、情報技術革命がも
たらしたボーダーレス社会の現状、そして、中小企業までもが手軽に海外に出かけるように
なった現状を考えると、北海道からの海外進出も増加しても不思議ではない状況が整って
いる。しかしながら、北海道財務局（2011）の分析によると、「道内企業の海外進出は、国内
市場での競争激化から新たな市場を求めて増加傾向で推移したが、世界的な金融危機の
影響等もあって、このところ伸び悩んでいる」。2001 年から最近までの海外進出企業は、
100 社から 150 社に留まり、JETRO 北海道（2013）の『道内企業の海外事業活動調査』に
よると、北東アジア（中国、韓国、台湾、モンゴル）が 81 社、東南アジア（タイ、マレーシア、
シンガポール、インド、インドネシア、フィリピン、ベトナム、バングラディシュ、ミャンマー）が
29 社、北米が 10 社、ロシア・CIS が 8 件となっており、トータルでも 137 社に留まる。金融
危機の影響による道内経済の悪化に伴い、国内基盤の建て直しを図っているというのが実
情である。 
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 このように海外進出が進まない背景には、金融危機の影響はもちろんあるが、それ以上に
深刻な要因としては人材不足が上げられる。経済同友会が 2009 年に発表した『企業経営
に関するアンケート調査』によれば、「グローバル化の推進にあたっての課題」としては、「グ
ローバル化を推進する人材の確保・育成」が 73.2%と、唯一 5 割を超える最重要な課題とし
て挙げられている。この最重要課題の人材確保・育成に関しては、北海道においても真っ
先に課題として挙げられている。北海道（2010）が出している「海外との経済交流推進方策」
においても、貿易の項目では「現地パートナーや法制･税制等の情報不足、人材不足など
が貿易拡大の課題である」、また海外投資の項目では「人材育成や現地情報収集機能の
強化などが、海外進出企業が抱える課題である」と指摘しており、情報収集と人材育成が大
きな鍵となっている。北海道（2011）「北海道産業人材育成方針」では「海外市場への進出
を検討する企業が出始めていることから、国際感覚を持った商品開発、マーケティングを担
う人材の育成が求められています。さらに、海外に工場や事業所を設ける動きもみられるこ
とから、グローバル化に即した人材育成が必要です」。北海道財務局（2011）では、「地域
金融機関には企業の海外進出ニーズを掘り起こし、一貫してサポートする役割が求められ
ており、地域銀行では積極的な取組みを行っているが、4 拠点しかなく、国際部門の人員も
限られており、対応できる範囲に制約がある」と人的不足を指摘している。 
 
１．１．３． 北海道に必要な海外人材の試算 
 本名（2013）によれば、「業務上の文書・会話」、「二者間折衝・交渉」、「多数者間折衝・交
渉」のできるグローバル人材は、日本企業には 2012 年現在で 169 万人いる。2012 年の日
本の就業者人口は、総務省統計局の労働力調査によれば、6,270 万人であるので、グロー
バル人材は 2.70%に留まる。グローバル人材は、2017 年までには、2.44 倍の 412 万人が
必要になると推定しているが、各種推計によると 2017 年の就業者人口は、労働市場への
参加がこのまま進まない状態が続けば、6,217 万人へと減少する。この数値を使うと。就業
者人口の 6.63%がグローバル人材になっている必要がある。2012 年の北海道の就業者人
口は、255 万人である。グローバル人材の割合が 2.70%とした場合、6.9 万人のグローバル
人材がいてしかるべきである。これを 6.63%に増やした場合には、16.9 万人のグローバル
人材が必要となる。 
北海道の海外進出状況の全体像が分かる統計データはあまりないが、帝国データバンク
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札幌支店が 2014 年 9 月に実施した調査によると、道内企業の海外直接進出は 4.3%、間
接進出は 7.0%、全体としては 9.1%となっている。このような海外進出企業の全員が「業務
上の文書・会話」、「二者間折衝・交渉」、「多数者間折衝・交渉」であるとは限らないが、大
雑把な状況を把握するために、大胆に推計してみよう。平成 24 年の北海道の事業所数は
10,583 件で、常時従業者数は、267,991 人となっていて、1 事業所当たりの人数は平均す
ると 25.3 人ということになる。大雑把な推計として、全事業所の 9.1%が海外進出していると
すると、963 の事業所となる。この数字に平均常時従業者数を掛けると、2.4 万人という数字
が出てくる。日本のグローバル人材から割り出した北海道のグローバル人材が 6.9 万人で
あった。日本全体と同程度の割合でグローバル人材を必要とすると、北海道では少なくとも
4.5 万人のグローバル人材が不足していることになる。将来的にみると、10 万人規模でのグ
ローバル人材が必要となる様子が見えてくる。 
平成 24 年度学校基本調査によると北海道の高校在籍者数は 139 万人、高校卒業者数
は 4.5 万人で、そのうち大学進学者は 1.8 万人と進学率は 40.2%に留まる。そのうち北海
道内への大学の進学率は 69.7%と全国的に見ても極めて高い。1.3 万人が地元の大学に
行く計算である。この内の 2 割を大学でグローバル人材として育成したとして、年間に 0.26
万人しか輩出することができない。5 万人のグローバル人材を生み出すには 19 年、10 万
人のグローバル人材を生み出すには 38 年かかることになる。非常に大雑把な数値での計
算ではあるが、この数字の大きさを見ていくと、個々の教員はもちろんのこと、大学レベルの
取り組みだけで対応するには非常に厳しい状況であり、文部科学省、経済産業省を初めと
した省庁が掲げるグローバル人材育成のための各種事業を取り込むことはもちろんのこと、
北海道の地域全体の政策と結びつけた動きが必要となってくることが分かるだろう。 
 
１．２ 研究対象 
 本研究は、グローバル人材の不足が深刻な北海道において、産官学が一体となって連携
し、グローバル人材を育成するためのモデルを構築することが目標だが、数多い企業を一
度に対象にすることはできない。まずは、海外展開の区分を見ることにする。Ohmae 
(1990)、大前・船川（2009）では、企業のグローバル化を（1）のような５つの段階に分類して
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いる。23 
 
 （1）  企業のグローバル化の段階 
第 1 段階： 輸出型：ディーラーやディストリビューターに頼る 
 第 2 段階： 100％子会社による販売会社の展開 
 第 3 段階： 鍵となる海外市場で生産、マーケティング、販売を行う 
 第 4 段階： 開発から販売までを重要な海外市場に移管 
 第 5 段階： グローバルベースで再統合をし、国境に関係なく最適化をはかる 
 
ここでは、第 1 段階の企業、特に、中小零細企業のような、海外人材が不足し、人材育成の
リソースがない企業に属するビジネスパーソンを研究対象とする。第 2 段階以降の企業の場
合は、現地の法律、商習慣、人的資源管理、政治経済・宗教・自然などの危機に対する管
理など、事業展開の際に考慮すべき事項は急激に拡大する。そこで必要とされる言語は、
高度に専門的であり、調査研究には応用言語学以外の分野の専門家からの協力が不可欠
になるなど、本研究で取り扱える範囲を超える。そのため、ここでは第 1 段階の企業に焦点
を当てて議論して行くこととする。4 
 
                                            
2 Black and Morrison (2010)では、グローバリゼーションにおける段階としては、4 段階に区分されて
いる。 
第 1 段階： Domestic Focus： 国内に誕生した企業が国内を主戦場とする 
第 2 段階： Exports： 国内の生産量が増加し、余力で海外に輸出する 
第 3 段階： Regional Focus： 海外の現地のニーズに合わせた商品、サービス、 
流通が求められ、現地化、地域化が進む 
第 4 段階： Borderless Global Business： Global Integration と Local  
Responsiveness が鍵となり、複雑なプロセスを管理する 
本研究で関連する第 2 段階は、細かく区分した Ohamae の方が国内事情に合致する。 
3情報技術革命によってもたらされた社会の現状を踏まえて、「グローバル」という言葉が頻繁に使われる
ようになった。しかし、Collinson and Rugman (2008)の研究によれば、世界主要 500 社のうち日本は
64 社がリストにあるが、本社のあるアジア地域の売上げが５割以下で、アジア、欧州、北米の３つの地域
からまんべんなく売り上げている企業は日本にわずか３社しかない。企業の経済活動は、グローバル化と
いうよりも、依然として地域に偏りがあり、アジア中心という傾向は当面継続される。 
4  本研究でインタビューや参与観察の対象となった企業の中には、企業のグローバル化の第 2 段階の
企業もあった。しかし、第 2 段階以降の企業は、海外人材を育成するリソースやノウハウがあることが多
い。特に、段階が上にあがるにつれて、人材育成のための独自プログラムを持つ企業が増えてくる。情報
技術革命以降の時代の趨勢を見ると、起業してから海外市場に展開するスピードは増しており、小規模
な企業でも簡単に海外展開できるようになった。このような背景を考慮すると、英語教育上のニーズは、
海外人材育成のためのリソースやノウハウを持たない企業がはるかに高い。 
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１．３． 研究の枠組み 
 グローバル化の第 1 段階にある企業を対象とする本研究は、社会の現象を扱うという意味
では、社会言語学、異文化に触れ会うという意味では、ビジネスコミュニケーションや異文化
コミュニケーションなどの分野との境界領域を扱うこととなる。また、分析に際しては、語用論
やディスコース分析などと重なる場面も出てくる。そして、アジア圏内でのビジネスシーンで
使用されている英語を扱うという意味では、World Englishes、English as a Lingua 
Franca と呼ばれる、世界共通語としての英語の枠組みにも含まれていることになる。ここに
列挙した一つ一つの学問分野は、いずれをとってもそれぞれが精力的に研究されている巨
大な領域である。本研究は学際的な研究とはなるが、それぞれの分野には立ち入らずに、
一貫して ESP の視点から研究課題に取り組むこととする。 
 本研究の枠組みとなる ESP は、Dudley-Evans and St John （1998）によれば、その源
流は科学技術が急速に発達し、科学、技術、ビジネスの国際語として英語が使われるように
なった 1950 年代から 1960 年代にある。当時は、科学技術英語（English for Science and 
Technology）が研究の対象であった。ESP が学問分野として発達したのは、Swales 
（1985）によれば、Barbar （1962）が ESP の最初の研究である。この論文では、科学技術
英語の分析に言語学が用いられ、科学英語が一般英語とは異なることが示された。また、
Swales （2000） によれば、ESP が分野としての基盤を作ったのは、Halliday, Strevens 
and McIntosh （1964）の『The Linguistic Sciences and Language Teaching』である。
社会で使用されている言語の研究は、特定の文脈で使われている話し言葉、書き言葉の種
類や使用方法を記述すべきこと、有名人や特別な人をではなく、一般の人が現在使用して
いる日常言語を研究対象とすべきことなどが示されている。1970 年代に入ると ESP 研究の
中心は、特定の文脈で使用されている語彙やセンテンスパターンから、学習者のニーズへ
と関心が移っていく。Hutchinson and Waters （1987）の指摘によれば、ニーズ分析に関
しては、Munby （1978） が最初の詳細な研究で、そこでは学習者に求められているコミュ
ニケーション上の必要性を分析（Target Situation Analysis）する手続きが示されている。  
このようなニーズ分析の研究は、その後の発展で目標となるディスコースコミュニティの様
子について、解明すべき要素が含まれていることが徐々に明らかになった。分析の基本は
「X needs Y」の変数 X と Y を明らかにすることである。まずはニーズの主体である X の解
明である。X は、英語を必要としている学習者自身である場合もあれば、学習者自身はさほ
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ど英語を必要と感じていなくても、学習者が所属する企業や機関が英語の習得を求めてい
ることもある。ニーズの対象である Y については、英語を必要としているのはもちろんではあ
るが、どのような言語について、どのような技能を、どのような状況で使うかを明らかにしなけ
ればならない。ニーズ分析は、以上の X と Y の詳細を明らかにすることで、最終的には学
習者の到達目標を設定できる。この X の対象に関しては、学習環境の枠組みを超えて、プ
ロフェッショナル集団や地域社会全体のニーズ分析へと研究が広がりを見せた(West 
（1984）や Long （2004）などを参照)。5 
 ESP 研究の基本書として引用されることが多い Hutchinson and Waters （1987）の中
では、ESP を英語学習のコースをデザインする際の一つのアプローチとして捉えている。そ
して、ESP のコースをデザインする時には、Munby(1978)の研究を踏襲し、学習者が使用
する英語が実際に話されているところ、すなわち、目標対象における状況（target 
situation）を見定め、そこで使用されている言語の特徴を分析することで進められていくと
している。目標対象のニーズは、必要（necessities）、不足（lacks）、要望（wants）の三つ
の観点からなる。「必要」は、英語が使用されている目標対象において学習者が学ばなけれ
ばならないものを指す。目標対象が、たとえば、ホテルのフロントであるならば、お客様対応
が「必要」となり、電話による問い合わせや予約、宿泊客のチェックインやチェックアウト、ホ
テルや周辺の施設の案内などの一連の業務に関わる英語が「必要」となる。「不足」は、学
習者の現在の英語使用に関わる能力と、この「必要」に到達するまでのギャップを指す。宿
泊客のチェックインとチェックアウト業務は英語でこなせるが、問い合わせや案内などの場
面になると英語が出てこない、となると、この後者が学習者にとっての「不足」となる。「要望」
は、必ずしも目標対象において「必要」とされていることではないが、学習者が自ら習得した
いと望んでいる部分である。たとえば、業務がそれほど忙しくないときに、お客様に日本の
文化を英語で紹介できるようになりたい、日本人向けとして用意されていた企画に外国人の
お客様も参加できるように英語で詳しい案内文をつけてご紹介したい、などは「必要」では
ないが、学習者が「要望」として持っている部分である。「要望」は学習者にとっては、英語学
習の動機付けと密接につながるため、決して無視することはできない部分である。 
                                            
5 ESP の研究と教育は現在に至るまで、このニーズ分析がコースやシラバスの設計の際の基本とされて
いるが、研究そのものは Swales （1990）の研究に代表されるようにジャンル分析が大きな研究の潮流と
なる。本研究は、ニーズ分析とそれに基づくグローバル人材の育成モデルを築くことが目的となるためジ
ャンル分析には立ち入らないことにする。 
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 英語教育機関の枠組みを超え、幅広いビジネスコンテクストの中で実施されたニーズ分析
についても、代表的な研究を簡単に振り返ってみよう。Barbara et.al （1996）は、ポルトガ
ル語と英語を使うサンパウロの企業のコミュニケーションのニーズを調査し、ポルトガル語を
用いて作成される書類が、英語でも作成されている実態を明らかにした。Kassim and Ali 
（2010）では、産業界のニーズに応えることが求められる大学の置かれた状況を踏まえて、
マレーシアの多国籍の化学産業のニーズを調べ、英語教育においては、書き言葉よりも話
し言葉に力点をおくべきであり、話し言葉を駆使したビジネス活動が活躍の機会を広げるこ
とを示した。Evans （2010）は、イギリスから中国へと返還され、移行期にある香港経済を牽
引する産業のニーズを調査し、プロフェッショナル集団の書き言葉では英語が機能する一
方で、話し言葉では広東語が通常語として使用されている実態を明らかにした。 
日本国内で実施されたプロフェッショナル集団を対象としたニーズ分析といえば、小池・
寺内ほか（2010）が実施した日本の会社に勤めるビジネスパーソンを対象としたニーズ調査
が最初の大規模調査だろう。この研究では、TOEIC の点数を分析の基軸として、国際舞台
で活躍するために必要な英語力の目安を示している。山崎・石井（2011）では、東京都大田
区の製造業の中小企業を調査対象として、海外展開を果たしている企業とまだ海外に進出
していない企業の相違点を浮き彫りにしている。Tsuji and Tsuji （2012）では、グローバル
化を重点課題として進める製造業を中心とした日本企業に勤める従業員を対象として多角
的に英語のニーズを調査したが、自信を持って英語を使用している人が少ない様子を明ら
かにした。寺内・内藤ほか(2014)では、日本国内にオフィスを持ち、英語で業務行っている
企業の管理者を対象にアンケート調査とインタビュー調査を実施し、英語使用が非常に難
しいといわれるビジネスミーティングにおける困難の実態を明らかにしている。 
 以上、これまでの ESP の研究の歴史、特に、ニーズ分析に関する調査研究を概観したが
が、地域全体のニーズを捉えて、さらには、産学連携での人材育成の枠組みまでも視野に
入れた研究は類例がない。本研究では、Hutchinson and Waters （1987）の示すニーズ
分析の三つの視点である、必要（necessities）、不足（lacks）、要望（wants）を地域社会と
いう枠組みに応用する。研究の対象は、調査地域を著者が居住し、研究と教育を実施して
いる北海道とし、大規模なニーズ調査を実施し、その上で、北海道のビジネスパーソンを海
外人材として育成するためのモデルを構築することを目標とする。 
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１．４．本研究全体の構成 
 第 2 章では、北海道の産業界の就業者（1,085 名）と事業所（409 箇所）から回答を得て、
仕事で使う英語のニーズの調査結果を提示する。英語を日常的に使用している事業所は 1
割に留まる一方で、3 割が英語を必要、5 割が重要と捉えていて、5 割以上が情報収集の
ための英語力を必要とするなど、英語に対するニーズが高いことが判明した。しかし、英語
対策をしている事業所は 1.5 割程度にすぎず、個人の努力に委ねられていた。 
 第 3 章では、仕事で英語を使用しているビジネスパーソン（28 名）にインタビューを実施
し、仕事で使う英語の習得状況、詳しい英語の使用実態を調査した結果を示す。業務上で
英語を使う割合は全体の 2～3 割で、英語の 4 技能がまんべんなく使用されていた。On 
the Job Training の中で英語を習得し、英語の基礎力を土台として、専門語彙を駆使する、
英語の内容を常に確認するなどの工夫をすることで多岐な業務をこなしていた。 
 第 4 章では、グローバル人材が有する特徴として、「社会人スキル」、「異文化理解力」、
「語学力」、すなわち、ビジネス上の信頼関係を構築し、海外との人脈を築いていく力がある
ことを指摘する。ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）は、「話す」技能を「発表」と「やりとり」
に分割しているが、ビジネス相手との「やりとり」は、人間関係を築く第一歩である。入門期に
ある英語使用者にとっては「英語が通じた」という成功体験を基に心的障壁を取り除くことが
重要になる。基礎レベルにある英語使用者にとっては、とりわけ、ビジネス相手に商品や製
品の特徴を正確に伝えるために自ら説明のための語彙や表現を準備し、通訳に過度に依
存しないことが大切である。また、ビジネス展開が速い昨今、即時レスポンスする英語力を
身につけることが必要になる。ここでは、CEFR に基づき、「やりとり」ができるようになるまで
の目標を提示する。 
 第 5 章では、自立した英語使用者となるまでの学習内容と到達目標を提示する。英語学
習時間は通算 2 年近くを要し、業務をこなすために 3,250-3,900 語が必要となる。入門期
の使用者である PreA1 レベルでは、English as a Lingua Franca の使い手を目指し、先
ずは、商品の説明ができるような語彙を身につける。基礎的な英語使用者である A1 レベル
では、予め準備をした定型の英語表現を駆使して、相手に意向を伝えることで「通じる」経
験を積むことが目標となる。A2 レベルでは、ビジネス相手が必要とする情報を的確に伝える
一方で、確認の英語表現を駆使して正確に相手の意向を理解できるようにする。目標として
は、ビジネス上の Action につなげる英語の使い手になることである。自立した英語使用者
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である B1 レベルでは、ディスコースコミュニティが持つ言語的特徴を踏まえて、ビジネス相
手の出方を予測しながら即時レスポンスをし、信頼関係を構築していくことが目標となる。 
 第 6 章では、中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材の育成モデルを構築し
ていく。輸出入を手掛ける企業が海外展開の足がかりとなるのは海外商談会であるが、対
象国の法律や習慣などの事前情報が収集されていない、商品の魅力が正確に伝えられて
いない、商談会後の引き合いに十分に対応できないなどの理由で、実際の取引までに発
展する率は極めて低い。このような現状を打破するために、大学生をビジネスパーソンに見
立て、モデル構築のための産官学共同研究事業を進めた。本研究で提示した英語学習内
容と到達目標を土台として、商品調査、模擬商談会を経て、シンガポール、香港で開催さ
れたアジア最大級の商談会に大学生を通訳補助として派遣した。体力面、精神面での課
題はあるものの、学生は英語の運用能力に自信を深め、企業からも想像以上に上手く進ん
だと評価を得ることができた。本研究で提示した人材育成モデルは、実践場面で円滑に稼
働することが確認され、今後、産官学連携事業として地域の大学へと拡張、発展させるべき
であることを示した。 
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第２章 北海道の産業界における英語のニーズ：アンケート調査 
 
 本章では、北海道の産業界のニーズを把握するための最初の取り組みとして、学習者の
おかれた現状についての把握を目指す。現在、北海道内の産業界で働く人たちが、英語
に関してどのような状況にあり、どのようなことが不足しているかを量的に測定する。具体的
には、（1）にまとめられた疑問に対する答えを探すことにある。 
 
（1）現在、北海道のどのような業種、職種の人が、どのような英語をどの程度使用し、必
要としているのか。 
 
研究スタイルに、既に見つかった問題の解決方法を提示する研究と、問題そのものの発見
を目指して探索する研究があるとするならば、本研究は後者の問題探索型ということなる。 
 以下、2.1 節において、（1）の疑問を明らかにするために実施したニーズ分析の方法につ
いて述べる。2.2 節では、北海道内の就業者と事業所を対象として実施したアンケート調査
の結果を提示する。2.3 節では、その結果について考察し、本論の最後の節となる 2.4 節で
は、本研究の ESP における位置づけを総括する。付録１として本研究で使用したアンケー
ト調査に用いた実際の画面と調査票、付録２として単純集計として収めた。 
 
２．１． ニーズ分析の方法 
ニーズ分析のデータ収集には様々な調査方法があるが、本研究は地域における英語の
ニーズについて全体的な傾向を量的に測定することが目的であったため、アンケートによる
調査を採用した。アンケート調査に当たっては、北海道工業大学の協力を得て、同大学の
卒業者を対象とした予備調査を 2 段階で行った。そして、予備調査の結果を踏まえて、本
調査のアンケート調査票を設計した。本調査は、まず初めに、北海道に在住する就業者を
対象としたインターネットによる自記式アンケート調査（以下「就業者調査」と呼ぶ）、さらに、
就業者調査の裏づけをとる意味で、北海道内の事業所を対象とした郵送による自記式アン
ケート調査（以下「事業所調査」と呼ぶ）を実施した。 
 予備調査では、第 1 段階として、北海道工業大学機械システム工学科の卒業生 99 名に
アンケート調査票の素案に回答をしてもらった。その結果を踏まえて、アンケートを再構築し
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た。そして、第２段階として、北海道工業大学建築工学科の卒業生 4,102 名から年代別に
無作為に抽出し、延べ人数で 1,000 名にアンケート調査票を送付した。そのうち 116 名か
ら回答を得ることができた。以上の２つの予備調査の回答から、以下（2）に記されたようなア
ンケート設計上の問題点が３つ浮かび上がった。 
 
 （2） a. 設問中にある用語の定義に関する問題 
  b. 設問の不足、欠落の問題 
   c. 設問の構成上の問題 
 
（2a）の用語の定義に関する問題としては、多義性があげられる。設問で用いられる「英語」
という用語はあまりにも漠然としており、回答者によって解釈のばらつきが見られた。仕事で
使う専門用語を含む英語、日常会話のような必ずしも専門用語を用いない英語、中学校で
学習するような基礎的な英語など、ある程度、どのような種類の英語であるのか回答者が把
握できるように設問に配慮すべきであることが分かった。 
（2b）の不足と欠落の問題としては、日常のいつ、どこで使う英語なのかを明示していなか
ったために、「英語を使うか」という設問に対する回答が、「職場」と「私生活」のどちらで使う
英語であるのかが分からないという問題が生じた。また、英語を実際には使っていなくても、
今後は必要と感じている人が大勢いたが、どのような状況で英語を必要とするのかを把握で
きるようにはアンケートが設計されていなかった。仕事に関わる英語のニーズの現状を把握
するためには、職場と私生活を切り分け、現在の使用頻度と、今後を含めた必要性に区分
して設問を作るべきことが分かった。 
（2c）の構成上の問題としては、回答者によっては回答不要の設問が間に挟まった場合
に、全員要回答の設問も飛ばして、アンケート回答を途中で終了してしまう人が出てしまっ
た。回収率のみならず、有効回答数を上げるために、回答者全員が答えるべき質問が明示
されるような工夫が必要となった。 
予備調査後は、以上の三つの問題点を解決できるように、アンケート調査票を調整した。
そして、最終確認として、本研究者の知り合いを中心に就業者合計 26 名に対面式でアン
ケートに記入してもらい、そのフィードバックを反映させる形でアンケート調査票を完成させ
た。 
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就業者調査1では、諸問題を解決しつつ量的にデータを収集する方法として、インターネ
ット調査会社（以下、調査会社と呼ぶ）を採用した。調査会社の選定に際しては、登録モニ
ターの数、そして、不正回答の防止策、調査実績、調査費用を考慮した。実際の調査は、ま
ず初めに、調査会社に登録された北海道在住の就業者 2,607 名に対して電子メールを用
いて調査の協力依頼を送った。協力依頼を受信したモニターは Web 上に設置されたアン
ケートに任意で回答した。アンケート調査票2は、英語の使用度（英語の種類と頻度、使用
技能、使用場面、使用検定試験）、英語の必要度（英語の種類と必要程度、必要な理由、
必要な場面）、就職後の英語学習状況（学習経験の有無と学習方法）、そして最後に、英語
教育全般に関する自由回答という構成であった。回答者が 1,000 名を越えた時点で調査を
打ち切る契約を結んだところ、調査は 2005 年 10 月 17 日～19 日の 3 日間で完了し、
1,085 名から回答を得た。不正回答の確認、得られたデータの単純集計は調査会社が行っ
た。 
事業所調査3は、事前に行った経済界関係者への聞き取り調査から回収率の低さが予想
されたため、道内各地の商工会議所の協力を得た上で実施した。アンケート調査票を送付
する事業所の抽出に際しては、まず北海道の統計課で発表されている各地の事業所数、
業種別の事業所数を踏まえ、地域と業種間の比率に偏りが生じないように配慮した。最終
的には、札幌、旭川、函館、苫小牧の商工会議所に登録された事業所から業種ごとに系統
抽出した。さらに、公務に携わる人口、公共事業の規模などを考慮すると、北海道内の産業
に公的な機関の影響が多いことから、公的機関へもアンケート調査を送付した。4公的機関
については、各地の電話帳に掲載されている公的機関とその部署の名から、系統抽出した。
アンケート調査票は、予備調査の結果を踏まえて、就業者調査とは異なる構成とした。設問
は順に、基本属性（業種、資本金、従業員数、海外拠点の有無）、英語の必要度（英語の種
類、必要な理由、必要な場面）、英語の使用度（従業員の使用者割合、使用頻度、使用技
                                            
1 北海道の就業者人口は、北海道統計課発表の平成 17 年労働人口調査によると、266 万人である。 
2 アンケート調査には、通常の場合、回答者の属性を尋ねるフェイスシートが必要となる。しかし、今回の
調査の回答者はすべて調査会社のモニターとしてあらかじめ登録されていて、基本属性が最初から明ら
かであったため、本調査の設問として新たに属性を尋ねることはしなかった。 
3 北海道の事業所数は、北海道統計課発表の平成 16 年の調査によると、239 千事業所である。 
4 公的機関の件数については基礎データがなかったため、北海道の統計課が出している労働力人口調
査に基づいて公務員の全体に占める比率を割り出し(7.1%)、その比率分だけ公的機関へアンケート票
を送付した。 
第２章 北海道の産業界における英語のニーズ：アンケート調査 
 
17 
 
能、使用場面）、事業所の英語に対する取り組み、外国語の重要度、そして最後に、英語
教育全般に関する自由回答という構成であった。アンケート調査票は郵送で合計 1,770 事
業所に送付され5、2005 年 11 月 21 日～12 月 10 日の約３週間で 409 箇所から回答を得
た。回収されたアンケートは、基本的点検、論理点検、データ入力作業、データ点検、集計
作業のすべてを本研究の研究者が手分けして行った。そして、Microsoft 社の Excel と
SPSS を用いて集計と分析を行った。 
 
２．２． アンケート調査の結果 
２．２．１．就業者調査 
 就業者調査の概要は、（3）、アンケート票の質問項目の概要は（4）の通りである。 
 
（3） 調査の概要 
調査対象者： 北海道内に居住する社会人 
調査方法： インターネット調査法（自記式アンケート） 
調査実施期間： 2005 年 10 月 17 日～10 月 19 日 
発送数/回収数： 2,607 名/ 1,085 名    
有効回収数： 1,085 名    
回収率： 41.6％  
（4） 質問項目の概要 
問 1～3 英語の使用度（英語の種類、技能、場面、資格試験） 
問 4～6 英語の必要度（英語の種類、必要な理由、資格試験） 
問 7～8 学習状況（学習経験の有無、学習内容） 
問 9    英語教育全般に関する自由意見 
 
 
 
                                            
5 総発送数は札幌(1,209 件)、旭川（300 件）、函館(300 件)、苫小牧(115 件)の 1,924 件であったが、
札幌と函館に関しては、最新版ではなく、１つ前の版の商工名鑑から無作為抽出したため、札幌(113
件)、函館(41 件)で合計 154 件が転居先不明で戻ってきた。ここでは転居先不明で返信された件数を
除いた、実際に事業所のアンケート調査票が届いた数を「実発送数」としている 
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２．２．１．１． 回収率と回答者の職種 
 インターネットによる就業者調査は 2,607 名に調査依頼を送付したところ、有効回収数6が
1,085 名あり、回収率は 41.6%と高率であった。職種別7の回答者は、表１に示されたように、
多い順に、「事務職」が 226 名(20.8%)、「技術・専門職」が 219 名(20.2%)、「公務員・非営
利団体職員（公務関連）」が150名(13.8%)、「販売・サービス」が109名(10.0%)、「自営業」
が 102 名(9.4%)、「医師・医療技術士・医療関係者（医療従事者）」が 69 名(6.4%)、「その
他」が 57 名(5.3%)、「管理職」が 52 名(4.8%)、「教職員」が 44 名(4.1%)、「会社・団体の経
営者・役員（経営者・役員）」が 43 名(4.0%)、「農林漁業」が 12 名(1.1%)、「弁護士・公認会
計士・税理士（法律関連）」が 2 名(0.2%)であった。 
 
表 1． 職種別回答者数（N=1,085） 
職     種 回答者数 割合 
事務職 226 21% 
技術・専門職 219 20% 
公務関連 150 14% 
販売・サービス 109 10% 
自営業 102 9% 
医療従事者 69 6% 
その他 57 5% 
管理職 52 5% 
教職員 44 4% 
経営者・役員 43 4% 
農林漁業 12 1% 
法律関連 2 0% 
合     計 1,085 100% 
 
２．２．１．２． 英語使用度 
３．２．１．２．１．英語種別使用度 
 英語の種別に使用頻度を尋ねる質問、「あなたは現在、英語をどの程度使いますか」に対
                                            
6 アンケート回答を途中で放棄した場合、回答時間が短い場合は、不正回答として、本調査の分析から
は除外されている。 
7 就業者調査の職種は、調査会社の分類に基づいている。 
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しては 1,085 名から回答があった。使用場面を職場に限定した場合、専門・実務英語（以
下、専門英語）の使用頻度は、「毎日使う」が 51 名(4.7%）、「週数回使う」が 50 名(4.6%）、
「月数回使う」が 48 名(4.4%)、「年数回使う」が 105 名(9.7%)、「使わない」が 831 名
(76.6%)であった。 
 
図 1．職場における英語種別使用頻度(N=1,085) 
 
また、職場における一般・日常英語（以下、一般英語）の使用頻度は、「毎日使う」が 23 名
(2.1%）、「週数回使う」が 42 名(3.9%）、「月数回使う」が 59 名(5.4%)、「年数回使う」が 164
名(15.1%)「使用しない」が 797 名(73.5%)であった。全体としては、図 1 に示されているよう
に、英語の未使用者は７割を越え、ほぼ日常的（毎日、週数回）使う人は１割未満と非常に
少ない数値であった。 
 
２．２．１．２．２．英語技能別使用度 
 職場で専門英語、あるいは一般英語を「使う」と回答した 372 名に対しては、「あなたは職
場でどのような英語の技能を使いますか」という技能別の使用頻度を尋ねる質問をした。 
2%
5%
4%
5%
5%
4%
15%
10%
73%
77%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
一般英語
専門英語
毎日使う 週に数回使う 月に数回使う 年に数回使う 使わない
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図 2．職場における技能別使用度（N=327） 
 
「読む」技能については、「毎日使う」が 49 名(13.2%）、「週に数回使う」が 55 名(14.8%）、
「月に数回使う」が 78 名(20.1%）、「年に数回使う」が 124 名(33.3%）、「使わない」が 66 名
(17.7%)いた。「書く」技能については、「毎日使う」が 26 名(7.0%）、「週に数回使う」が 34
名(9.1%）、「月に数回使う」が 48 名(12.9%）、「年に数回使う」が 115 名(30.9%）、「使わな
い」が 149 名(40.1%)いた。「聞く」技能については、「毎日使う」が 26 名(7.0%）、「週に数
回使う」が 37 名(10.0%）、「月に数回使う」が 56 名(15.1%）、「年に数回使う」が 154 名
(41.4%）、「使わない」が 99 名(26.6%)いた。「話す」技能については、「毎日使う」が 27 名
（7.3%）、「週に数回使う」が 33 名(8.9%）、「月に数回使う」が 46 名(12.4%）、「年に数回使
う」が 150 名(40.3%）、「使わない」が 116 名(31.2%)いた。 
「毎日使う」と「週に数回使う」を合わせた「日常的使用」は、「読む」が 28%、「聞く」、「話
す」、「書く」が 16～17%と、図２に示されるように、「読む」に関するニーズが高い結果となっ
た。 
 
２．２．１．２．３．英語場面別使用度 
 職場で専門英語、あるいは一般英語を「使う」と回答した 372 名に対しては、さらに、「あな
たは職場のどのような場面で英語を使いますか（複数回答可）」という使用場面を具体的に
尋ねる質問をした。上位を占めた使用場面は、表２の通りである。 
7.3%
7.0%
7.0%
13.2%
8.9%
10.0%
9.1%
14.8%
12.4%
15.1%
12.9%
21.0%
40.3%
41.4%
30.9%
33.3%
31.2%
26.6%
40.1%
17.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
話す
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書く
読む
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表 2．職場における場面別使用度(N=372) 
読む 聞く 
1 ホームページ閲覧・検索 43% 1 顧客対応 30% 
2 マニュアル 38% 2 電話 16% 
3 電子メール 34% 3 社内コミュニケーション 13% 
書く 話す 
1 電子メール 34% 1 顧客対応 34% 
2 報告書 12% 2 社内コミュニケーション 16% 
3 専門誌・論文 9% 3 電話 14% 
 
「読む」については、「ホームページ閲覧・検索」(160 名の 43.0%)、「マニュアル」（140 名
の 37.6%）、「電子メール」(127 名の 34.1%)が上位を占めた。「書く」については、「電子メ
ール」(127 名の 34.1%)、「報告書」（43 名の 11.6%）、「専門誌・論文」（33 名の 8.9%）が
上位を占めた。「聞く」については、「顧客対応」（111 名の 29.8%）、「電話」(61 名の 16.4%)、
「社内コミュニケーション」（48 名の 12.9%）が上位を占めた。「話す」については、「顧客対
応」（126 名の 33.9%）、「社内コミュニケーション」（58 名の 15.6%）、「電話」(51 名の
13.7%)が上位を占めた。 
 回答者が３割を越えた特徴的使用場面としては、「読む」が「ホームページ閲覧・検索」、
「マニュアル」、「電子メール」、「書く」が「電子メール」、「聞く」と「話す」は「顧客対応」のみ
であった。以上から、リテラシー（読み書き）能力については、インターネット関連、オーラル
能力については、顧客対応と非常に限定的な場面で使用頻度が高い傾向が示された。 
 
２．２．１．２．４．英語資格試験使用度 
 最近では英語の検定試験に関する目標が掲げられることが多いため、職場で専門英語、
あるいは一般英語を「使う」と回答した 372 名に対して、使用頻度に関する最後の質問とし
て「あなたは職場でどのような英語の資格（スコア）が求められますか」という質問項目を設け
た。結果は、表３が示すとおり、企業で採用されることの多い「TOEIC8」 が 37 名(10.0%)、
実用英語技能検定、いわゆる「英検」が 27 名(7.3%)、「その他」が 3 名(0.8%)、「求められ
                                            
8  TOEIC (Test of English for International Communication) は主催者発表によると 2004 年度
に総計約 140 万人が受験しているが、北海道で 2005 年３月～2006 年１月に開催された公開テストを
受験した社会人は７千人足らずとなっている。 
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ていない」が 321 名(86.3%)となっていて、大多数が英語検定試験を課されていないことが
判明した。 
 
表 3．職場における英語資格試験使用度 (N=372) 
求められていない 86% 
TOEIC 10% 
英検 7% 
その他 1% 
 
２．２．１．２．５．英語職種別使用度 
 専門英語を「毎日使う」と「週に数回使う」を合わせた「日常的に使用する」回答者は合計
101 名いた。職種別に見たときに日常的に使用する人が多く、職種に占める割合が高かっ
たのは、順に「技術・専門職」の 26 名(11.9％）、「医療従事者」の 19 名(27.5%)、「教職員」
の 12 名（27.3%）で、いずれも専門性の高い職種であった。 
その他の職種は、「事務職」10 名(4.4%)、「自営業」9 名(8.8%)、「公務関連」9 名(6.0%)、
「経営者・役員」7 名(16.3%)、「販売・サービス」4 名(3.7%)、「その他」名(5.3%)、「管理職」
１名(1.9%)で、「経営者・役員」については母集団が少ないもの、職種に占める割合は高率
であった。以下、職種別使用度を表４としてまとめた。 
 
表 4．日常使用者の人数が多い職種（N=101） 
順 
位 職種 
回
答
数 
使
用 
者 
割合 
順
位 
 
職種 
回
答
数 
使
用
数 
割合 
1 技術・専門職 219 26 12% 7  経営者・役員 43 7 16% 
2 医療従事者 69 19 28% 8  販売・サービス 109 4 4% 
3 教職員 44 12 27% 9  その他 57 3 5% 
4 事務職 226 10 4% 10  農林漁業 12 1 8% 
5 自営業 102 9 9% 11  管理職 52 1 2% 
6 公務関連 150 9 6% 12  法律関連 2 0 0% 
 
２．２．１．３．英語必要度 
２．２．１．３．１．英語種別必要度 
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前節では英語を実際に使っている人を対象とした調査結果であったが、ここの節でとりあ
げるのは英語を現在は使用しているかどうかは別として、英語の必要性を感じている人を対
象とした調査の結果である。まず初めに、「あなたは現在、どの程度英語の必要性を感じま
すか。英語を使用していない場合は、今後の可能性についてお答えください」と質問し、英
語の種別毎の必要度を調べた。 
 
図 3．職場における英語種別必要度 
 
職場における「専門英語」については、「必要」が 116 名(10.7%）、「どちらかというと必要
（まあ必要）」が 235 名(21.7%）、「どちらかというと不要（まあ不要）」が 248 名(22.9%)、「不
要」が 486 名(44.8%)であった。職場における「一般英語」については、「必要」が 113 名
（10.4%）、「まあ必要」が 288 名(26.5%）、「まあ不要」が 275 名(25.4%)、「不要」が 409 名
(37.7%)であった。職場における「基礎英語」については、「必要」が 204 名（18.8%）、「まあ
必要」が 302 名(27.8%）、「まあ不要」が 235 名(21.7%)、「不要」が 344 名(31.7%)であっ
た。全体としては、英語の必要度は３割～４割程度で、専門英語よりも基礎英語のニーズが
高いことが分かる。 
 
２．２．１．３．２．英語理由別必要度 
 職場において種別を問わず英語を「（どちらかというと）必要」と回答した合計 459 名につ
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いては、「あなたは仕事上どのような理由で英語の必要性を感じていますか（複数回答可）」
と尋ねた。回答は、表５のような結果となり、「情報収集」が 276 名(60.1%)、「社内業務」が
202 名(44.0%)、「交流」が 195 名(42.5%)、「情報発信」が 100 名(21.8%)、「社外業務」が
81 名(17.7%)、「海外出張」が 53 名(11.6%)、「海外勤務」が 20 名(4.4%)、「その他」が 14
名(3.1%)であった。 
 
表 5．職場における 理由別必要度(N=459) 
順位 必要な理由 割合 順位 必要な理由 割合 
1 情報収集の為 60% 5 社外業務の為 18% 
2 社内業務の為 44% 6 海外出張の為 12% 
3 交流の為 42% 7 海外勤務の為 4% 
4 情報発信の為 22% 8 その他 3% 
 
 以上の結果から、「情報収集」が際立って高い一方で、海外に出向いての仕事について
は、必要度が低い数値となっている。 
 
２．２．１．４．英語学習状況 
 就職後の英語の学習状況を調べるために「あなたは就職してから、英語学習をしましたか」
と尋ねたところ、「はい」が 303 名(27.9％)、「いいえ」が 782 名(72.1%)であった。英語を学
習している人は、職場で英語を（毎日～年数回）使用している人の合計（約 25%）よりも若干
上回ったものの、英語を（どちらかというと）必要としている人の合計（約 33～47%）を大きく
下回った。 
図 4．就職後の学習経験 
はい, 27.9%
いいえ, 
72.1%
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 英語を学習している 303 名についてはさらに「英語学習は具体的に何をしましたか（複数
回答可）」と質問した。結果は、「市販の教材で勉強した(市販教材)」が 139 名(45.9%)、「英
語放送を視聴するようにした(英語放送)」が 131 名(43.2%)、「新聞や雑誌、本を読むように
した(新聞雑誌)」が 104 名(34.3%)、「ラジオ・テレビの英語講座を利用した(ラジオ・テレビ講
座)」が 103 名(34.0%)、「民間の語学学校、英会話学校、市民講座を利用した（スクール）」
が 90 名(29.7%)、「中学や高校時代の英語の教科書や参考書を復習した(中高のテキスト)」
が 50 名(16.5%)、「通信（添削）講座を利用した(通信講座)」が 35 名(11.6%)、「大学時代
の英語の教材を復習した(大学時代のテキスト)」が 30 名(9.9%)、「e ラーニング（e-learning）
を利用した(e ラーニング)」が 27 名(8.9%)、「企業内研修を受講した(企業研修)」が 26 名
(8.6%)、「その他」が 21 名(6.9%)、「海外に留学した(海外留学)」が 11 名(3.6%)、「大学の
公開講座・生涯教育に参加した(公開講座)」が 6 名(2.0%)であった。 
学習方法で上位を占めるのは、通信教育型も含め、ほとんどが自習型であり、逆に、スク
ール以外の参加型はあまり利用されていない様子が伺える。特に、企業内研修と海外留学
の割合は、それぞれ全回答者の 2.4%と 1.0%となっていて、より実践に即した形式での英
語学習は実施されていないことが分かった。 
 
表 6．英語学習方法（N=303） 
順
位 
学習 
スタイル 学習方法 
割
合 順位 
学習 
スタイル 学習方法 
割
合 
1 自習型 市販教材 46% 8 自習型 大学のテキスト 10% 
2 自習型 英語放送 43% 9 通信教育型 e ラーニング 9% 
3 自習型 新聞雑誌 34% 10 参加型 企業研修 9% 
4 通信教育型 ラジオ・テレビ講座 34% 11 その他 その他 7% 
5 参加型 スクール 30% 12 参加型 海外留学 4% 
6 自習型 中高のテキスト 17% 13 参加型 公開講座 2% 
7 通信教育型 通信講座 12%         
 
２．２．１．５．日本の英語教育全般に関する意見 
 就業者調査のアンケート票の最後は、「日本の英語教育全般に関連して、ご自由にご意
見をお聞かせください」という設問であった。未回答でもアンケートを終了することができた
が、819 名（75.4%）が何らかの回答を寄せ、興味関心の高さが伺えた。 
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表 7．自由回答 
分 類 カ テ ゴ リ ー 合計 ＋ － 
実用重視（使える英語教育への転換肯定・提言・批判） 272 271 1 
その他（英語教育への失望・日本人教師への失望など） 144 142 2 
文法重視（文法・読解重視教育の肯定・批判） 125 11 114 
英語使用環境（国際化・現状など） 88 88 0 
早期導入（小学校への英語教育導入への提言・批判） 86 77 9 
試験重視（受験・試験重視への提言・批判） 52 52 0 
学習者の態度（意欲・積極性など） 43 43 0 
指導方法（教材・指導者・活動などへの提言・批判） 40 38 2 
英語の重要性（日本語教育重視・英語不要論など） 23 23 0 
教育システム（教育支援・留学・選択性など） 16 16 0 
 
ここでは、自由回答記載内容を、表中の 10 カテゴリーに基づき分類した。表中の「＋」は
「賛成・提言」的な内容を、「－」は「批判」的な内容を意味する。上位三つの意見から、実用
的な英語を求める声が大きく、現行の英語教育への失望や、文法重視の教育への批判が
多数寄せられた。 
 
２．２．２．事業所調査 
 事業者調査の概要は、（5）、アンケート票の質問項目の概要は（6）の通りである。 
 
（5） 調査の概要 
調査対象者： 北海道内の事業所 
調査方法： 郵送調査法（自記式アンケート） 
調査実施期間： 2005 年 11 月 21 日～12 月 10 日 
発送数/回収数： 1,770    
有効回収数： 409    
回収率： 23.1％  
（6） 質問項目の概要 
 問 1～4  基本属性（業種、資本金、従業員数、海外拠点の有無） 
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問 5～7  英語の必要度（英語の種類、必要な理由、必要な場面） 
英語の使用度（従業員の使用者割合、使用頻度、使用技能、使用場面） 
事業所の英語に対する取り組み 
問 8～9  重視すべき英語の種類、重視すべき英語の技能 
問 10    事業展開する上で重視する外国語の種類 
問 11   英語教育全般に関する自由回答 
 
２．２．２．１．回収率と回答事業所の業種 
 事業所調査は、実発送数の 1,770 件に対して、有効回収数9が 409 件あり、回収率は
23.1%であった。この種の郵送によるアンケート調査の回収率は 10%程度であることから、
予測よりも遥かに高い回収率であった。内訳は、札幌が 1,096 件の発送に対して 208 件の
返信（回収率 19.0%）、旭川が 300 件の発送に対して 111 件の返信（回収率 37.0%）、函
館が 259 件の発送に対して 60 件の返信（23.2%）、苫小牧が 115 件の発送に対して 30 件
の返信（回収率 26.1%）であった。 
北海道では、「卸売り・小売業」が最も数多い事業所を持つが、本調査でも同業種から最
も多い回答が寄せられた。「サービス業」と「飲食店、宿泊業」で若干回答の割合が少なかっ
たが、その他の業種は概ね北海道の実態に即したばらつきで回答を得ることができた。10 
業種別11の回答数と割合は、以下、表７に示した通り、「卸売・小売業」が 98 件(24.0%)、
「建設業」が 60 件(14.7%)、「サービス業」が 50 件(12.2%)、「製造業」が 41 件(10.0%)、
「公務」が 32 件(7.8%)、「飲食店、宿泊業」が 31 件(7.6%)、「運輸業」が 21 件(5.1%)、「不
動産業」が 21 件(5.1%)、「医療、福祉」が 13 件(3.2%)、「複合サービス事業」が 10 件
(2.4%)、「教育、学習支援業」が８件(2.0%)、「金融・保険業」が７件(1.7%)、「その他」12と
                                            
9  回答がされていない、回答内容に整合性の欠如がある４件については無効として分析対象からはず
した。 
10 平成 16 年事業所・企業統計調査（北海道統計課）では、①卸売・小売業（27.2%）、②サービス業
（他に分類されないもの）（19.8%）、③飲食店、宿泊業（16.4%）、④建設業（10.0%）、⑤不動産業
（7.0%）、⑥製造業（4.9%）、⑥医療、福祉（4.9%）、⑦運輸業（2.7%）である。本調査では、「飲食店、宿
泊業」の回収率が低かったものの、平成 16 年事業所・企業統計調査（北海道統計課）の業種別分布と
ほぼ類似する分布で回答を得ることができた。 
11 業種の種別は、日本標準産業分類の大分類による。 
12 「その他」として具体的な業種名を書いた事業所のうち、日本標準産業分類の中分類、小分類、細分
類に属する名称を記したものは、分類にしたがって振り分けた。その結果、本調査で「その他」に属して
いたのは、複数の大分類にまたがる業態の事業所であった。 
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「情報通信業」が 5 件(1.2%)、「電気・ガス・熱供給・水道業」が 3 件(0.7%)、「未回答」が 2
件(0.5%)、「農林業」と「鉱業」が 1 名(0.2%)、「漁業」が 0 件 0%)であった。 
 
表 8．業種別回答数と割合(N=409) 
順
位 業   種 
回
答
数 
割合 順位 業    種 
回
答
数 
割合 
1 卸売・小売業 98 24% 11 教育、学習支援業 8 2% 
2 建設業 60 15% 12 金融・保険業 7 2% 
3 サービス業 50 12% 13 その他 5 1% 
4 製造業 41 10% 14 情報通信業 5 1% 
5 公務 32 8% 15 電気・ガス・熱供給・水道業 3 1% 
6 飲食店、宿泊業 31 8% 16 未回答 2 1% 
7 運輸業 21 5% 17 農林業 1 0% 
8 不動産業 21 5% 18 鉱業 1 0% 
9 医療、福祉 13 3% 19 漁業 0 0% 
10 複合サービス事業 10 2%   合     計 409 100% 
 
２．２．２．２．英語必要度 
２．２．２．２．１．英語程度別必要度 
 「事業を展開する上で、どの程度英語を必要としますか」という質問に対して、「必要」が 39
件（9.5%）、「どちらかというと必要（まあ必要）」が 91 件(22.2%)、「どちらかというと不要（ま
あ不要）」が 160 件、「不要」が 117 件、未回答が２件であった。「どちらかというと必要」を含
めたときに、事業展開に英語を必要しているのは、130 件で全体の 31.8%であった。 
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図 5．事業所における程度別必要度 
 
２．２．２．２．２．英語理由別必要度 
英語を必要としている 130 件については、さらに、英語を必要としている理由を尋ね、「ど
のような理由で英語を必要としますか（複数回答可）」という質問をした。回答は、「情報収集」
が 65 件(50.0%)、「海外出張」が 53 件(40.8%)、「社内業務」が 48 件(36.9%)、「交流」が
42 件(32.3%)、「社外業務」が 41 件(31.5%)、「情報発信」が 39 件(30.0%)、「その他」が 20
件(15.4%)、「海外勤務」が 12 件(9.2%)、未回答が１件(0.8%)であった。 
 
表 9．事業所における理由別必要度 
順 
位 必要な理由 割合 
順 
位 必要な理由 
割
合 
1 情報収集 50% 5 社外業務 32% 
2 海外出張 41% 6 情報発信 30% 
3 社内業務 37% 7 その他 15% 
4 交流 32% 8 海外勤務 9% 
 
就業者調査の理由別必要度と比較した場合、「情報収集」の割合が高いことは同じで、全
体的に類似傾向がある。しかし、本調査では、就業者調査では 12%しか必要度がなかった
「海外出張」が 41%と倍近くに増えている点に大きな違いが見られた。 
 
必要, 10%
まあ必要, 22%
まあ不要, 39%
不要, 29%
未回答, 0%
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２．２．２．２．３．英語種別必要度 
英語を（どちらかというと）必要としている 130 件（全回答者 31.8%について）について英
語の種類別の必要度を「どのような英語を必要としますか」という質問で尋ねた。 
 
図 6．事業所における英語種別必要度 
 
「実務で使う専門的な英語（専門英語）」については、「必要」が 33 件(25.4%)、「どちらかと
いうと必要（まあ必要）」が 57 件(43.8%)、「どちらかというと不要（まあ不要）」が 10 件(7.7%)、
「不要」が５件(3.8%)、未回答が 25 件(19.2%)であった。「日常で使う一般的な英語（一般
英語）」については、「必要」が 45 件(34.6%)、「まあ必要」が 58 件(44.6%)、「まあ不要」が
8 件(6.2%)、「不要」が３件(2.3%)、未回答が 16 件(12.3%)であった。「基礎的な英語（基礎
英語）」については、「必要」が 49 件(37.7%%)、「まあ必要」が 48 件(36.9%)、「まあ不要」
が６件(4.6%)、「不要」が 2 件(1.5%)、未回答が 25 件(19.2%)であった。 
図 6 が示すように、英語の必要性は専門英語よりも基礎英語の方が大きい。これは、就
業調査の英語種別必要度の結果と酷似する。 
 
２．２．２．３．英語使用度 
２．２．２．３．１．英語種別使用度 
英語の使用度については、まず初めに、「常時雇用従業員の何割程度が英語を使用し
38%
35%
25%
37%
45%
44%
5%
6%
8%
2%
2%
4%
19%
12%
19%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
基礎英語
一般英語
専門英語
必要 まあ必要 まあ不要 不要 未回答
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ていますか」という質問に対しては、有効回答が 367 件あった。13以下の表 10 が示すよう
に、常時雇用従業員の 0%が英語を使用しているのが 242 件、同 1～10%が 92 件、同 11
～30%が 16 件、31～50%が７件、51～80%が５件、81%以上が５件であった。 
 
表 10. 事業所における常時雇用従業員に占める英語使用者の割合 
0% 1-10% 11-30% 31-50% 51-80% 81%- 合計 
242 92 16 7 5 5 367 
 
次に、常時雇用従業員の 1～10%以上が英語を使用している 125 件に対象を絞り、「ど
の程度英語を使っていますか」と尋ねた。 
「専門英語」は、「毎日使う」が 21 件（回答事業所全体の 5.1%）、「週に数回使う」が 16
件(同 3.9%)、「月に数回使う」が 17 件（同 4.2%）、「年に数回使う」が 43 件（同 10.5%）で
あった。「一般英語」は、「毎日使う」が 17 件（回答事業所全体の 4.2%）、「週に数回使う」が
17 件(同 4.2%)、「月に数回使う」が 26 件（同 6.4%）、「年に数回使う」が 44 件（同 10.8%）
であった。そして、「基礎英語」は、「毎日使う」が 17 件（回答事業所全体の 4.2%）、「週に
数回使う」が 19 件(同 4.6%)、「月に数回使う」が 25 件（同 6.1%）、「年に数回使う」が 41 件
（同 10.0%）であった。 
以上の使用度について、全回答事業所 409 件に対する割合を示したのが図７である。
「毎日使う」と「週に数回使う」を合わせた「日常的に使用する」は、専門英語が 9.0%、一般
英語が 8.4%、基礎英語が 8.8%、「月に数回使う」と「年に数回使う」を合わせた「ときどき使
用する」は、専門英語が 14.7%、一般英語が 17.2%、基礎英語が 16.1%という結果であっ
た。これは、一般英語に関する英語種別必要度と同様に、就業者調査の英語種別使用頻
度の結果と酷似するものとなった。 
                                            
13 無効回答 42 件の内訳は、無記入が 17 件、他の質問の回答との間に矛盾がある 25 件である。 
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 北海道内の産業界全体を対象とするアンケート調査では、英語の使用状況に関して厳し
い結果が出た。事業を展開する上で英語を重要視するとの回答が 5 割、英語を仕事上必
要とするとの回答が 3 割に対して、英語を日常的に使用するとの回答は 1 割であった。北
海道の産業界全体として、英語のニーズは決して低くはないが、事業所の取り組みとして英
語の対策を取り、英語を使用しているのはまだ一部に留まるというのが調査結果であった。
本研究の目的は、このような英語のニーズに対応したグローバル人材育成モデルを構築す
ることである。実践的な教育プログラムの作成に際しては、具体的な使用状況に関する、実
態とその背景を明らかにしなければならない。そこで、本研究では、二つの課題を設定した。 
 
 （1） a. 英語を使用している社会人の具体的な使用状況を明らかにする。 
b. 英語を使用している事業所における実務・専門英語の習得状況を 
明らかにする。 
 
以下では、３．１節において課題解決のための方法、３．２節において調査結果、３．３節に
おいて考察について述べ、結論を見ることにする。 
 
３．１． 方法 
３．１．１．背景：トライアンギュレーションの採用 
 英語教育におけるニーズ分析は、分析の対象として学習者のみならず、学習者の所属す
る機関の状況、学習環境などについて多角的な調査をすることが必要となる。調査は選択
肢を用意したアンケートが利用される場合が一般的に多いが、調査の手軽さの反面、その
問題も大きい。一番大きな問題として、調査対象者は調査票の設計者が想定した枠内でし
か回答することができないことが挙げられる。想定外の回答は最初から無視されてしまう。
Long (2005)では、客室乗務員のニーズ分析を例にして、その問題点を指摘している。調
査をする応用言語学者（一般の乗客）にとって客室乗務員の仕事は乗客サービスであるが、
客室乗務員はその任務を乗客の安全確保と回答する。調査する側と、調査される側の想定
していることが根本的なところで食い違うならば、アンケート調査を行っても、その実態はな
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かなか浮かび上がってこない。 
 このような食い違いを防止する方法として、ニーズ分析においては、トライアンギュレーショ
ン、あるいはマルチメソッド（多元的方法）と呼ばれるアプローチが取られる。ニーズ分析に
は様々な手法があるが、どの手法を採用しても単独で全体像を明らかにすることはできない。
それぞれの手法には長所と短所の両方が存在するためである。そこで、複数の手法を組み
合わせて採用し、一つの手法の長所を活かす一方で、短所となっている部分を補い、広い
視点から全体像を明らかにすることができる。 
 前章で見たアンケート調査においては、入念な予備調査を踏まえて、インターネットによる
就業者を対象としたアンケート調査、また、郵送による事業所を対象としたアンケート調査を
実施することで、北海道の産業界における英語のニーズを量的に測定することができた。こ
のアンケート調査方法は、基礎資料が乏しい中で、全体像を把握する上で非常に有効であ
った。しかし、実践的な教育プログラムや人材育成モデルの開発に際して重要になってくる
英語使用者の具体的な状況や習得を把握する上では不向きであった。アンケート票の設
計上、細部に渡る質問項目の設定は、質問量の拡大に伴う未回答を招くことになる。そこで、
本研究においては、多岐に渡ると予想される英語の使用状況を質的に調べるために、フィ
ールドワークを採用した。 
フィールドワークには、大別して、実際に参加して実態を調べる参与観察と、インタビュー
という二つの手法がある。対象者が分散し、時間的、コスト的な制約がある今回の調査では
参与観察は実現不可能で、課題解決には不向きであるため、インタビューの手法を採用し
た。インタビューには、対象者の選定方法や人数、質問の形式、その組み合わせにより、多
種多様な手法がある。今回は、一連の質問から構成されるインタビューガイドを用意した半
構造化インタビューを採用することで、多数に対するインタビューから一定のデータを採取
する一方で、多種多様なニーズを汲み取ることにした。 
 
３．１．２．準備： インタビューガイドの作成 
インタビューを始める前には、十分な準備期間を取った。まず初めに、インタビューガイド
の作成に際しては、インタビューの目的を明確にし、調査者の目的意識を統一するために
議論を重ねた。さらに、インタビューにおける質問項目を決定する第一歩として、質問をラン
ダムに列挙し、その後、カテゴリー化して、インタビューガイドの素案を作成した。次に、本研
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究のメンバー以外の視点を取り入れ、インタビューの方法を確立するために、講師を２名招
いて、ワークショップを開催した。2 名の講師のうち、1 名は企業訪問による聞き取り調査の
経験が豊富な応用言語学者、1 名は多国籍企業で長年勤務し、海外での勤務経験が豊富
な経営コンサルタントであった。 
ワークショップでは、調査の方向性、調査の内容、調査の実施方法の三つに切り分けて、
インタビューガイドの完成に向けた作業を進めた。調査の方向性では、調査対象となる事業
所の絞込みの方法、インタビューの手法そのものなど、全体的な枠組みの確認を行った。
調査の内容では、グループに分かれて作業を行い、インタビューガイドの素案で設けた項
目に修正、削除、加筆をした。最終的に、グループ作業をまとめることで、インタビューガイド
を完成させた。調査の実施方法では、企業の価値観や礼儀作法から始まり、事業所の連絡
方法、インタビュー回答者への依頼方法、インタビューの際の注意事項、そして、データの
分析方法を確認した。 
インタビューガイドでは、周辺情報を含めて表 1 に記した 7 つの資料を準備した。 
 
表１．インタビューガイド 
番号 資料名称とその用途 内容 
資料１ 
調査の心得： 
守秘義務の遵守、傾聴する謙虚な姿勢、簡
潔で熱意ある説明、インタビュー時間の遵
守、録音や撮影の許可 調査者用チェックシート 
資料２ 
回答者にお渡しする資料： 調査の目的、守秘の約束と方法、データの
取り扱い方法、報告書送付の約束、調査の
対象者、連絡先 回答者への倫理的配慮 
資料３ 
回答者に確認をお願いする資料： 
会社の組織、英語を使用している部門、回
答者の立場と英語使用経験 調査の前に下調べした内容を記入するた
めのシート 
資料４ 
回答者に記入をお願いする資料： 
対話の媒体、ビジネス会話の場面、ビジネ
ス文書の内容 回答者が使用場面を想起できるように配
慮した回答者用チェックシート1 
                                            
1  使用場面の記述に際しては、市販のビジネス英語関連書籍を調査し、ビジネス会話の場面について
は、ディー・オー・エム・フロンティア他（2002）の場面区分を利用した。ビジネス文書の場面については、
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資料５ 
回答者から教わる情報（必須編）： 
使用場面での使用目的、内容、機能、苦労 回答を具体的に書き留めるための調査者
用シート 
資料６ 
回答者から教わる情報（予備編）： 
英語の外注状況、英語以外の使用言語、海
外取引の内容と頻度 回答者の協力範囲で得た回答を書き留め
るための調査者用シート 
資料７ 
回答者から入手する資料： 英語を使用する際のマニュアルや書式の提
供依頼 言語資料提供の依頼 
 
インタビューガイドの準備に続いて、調査対象者の具体的な絞込みを行った。絞込みでは、
毎年北海道内の事業所にアンケート調査を実施し、海外に進出を果たした企業のデータを
公表している JETRO 北海道に協力を要請した。JETRO 北海道からは調査協力の推薦
書を執筆していただき、会員の中で海外取引のある事業所を選定していただいた。最終的
には、情報保護の観点から、JETRO 北海道から直接、書類一式（調査依頼書、推薦書、
平成 17 年度調査概要、回答書、返信用封筒）を 40 の事業所に送付していただいた。 
 
３．１．３．調査実施：半構造化インタビュー 
2006 年 8 月 7 日～10 月 4 日に、調査協力の承諾を得た各事業所の応接室、あるいは
会議室等において行われた。調査回答者と属性は表２の通りである。 
 
表 2．調査回答者の属性 
記
号 産業大分類 業務内容 立場 
英語 
使用経験 
A-1 
金融・保険業 ビジネスマッチング、貿易仲介、貿易取引書類の扱い 
管理 2 年 
A-2 使用 4 年 
B-1 
サービス業 
国際交流に関わる支援 使用 不明 
B-2 国際イベント開催に関わる支援 使用 10 年 
C-1 サービス業 商品輸出 管理・使用 2 年 
                                            
本研究で開催したワークショップでの議論を踏まえて、区分を設けた。選択肢の詳細については、以下
の表 3 を参照。 
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C-2 使用 2 年 
D-1 
卸売・小売業 
原材料調達、機器輸入 使用 不明 
D-2 情報収集、秘書業務全般 使用 不明 
E-1 
卸売・小売業 商品輸入 
管理・使
用 10 年 
E-2 使用 8 年 
F-1 製造業 原料調達、加工品輸入 管理 4 年 
G-1 製造業 機器輸出 使用 7 年 
H-1 製造業 原材料調達、技術輸出 管理 1 年 
I-1 
製造業 市場開拓、商品・機器輸出、加工品輸入 
管理・使
用 10 年 
I-2 使用 4 年 
J-1 
製造業 
製品輸出販売に関わる事務、海外駐在
所統括 
管理・使
用 20 年 
J-2 使用 6 年 
J-3 受注に基づく設計からレポート作成 管理・使用 15 年 
J-4 設計、製品化、販売における顧客対応 使用 8 年 
K-1 
電気・ガス・熱
供給・水道業 
技術交流、海外視察、情報収集 
使用 4.5 年 
K-2 管理・使用 0.5 年 
K-3 
原料調達 
使用 1.5 年 
K-4 管理 4 年 
K-5 
資材調達 
使用 3 年 
K-6 管理・使用 6 年 
K-7 
企業環境情報に関わる業務全般 
使用 3 年 
K-8 管理・使用 5 年 
K-9 企業情報に関わる業務全般 使用 9 年 
 
調査の回答者は、調査協力の承諾をいただいた 11 の事業所に所属する合計 28 名であっ
た。回答者 28 名の属性は上記に示した表２のとおりである。表２の「記号」は、アルファベッ
トが事業所の分類、数字が回答者の分類を示している。「産業大分類」は、日本標準産業
分類の大分類を記し、企業情報保護の観点から、下位分類の表記はしないこととした。「業
務内容」は、回答者が所属する部署内の代表的な業務のみを記し、同一部署に所属する
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場合には一つにまとめた。「立場」は、英語に関わる仕事上の部署内における立場を示し、
実際に英語を使用している場合には「使用」、管理・監督の職にある場合は「管理」と記した。
管理職の立場にあっても、対外的に英語を実際に使用している場合は、「管理・使用」と記
した。「英語使用経験」は現在の所属部署の経験だけでなく、これまで仕事において英語を
使用した経験を含めたものの合計を記した。2 
 調査は 3 名の研究者が実施することを基本としたが、実際の調査においては、スケジュー
ルの都合により研究者 2 名のみが訪問した事例が 4 件、研究者 4 名が訪問した事例が５件
あった。3 名のうち、1 名は、調査統括の立場で、インタビューの全般的な説明や質問を行
い、すべての調査に出向くことで、調査全体の均一性保持に努めた。1 名は、構造化された
項目を中心に個々の質問を担当した。個々の質問は、最後の二つのインタビューを除いて、
海外でのビジネスを 10 年経験したことのある研究者が担当することで、ビジネス特有の用
語への対応を図った。そして、1 名は、記録とインタビューガイドからの遺漏を点検する役割
を担った。 
 調査は、インタビューガイドの資料２を提示し、調査の趣旨と倫理的配慮について説明す
ることから始めた。続いて、回答者の許可を得た上で、インタビューの様子を IC レコーダー
で録音した。質問は、回答者の緊張を考慮して、事業所や所属部署の概要からスタートし、
業務内容、英語の使用状況を尋ねた。そして、実務・専門英語の習得の経緯、英語教育全
般への意見を尋ねた。全体の流れとしては、事業所から個人、現在から過去の順番を基本
として聴取した。インタビューの時間は、30 分を目安とし、回答者の意向も考慮しつつ、適
宜延長した。インタビューの間は、本研究グループとの連絡、インタビュー設定を担当した
人事、総務の方が同席する場合もあった。事業所 C については、回答者の希望により、二
人の回答者が同席し、同時に回答する形式でインタビューが行われたが、その他のインタビ
ューでは単独で回答していただいた。 
 最初に、インタビューガイドの項目に順ずる形式で、全インタビューの一覧表を作成した。
次に、回答者ごとにインタビューの内容を整理した個人票を作成した。個人票は回答者に
郵送し、その内容について確認をしていただき、必要な修正を加えていただいた。 
 
                                            
2  回答者の年齢と最終学歴については、確認を取ることができないことが多かったため、ここでは掲載
をしていない。 
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３．２．調査結果 
 インタビューで得られた回答内容を分類し、9 項目に分けて表にして提示する。前半の 7
項目は、主に英語の使用状況を示すもので、冒頭で設定した研究課題（1a）と関連する。後
半の 2 項目は、主に仕事で使う英語の習得状況と学習状況を示すもので、研究課題（1b）
と関連する。 
 前半の 7 項目は、事業所が取引をしている国名、あるいは地域を示す「取引対象国」、回
答者の業務全体の中で英語を使用する仕事の割合を示す「英語の利用割合」、回答者が
英語を使用する仕事の具体的な内容を示す「英語を使う仕事の内容」、回答者がコミュニケ
ーションを図る際の媒体を示す「対話の媒体」、回答者が会話を交わす場面を示す「会話の
場面」、回答者が取り扱う書類の内容を示す「文書の内容」、回答者が仕事と関連した情報
を集める際のツールを示す「情報収集」となっている。「対話の媒体」以下の項目について
は、インタビューガイドの資料４に掲載した選択肢の中から、得られた回答に該当するもの
だけを残す形で記す。特記事項については、選択肢に続いて※印を付記して、その内容を
記す。表 3 が、各項目のすべての選択肢を列挙したものである。 
 
表 3.英語の使用場面 
項目 選択肢 
対話の媒体 直接対話、テレビ電話、電話、ビジネスレター、ファックス、電子メール、その他 
会話の場面 
会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、アポイントメント、
挨拶・紹介、商談、接待、スモールトーク、注文、クレーム、
海外出張、その他 
文書の内容 
問い合わせ、交渉、注文、通知、苦情・クレーム、催促、謝
罪、拒否、申請と許可、礼状、挨拶、契約書、マニュアル、そ
の他 
情報収集 ホームページ、マニュアル、専門誌、論文、その他 
 
 
 後半の 2 項目では、回答者が仕事で使う英語をどのような経験を経て習得しているか、ま
た英語の運用状況をどのように認識しているかを示す「習得状況と運用上の認識」と、回答
者の英語の学習状況を示す「英語学習状況」を記す。 
 以下では、分類記号の順にインタビューの結果を示す。なお、回答結果の表中で、最終
的な確認がとれなかった場合には「不明」、該当する状況がないとの回答が得られている場
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合には「なし」と示している。 
 
A-1：管理者、英語使用経験２年 
取引対象国 中国、ベトナム、東南アジア、北東アジア、ロシア、ドイツ、イギリス、アメリカ 
英語の利用割合 5 割 
英語を使う 
仕事の内容 
社内の英語の案件は一括して所属部署で扱い、他の部署で扱うことはな
い。部内では、海外から国内情報に関する問い合わせ、国際ニュースの
読み取りが多少あり、貿易取引書類のやり取り（読む、書く）が頻繁に行
われる。聞く、話すは、頻度が低いが、海外とのやり取りは、基本的に英
語で行われる。書類の催促、状況確認などの電話がある。ただし、中国と
は中国語、ロシアとはロシア語で行われる。 
対話の媒体 電話、電子メール、その他（専用システム） ※電子メールの利用は少なく、電話のやり取りが時々ある。 
会話の場面 その他（商談の仲介） 
文書の内容 催促、その他（貿易取引書類の催促と確認、送金の確認） 
情報収集 ホームページ、その他（現地から送付されるニュース） 
習得状況と 
運用上の認識 
全体として、コミュニケーションは円滑に進行していて、言葉や文化の壁
はない。コミュニケーションが図れないとビジネスにそもそも発展しない。
中国とロシアに駐在する際には、現地語の語学学校に通うなどするが、
日常会話レベルの習得を目的とし、交渉などの重要な場面では現地語の
通訳がつく。行き違いを防止するために、業務を理解させるなど自社の通
訳要員を鍛えることが必要である。全体的に言葉というよりも、業務、仕
事内容を覚えることが主に行われている。ただし、最近では、専門性を高
めるという観点から同じ部署に長くとどまる人が増え、それに伴い、ある程
度の語学力、現地での対応力なども考慮に入れた人事が行われている。
ビジネスマッチングの様子を見ると、道内企業の英語の対応は本州に比
べて非常に遅れていて、多くのビジネスチャンスを逃している。英語を身
につけることで、従来とは違うビジネス展開ができるはずである。 
英語学習状況 事業所の派遣で英会話学校２校に在籍経験ある。ロシア語は、仕事をしながら週に 2 日通い、1 年間勉強を続けた。 
 
A-2：使用者、英語使用経験４年 
取引対象国 中国、ベトナム、東南アジア、北東アジア、ロシア、ドイツ、イギリス、アメリカ 
英語の利用割合 1 割 
英語を使う 
仕事の内容 
契約書、貿易取引書類の取り扱いを行っている。ビジネスマッチングにおい
て企業間で取り交わされる契約書類は、現地語が基本だが、まれに英語の
場合もある。特に、欧米企業との取引がある企業では、最初から英文という
ことがある。この英文書類については、不明な点を大雑把に翻訳するなど、
アドバイスをすることがある（英文書類の取り扱いが少ない背景には、英語
は国際共通語とは言っても、第 3 言語という大変さがある。各企業では自前
の翻訳ができず、アウトソーシングが多い。そうすると、どうしても齟齬が生
じる危険性が高くなる）。 
対話の媒体 ビジネスレター 
会話の場面 なし 
文書の内容 契約書、その他（貿易取引書類のやり取り） 
情報収集 なし 
習得状況と 日常会話ができなければ何も始まらない。仕事は話す内容が限られている
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運用上の認識 ので、専門用語で事足りるが、日常会話は話題が多岐にわたるので難し
い。日本語特有の曖昧な表現については難しさを感じる。曖昧表現の例とし
ては、「そこのところよろしく」、「そこはうまくやってください」などがある。しか
し、日本人として意思疎通が下手だとは思われないような対応をしたい。言
葉も大切だが、相手国の文化、法律、制度を知ることが同じくらい大事であ
る。 
英語学習状況 
大学までは通常の英語教育を受け、実務英語は現場の仕事を通じて覚え
た。大学時代は、第二外国語としてはフランス語を選択して、ロシア語は全く
学習していなかった。ロシア駐在を経験した時には、英語の数字表現さえ使
うことがなく、欧米企業の人ですらロシア語を使っていた。 
 
B-1：使用者、英語使用経験不明 
取引対象国 不明 
英語の利用割合 1 割以下 
英語を使う 
仕事の内容 
国際交流に関わる多岐に渡るサービスを展開。とりわけ、国際交流事業団
体からの依頼や、留学生からの希望によりホームステイのマッチング、通訳
業務、電話や電子メールによる問い合わせや連絡への対応を行っている。
問い合わせについては、非英語圏に関しても簡易な英語で対応している。
その他には、ホームページを通じて市民への情報発信を行っている。 
対話の媒体 電話、ビジネスレター、電子メール 
会話の場面 会議・打ち合わせ、挨拶・紹介、接待 
文書の内容 問い合わせ、通知、礼状、挨拶 
情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
学生の頃から培った英語の基礎力があり、前職で通訳と翻訳を経験してい
るので、英語が障壁となることはなく、円滑に運用している。 
英語学習状況 
高校時代に 2 ヶ月のホームステイをした。大学は外語大で英語を専攻し、カ
ナダに約 1 年間留学（留学中は親との連絡以外に日本語を使用しなかっ
た）。前職では通訳・翻訳で採用され、手紙の翻訳、役職者のアテンダント、
表敬訪問、来訪者の通訳を業務とした。日頃、ペーパーバックを読み、洋画
を見ることで英語の音に慣れるようにしている。 
 
B-2：使用者、英語使用経験 10 年 
取引対象国 韓国、台湾、香港、シンガポール等のアジア諸国、欧米諸国 
英語の利用割合 不明 
英語を使う 
仕事の内容 
産業・経済活性化のための国際交流を行っている。具体的には国際会議、
コンベンション、海外からのイベント誘致、支援である。誘致後は、顧客との
打ち合わせ、現場支援としては、滞在先、食事などの斡旋・仲介、通訳、翻
訳、Web サービスなどのエージェントの紹介を行っている。年に 1 度、3,000
人規模の国際会議を支援している。 
対話の媒体 
直接対話、電話、ビジネスレター、ファックス、電子メール  
※電子メールは毎日。ついで、直接対話と電話である。ビジネスレターは歓
迎メッセージなど限定的。ファックスは直筆のお願いなどで、頻度は落ちる。 
会話の場面 
会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、挨拶・紹介、商談、海外出張  
※プレゼンテーションは年間 3－4 回。英語版 Web サイトをプレゼンで活用
できるように考えて作成している。 
文書の内容 問い合わせ、交渉、通知、礼状、挨拶 
情報収集 ホームページ、専門誌 
習得状況と ブリティッシュアクセントやアジアの方の英語が聞きづらいことがあるという
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運用上の認識 程度で、基本的に障壁はない。仕事の内容がサービスに相当し、何かの商
品を売り込むわけではないので、プレゼンテーションの雰囲気はざっくばら
んで、ときには雑談が多すぎるのを心配するほどである。プレゼンテーショ
ンでは英語が話せるだけでは駄目で、その場の質問にも的確に答えられな
ければならない。 
英語学習状況 
大学時代は、3 年間、ホテルのアルバイトで英語を使用した。留学生の友人
が多く、大学 2 年の終わりに５週間、英国で春季コースを受講した。そこで
大学院の授業も聴講する傍ら、国際事業のボランティアやアルバイトを経験
した。就職後、場面別、使用媒体別などのプレゼンテーションテクニック、障
害者を対象としたプレゼンテーションや異文化を考慮した国別のプレゼン能
力に関わる書籍を参考にしている。 
 
C-1 と C-2：管理者と使用者、英語使用経験２年 
取引対象国 中国 
英語の利用割合 不明 
英語を使う 
仕事の内容 
北海道の特産品の輸出を行っている。貿易取引書類はすべて英語を使用。 
対話の媒体 電子メール 
会話の場面 なし 
文書の内容 その他（貿易取引書類） 
情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
輸出関連の書類作成については、雛型があるのでさほどの苦労はない。用
語については、一般の英和・和英辞典、翻訳ソフトなどを利用する。しかし、
特殊な記載項目になると一般の辞書では対応できなくなり苦労が多い。中
国出張中のやり取りでは、通訳が同行するが、国際共通語として英語が使
うことができたら幅広いビジネス展開が可能となると思う。 
英語学習状況 会社としては、販売部門において外国人講師を招いて英会話教室を 3 ヶ月開催したことがあるが、会話力はなかなか身につかなかった。 
 
D-1：使用者、英語使用経験不明 
取引対象国 欧州、アフリカ、アジア 
英語の利用割合 不明 
英語を使う 
仕事の内容 
サプライヤー、海外顧問とコンタクトを取り、メーカーとの交渉、商品調達、
情報入手を行う。また、機器納入時、訪問者があったときの通訳を行う。 
対話の媒体 
直接対話、電話、ファックス、電子メール ※連絡で一番多いのは電子メー
ル。「言う、言わない」などの行き違いを防ぐために、形に残るものが多用さ
れる。 
会話の場面 
会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、商談、スモールトーク、クレーム ※
商談が多い。クレームは、梱包方法、品質など多岐に渡るが、時折ある。購
入するのでプレゼンテーションは受ける側。時折、現地で会食をすることも
ある。 
文書の内容 注文、契約書 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
こちら側の意図を伝えること、コミュニケーションを取ることは、行き違いを防
ぐための確認をすることで、問題なく行うことができる。困難な点は、考え方
に違いがあるときである。機械については技術的な用語の通訳が難しい場
合もあるが、技術者同士は理解するようである。 
英語学習状況 英語は中高大を通じて一番嫌いな科目であった。大学時代に、就職前を前にして英語の必要性を感じ、オーストラリアでホームステイなどしながら語学
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学校に 1 年間通った。英語を覚えるにつれて、好奇心が沸き、英語が好き
になった。社内では通信教育を推奨、補助する制度を通じてビジネス英語
を磨いている。現在、個人的には、語学学校に通うこともある。 
 
D-2：使用者、英語使用経験不明 
取引対象国 なし 
英語の利用割合 ５割 
英語を使う 
仕事の内容 
業界専門雑誌（15－20 誌、月刊誌）に目を通し、まず見出しの翻訳を行う。
役員・企画職が選んだ記事を翻訳して、最終的には、社内回覧用の冊子に
して海外情報を伝える。さらに、デザイン会社とのやり取り全般を担当して
いる。以上の 2 つが大きな仕事であるが、これに加えて、訪問者の通訳を行
うなど、部署を超えて臨機応変に英語業務全般を行っている。 
対話の媒体 電話 
会話の場面 不明 
文書の内容 不明 
情報収集 ホームページ、専門誌 
習得状況と 
運用上の認識 
就職前に学んだ英語と、ビジネスで使われる英語では、言葉が違い、当初
は戸惑いがあった。特に、必ずしもシナリオどおりには進まなかったり、電話
での対応は難しいと感じたりしたことがある。雑誌の情報集については、学
校英語の文法ができていれば特に難しいということはない。 
英語学習状況 高校時代にアメリカの公立高校に 1 年間留学していた。一時期、英会話スクールに通ったこともある。 
 
E-1：管理者・使用者、英語使用経験 10 年 
取引対象国 アメリカ、東南アジア、中国、ヨーロッパ、オーストラリア 
英語の利用割合 2-3 割 
英語を使う 
仕事の内容 
商品の輸入業務が 99％である。書面でのやり取りが多く、口頭での決め事
はせずに、文書で残す形をとる。現在では、中国も含めて、書面は英語でや
り取りされることが多い。特に契約の部分は完全に英語である。平均すると
月に１回程度、海外出張があり、買い付けや、工場視察を行っている。行き
先としては、中国が多い。当初は英語で対応したが、現地に日本語の話せ
る人や、商社の人がいるため日本語が多くなった。9：1（日本語：英語）くら
いの割合になっている。海外の展示会では、欧州でも最近は英語が使われ
ている。 
対話の媒体 電子メール  ※昔はファックスを用いたが、現在ではすべて電子メール。 
会話の場面 商談、スモールトーク、注文、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、交渉、注文、その他（書類や詰め合わせの方法の確認） 
情報収集 ホームページ、その他（見本市、展示会への出席、工場視察） 
習得状況と 
運用上の認識 
仕事上の英語は実務をする中で学んでいく。仕事は一通り覚えるのに１年
程度かかるが、その期間、英語についてはその都度、言い回しなどの細か
い点を指導している。同意書・契約書は、シンプルな製品を扱い、複雑な機
械や無形のものは扱わないので、大切な部分さえ押さえていれば、雛型を
使用することもあり、難しいことはない。交渉は難易度によるが、多少確認
のためのやり取りが何度か往復する場合もあるが、全体に円滑に行われて
いる。特に、難しいことはない。展示会では商品説明が会話のほとんどだ
が、取引業者とは会食もあるので色々な会話をする。仕事以外の内容なの
で、自分自身の深さを試される。ただし、自国や内政の話をすることはあっ
ても、国際政治は極力話さないようにしている。仕事以外の話をするのは、
第３章 北海道の産業界における英語のニーズ：インタビュー調査 
56 
 
日本でもそうだが仕事をする上では大事なことである。 
英語学習状況 
大学はアメリカの州立大学を卒業し、マーケティングを専攻した。日常的に
は、本は読むようにして、今使われている言葉を学ぶようにしている。部署
として何かをする、英語各種試験を受験させるということはなく、自己啓発に
委ねている。 
 
E-2：使用者、英語使用経験８年 
取引対象国 アメリカ、東南アジア、中国、ヨーロッパ、オーストラリア 
英語の利用割合 3-4 割 
英語を使う 
仕事の内容 
輸入業に関わる商品の発注から納入までの業務を扱っている。英語の使
用場面は、電子メールを媒介とした書面でのやり取りがほとんどで、ときど
き緊急連絡の電話、年 1-2 回の海外出張がある。海外出張では、展示会の
出席、サプライヤーを訪問して開発・改善の依頼、商品のシッピングに関わ
る依頼などをする。 
対話の媒体 直接対話、電話、ファックス、電子メール 
会話の場面 商談、スモールトーク、注文、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、交渉、注文、契約書、その他（書類や詰め合わせ方法の確認） 
情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
見たことがない用語が頻出し、欧州とアメリカで使用する単語が違う専門用
語の対応は大変である。英訳が掲載された用語辞典やインターネットを使
って調べている。電子メールでは、平易な文（簡単な単語、短い文、単純な
文法）に専門用語を織り交ぜる形で文章を作る。難しく書くと、理解してもら
えない、勘違いされるなどの問題が生じる。また、文章化が難しい場合に
は、写真などを添付して問題点を指摘することができる。話す英語もせいぜ
い高校の最初ぐらいまでの簡単な英語でやり取りした方がきちんと伝わる。
英語を使う上で大事なことは、きちんと確認することである。聞いたことを書
くなどして、また、表現を変えて、同じ意味であるかを確かめる。仕事は単純
な発注からスタートしたが、現在では瑕疵問題の解決など、任されているこ
とが複雑になって、今の方が苦労している。 
英語学習状況 
大学時代に姉妹校に 1 年間交換留学、ＥＳＳに所属した経験を持つ。ESS を
3 年半経験してから留学したので、スムーズに現地に溶け込むことができ
た。ただ、リスニングは、日本人が話す英語とはスピードも違い苦労があっ
た。大学で学んだ貿易英語はかなり実務的で、直接役立った。 
 
F-1：管理者、英語使用経験４年 
取引対象国 カナダ 
英語の利用割合 4 割 
英語を使う 
仕事の内容 
営業担当者が、海外支店に長期出張し、現地取引業者から原料の仕入れ
から出荷までの業務を行う。国内では、取引業者の訪問、海外企業からの
売り込みの電子メールへの対応などがある。海外支店開設当初は、ライフ
ラインの確保など多くの業務があったが、最近では検品技術の進歩、取引
先との信頼関係の構築に伴い、現地へ派遣する数は減少している。 
対話の媒体 直接対話、電話、電子メール 
会話の場面 
アポイントメント、挨拶・紹介、商談、スモールトーク、注文、クレーム、海外
出張  
※いずれも現地での使用場面。スモールトークでは、文化の違いなど、一
般的な内容が交わされる。国内での使用場面は、年数回来日する取引業
者の対応である。 
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文書の内容 申請と許可、契約書  ※申請と許可は、通関業務なので書式は一定である。 
情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
事前訓練なしの派遣であるため、基本表現を習得するまでは、聞き取りに
時間がかかり、言いたいことが出てこないなど、苦労がある。特に、身振り
手振りが利かない電話は大変である。英語運用上の注意点としては検品・
シッピングの際の確認を念入りにすることが不可欠である。出荷単位はコン
テナ一つ（10 トン）なので、等級の聞き間違いは会社の利益を大きく左右す
る。 
英語学習状況 
営業担当でカナダの支店に勤務したとき、5 ヶ月間、現地の語学学校に通
い、毎週末に 2-3 時間、初級の英会話を習った。入社当初に文献、レポート
の翻訳を通じて専門用語を学んだ。現在は、大学で「ビジネス英語」を学び
始め１年目である。 
 
G-1：使用者、英語使用経験７年 
取引対象国 中国、韓国、ベトナム、ポーランド、スペイン 
英語の利用割合 不明 
英語を使う 
仕事の内容 
精密機器を作製し、それを海外に輸出している。その際、受注から納品に
至るまでの電子メールやファックスのやり取りで、「読む」、「書く」の英語を
使う。電子メールの対応では、納期の確認、カタログ請求、打ち合わせ（訪
問・来訪希望）など週 1-2 通ある。英文のカタログを作成している。契約書
はすべて英語で交わされる。基本的に相手国で作ってもらうが、会社で用
意する場合には、外注である。 
対話の媒体 ファックス、電子メール 
会話の場面 なし 
文書の内容 問い合わせ、交渉、注文、契約書 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
電子メールのやり取りでは、中学校レベルの文法で対応できている。ただ
し、すぐに英文を理解できる訳ではないので、緊張はある。十分に表現でき
ていない場合は、やり取りで修正していく。会社から出す文書作成は問題な
いが、相手（ポーランド）からの文書を読むとき英語力が必要である。国によ
って英語の癖が異なる。通訳を介しても、専門的な内容が伝わらないことも
ある。その時には実際に機械を動かしてみせるなどで対応する。 
英語学習状況 
学校英語教育以外に特別なことはしていないが、一時期字幕なしで映画を
見るようにしたこともある。今の仕事をしている上で、スキルアップする必要
性は特に感じていない。 
 
H-1：管理者、英語使用経験１年 
取引対象国 中国、東南アジア、インドネシア 
英語の利用割合 不明 
英語を使う 
仕事の内容 
製品の販売と、技術的な指導と交流を手がけている。英語は、東南アジア・
中国からの原材料輸入手続き、インドネシアへの技術輸出のためのプレゼ
ンテーションなどで使用している。プレゼンテーションにおいては、レジメや
パワーポイントを日本語で用意し、それを現地雇用の社員が翻訳をすること
で対応している。専門用語に関しては、技術に精通した社員が細かいチェッ
クを行う。日本側では、派遣社員を確保することで、翻訳などの業務を行っ
ている。 
対話の媒体 電話、ファックス、電子メール 
会話の場面 プレゼンテーション、注文 
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文書の内容 不明 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
専門に関しては技術者同士なので話が通じるが、スモールトークは苦手。
派遣社員は、一般英語は分かるが、専門英語には通じていない。そのた
め、技術者から見れば当然のことを理解していないことが多々ある。また、
漠然とした質問をされることがあり、返答に困ることがある。 
英語学習状況 不明 
 
I-1：管理者・使用者、英語使用経験 10 年 
取引対象国 フランス、ノルウェー、オーストラリアなど 15 カ国（輸出）。中国、韓国（輸入）。 
英語の利用割合 ３割 
英語を使う 
仕事の内容 
ビジネスマッチングや新規問い合わせを通じた海外取引先、提携先の新規
開拓と、商品の海外 15 カ国への輸出、製造機器のアメリカ、メキシコ、ノル
ウェー、チリへの輸出を行っている。現在では、海外からの新規問い合わせ
が増加しているので、その対応をしている。 
対話の媒体 
直接対話、電話、ファックス、電子メール、その他（スカイプ） 
※電子メールが 9 割で、１日 20～30 通の行き来がある。電話が来ることが
時折ある。 
会話の場面 
会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、挨拶・紹介、商談、接待、スモールト
ーク、クレーム、海外出張 ※以上は出張時の場面を細分化したもの。年の
3 分の 1 くらいは海外出張。海外の展示会には年に５回くらい出展。3 ヶ月
に 1 度の割合で訪問者がある。 
文書の内容 
問い合わせ、交渉、注文、通知、苦情・クレーム、催促、謝罪、申請と許可、
礼状、契約書、その他（英文ホームページ、パンフレットの作成） 
※以上はメールの内容まで細分化したもの。 
情報収集 ホームページ、マニュアル、専門誌、その他（インターネット経由のニュース情報の入手） 
習得状況と 
運用上の認識 
商品の説明など明確な目的がある場面では問題ないが、会話の訓練を受
けた経験がないため、雑談や交渉時にもう少し話せたらと思うことはある。
ただし、商社時代に書類面での仕事が多く、そこからビジネス英語に慣れた
ので、電子メール主体のコレポンや文書で取り交わす契約内容の確認につ
いては全く問題ない。専門技術の伝達についても、専門家に説明する限り
において、意思疎通が図れるため、特に問題は起きていない。 
英語学習状況 
通常の学校教育、受験英語のみで、特別英語を勉強した経験は全くない。
大学卒業後、商社勤務にして、実務を通して海外貿易文書に必要な英語を
習得している。 
 
I-2：使用者、英語使用経験４年 
取引対象国 フランス、ノルウェー、オーストラリアなど 15 カ国。中国、韓国 
英語の利用割合 ３割 
英語を使う 
仕事の内容 
オーストラリア、ヨーロッパ、中国、韓国との輸出入業務に関わる文書の作
成が主な英語使用場面である。中国や韓国の合弁会社との連絡は日本語
だが、ビジネス文書に関しては英語で取り交わされる。 
対話の媒体 電話、電子メール  ※電子メールは 1 日 1 通程度。電話は半年で 2-3 回。 
会話の場面 注文、クレーム、海外出張  ※海外からの業者が訪問することは年に数回だけ。会話は、出張時だけ。 
文書の内容 交渉、通知、苦情・クレーム、契約書 
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情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
初めは、用語を知らず戸惑ったが、業務に関連する英語解説書を勉強する
ことで対応できた。クレーム処理のとき、言葉の問題というよりも、考え方が
根本的に違うときがある。例えば、添加物の許可基準が異なる、許認可に
必要な時間が異なるなどがあげられる。英語の使用場面としては電子メー
ルが多いが、同業他社との取引であるため、意思疎通はうまくいっており、
言葉の壁は特に感じていない。ただ、米国日系企業から作成済みの日本語
契約書の英訳を求められ、本を参考に乗り切った経験から、契約書に関わ
る言い回しの勉強の必要を感じている。 
英語学習状況 
ラジオ講座、英語学習教材を勉強したことがある。大学 3 年終了時、オース
トラリアに半年間語学留学し、英語に慣れる。また、地元に住む外国人との
交流があった。前職で 35 年ほど、製品の輸入、出張時の通訳を経験した
が、業務の英語についてはビジネス関連の書籍を１冊学習することで対応
できた。 
 
J-1：管理者・使用者、英語使用経験 38 年 
取引対象国 欧州、北米、アジア 
英語の利用割合 ２割 
英語を使う 
仕事の内容 
契約書の作成、確認、連絡の統括と、各海外駐在所のまとめ役をしている。
現在は、海外からの電話に対応する、書類や電子メールに目を通す、海外
駐在員と連絡をするが日常的に行う英語を使った仕事である。海外には平
均して月に 1 回出向き、顧客との商談や新商品のプレゼンをする。海外か
らの訪問者が多く、他部署とも連携して対応するが、必ず同席する。 
対話の媒体 
直接対話、テレビ電話、電話、電子メール、その他 
※電子メールなど書き言葉が多いが、海外グループへの電話は毎日来る。
テレビ電話などで、一人でも外国人が入ると、打ち合わせはすべて英語に
なる。 
会話の場面 会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、商談、接待、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、交渉、苦情・クレーム、契約書 
情報収集 ホームページ、専門誌 
習得状況と 
運用上の認識 
言葉の壁と費用は非常に大きい。担当者が言うべきことを本当にきちんと
伝達できているかについては、常に危惧を抱いている。交渉をするに当たっ
て言葉(英語)は他と比べ物にならないくらい重要度が高い。通訳を雇うこと
も可能ではあるが、時間がかかる、専門用語の意味が分からないなどの問
題が生じる。一般の通訳の人が技術の内容を知るのは並大抵ではない。自
社の人が対応することで、ストレートに交渉でき、誤解が少なくなる。交渉の
深さのレベルには個人差があるが、自分の経験では駐在２年間くらいでは
交渉ができる程の英語力は身につかない。3 年目くらいから、過去の交渉
場面において自分が誤解していた、間違っていたことに気がつくようになっ
た。海外駐在員を選ぶ際には、英語力だけを見ることはない。むしろ、適応
力の有無に尽きる。それは、普段の仕事振り、人の話を聞けるか、自分の
言いたいことを適切に表現できるか、など基本的なことから分かる。王道は
ない。仕事が出来るかどうかが一番大切である。 
英語学習状況 
外国語学部の大学卒業後、海外勤務でアメリカに合計して 20 年ほど滞在。
1 回の駐在はだいたい 4-5 年程度。すべてを自分で手配することから当初
は苦労があった。他のだれかに頼らないことが英語上達につながる。差し
迫った状況というのが上達の要因になっている。現地ではコミュニティーカ
レッジで週 2 日夜に 2 時間英語の授業を受講した。 
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J-２：使用者、英語使用経験６年 
取引対象国 欧州、北米、アジア 
英語の利用割合 ５割 
英語を使う 
仕事の内容 
現地法人、および現地営業所の後方支援が主な仕事である。電子メールは
一日 30 通程度。社内のやり取りが 20 通、外部とのやり取りが 10 通程度で
ある。電話は一日 2、3 本。海外営業所からの場合は１回 30 分から１時間
程度の電話ミーティング。海外出張は 2、3 ヶ月に 1 回。1 回 1 週間程度あ
る。主に顧客訪問、プロジェクトに関わる特記事項のディスカッションが目的
となる。ミーティングは 2 時間から時には 4、5 時間に及ぶ。パワーポイント
を使ったプレゼンテーションもする。20 枚程度で Q&A を含めて 1 時間程度。
テレビ電話での会議で多部門が集まる場合、英語ができない人もいる。そ
の時にはコーディネータの役割も務める。 
対話の媒体 直接対話、テレビ電話、電話、電子メール 
会話の場面 会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、海外出張 
文書の内容 不明 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
コミュニケーションはついて回ってくるもの。入社後３ヶ月に海外展示会でプ
レゼンテーションを行っている。その後、１年くらいで単独の出張も行くように
なった。部署内の人たちも、個人差はあるものの、一通りの仕事を経験する
１年でコミュニケーションはできるようになる。相手はネイティブレベルの英
語を期待してはいない。言い回しで指摘されることはあるが、文法的なミス
を指摘されたことはない。通じる、という意味では、学校教育で習ったこと
で、きちんとカバーされている。専門用語や使うフレーズは固定化されるの
で、入社後数ヶ月でそれを整理し、一度頭に入れてしまえば、業務上コミュ
ニケーションで困ることはない。電話は、話した内容について要点をまとめ
て相手に文書で伝え、必要があれば訂正することで大きな誤解は防げる。
先輩から教えてもらった中で活かしているのは、日本語を介さずに、英語で
物事を考えること。その際に必ず出てくる、表現できなかった単語を学習す
るようにしている。もっとコミュニケーションを図りたいというメンタル面が大
事。全般的には、言葉の壁は必ずあるが、乗り越えられないものでは決して
ない。 
英語学習状況 
学校教育のみで特別なことはしていない。入社一年目には、NHK のビジネ
ス英語系の番組を視聴した。自己啓発そして英語に慣れるために、週に一
度札幌の英語専門学校で 2-4 時間、外人講師と一対一で会話を中心に勉
強している。語彙強化と文法チェック、より自然な表現などについてアドバイ
スをもらっている。いかなる場面でも社の意見と状況を明確に伝えること、
お客様の声を確実に聴くことが重要なので、特別なプログラムではなく、慣
れていくための反復作業をしている。 
 
J-3：管理者・使用者、英語使用経験 15 年 
取引対象国 北米、欧州、アジア 
英語の利用割合 １割 
英語を使う 
仕事の内容 
一番大きな仕事は、顧客からの英語の仕様書（要求・依頼事項など）を読
み、それを元に部品の実験を行い、その結果についてレポートを作成するこ
と（レポートは初めから英語で書く）。完成したレポートはマネージャーがチェ
ックをする。続いて、挨拶や案内を添えてレポートを顧客に電子メールで送
る。その後は、電話や出張を通じての交渉も行うが、そこからは主に他部署
が担当する。 
対話の媒体 直接対話、電話、電子メール 
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会話の場面 会議・打ち合わせ、プレゼンテーション 
文書の内容 挨拶、その他（依頼された部品に関するレポート） 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
先方からの仕様書を読むこと、実験結果のレポートを作成することはそれ
ほど困難ではない（ただし、英語で書くのは慣れたとしても日本語の５倍の
時間が必要）。しかし、レポートを添付してメールで送るときに書く「挨拶文」
や「案内文」の作成は難しい。さっと書くことはできない。新人は読むことか
らスタートして、1-2 年の経験があれば、先輩が書いたレポートを参考にしな
がら、書くこともできるようになる。完成したレポートはアメリカ人社員にメー
ルで出してもらうことがあるが、やはりレポートは作成した本人が相手に送
るべき。顧客とコミュニケーションを図り、生の声を聞き、出来具合を確認す
る絶好の機会である。しかし、ここまでできる社員は限られる。海外顧客と
のコミュニケーションという意味では 4-5 年の経験が必要である。杓子定規
のやり取りは技術者同士の場合に簡単に理解できるが、そこを超えた本音
の部分を外国人から聞き出すことは不可能に近いと感じている。杓子定規
のやり取りではこちらで商品を作って提案するにとどまり、海外の顧客のた
めに開発する新しい仕事にはつながらない。ドライな関係を超えたところ
で、3-4 年後には商品開発をしてくれるだろうと信頼してもらうこと、こちら側
では 3-4 年後に開発をしたとして買ってくれるのか、その約束などが会話で
はあいまいになりがち。そこの部分でのコミュニケーションは永遠の課題と
もいえる。 
英語学習状況 
会社が実施している週 1 回 2 時間英会話セミナーに 3 回、延べ 1 年半参
加。専門英語は技術的な論文を数多く読む中で自然と理解できるようにな
った。新人に対しては、レベルを考慮しつつ、必要な論文を読むようにコピ
ーを渡すなど、自分が辿ってきたような経験をさせるようにしている。1 名は
社内の英語研修に行かせている。 
 
J-4：使用者、英語使用経験８年 
取引対象国 欧州、アジア、北米 
英語の利用割合 3 割 
英語を使う 
仕事の内容 
北米に支社が設立されたのに伴い、欧州とアジアを中心とした海外顧客の
対応で英語を使用する。顧客から届いた仕様書を読み、そこから、設計、研
究、開発、レポート作成、試作品作製を経て、製品化するまでの業務を行
う。その際に、顧客とのやり取りには英語を使う。電子メールでのやり取りは
毎日あるが、長時間に渡る電話が週１回程度、海外の出張は月１回弱、海
外からの訪問者の対応がある。 
対話の媒体 直接対話、電話、電子メール 
会話の場面 会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、挨拶・紹介、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、その他（図面、レポート） 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
苦労はしているが、伝えたい内容はだいたい伝わる。伝わらないことはな
い。国により仕事のやり方の違いがあり、細かい行き違いは国内よりも多く
なる。それは、言葉の問題というよりも、距離や時差があり、顔を合わせた
仕事ができないことが大きな理由だろう。やり取りは、技術者同士であるの
で、シンプルに行われ、顧客の方も仕事以外の挨拶などは簡単に済ませて
いる。業務を始めた当初は、辞書を使いながら読み書きをしていたが、1 年
と少し経過して、辞書なしで書けるようになった。電話は通じることが楽しく、
些細な用事でも使用することで、会話力向上役立てた。現在は、北米との
やり取りが少なくなり、英語を使用する機会が減って、一度上達してからは
それが維持されている状態。 
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英語学習状況 
学校教育のみで特別なことはほとんどしていない。会社の指定で英会話学
校に２ヶ月通ったこともあるが、OJT で英語を覚えた。海外とのやり取りで
は、些細な用事で電話を掛け、長めに会話をするように努力した。現在では
特になにもしていない。 
 
K-1：使用者、英語使用経験 4.5 年 
取引対象国 アジアを検討中 
英語の利用割合 ２割程度 
英語を使う 
仕事の内容 
2006 年 3 月に設立された海外事業の方針を決めるための部署で、英語の
使用場面としては、資料読みで、インターネットで検索してホームページを
閲覧することが最も多い。グループ全体では、月数件の電子メール、ごくま
れに問い合わせをするための電話がある。外資系企業からの来訪者があ
ってプレゼンや懇親会で英語を話すこともあった。このグループに来る前
は、来訪者や電話の対応、ビジネスレターの執筆を経験している。 
対話の媒体 直接対話、電話、ビジネスレター、電子メール 
会話の場面 プレゼンテーション、接待 
文書の内容 なし 
情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
仕事で使う英語は、大学院留学時代の英語とは違っている。しかし、大学院
で修得した素養（日常会話力、文章作成能力）があるので、専門用語さえ抑
えれば対応できると思う。ただし、伝えたいことが日本語で 10 あったとして
も、英語で 10 を伝えることはできない。自分の持っているフレーズや単語で
表現して伝えるが、どれほど的確に伝わっているかは一生考えていかなけ
ればならないと思う。不十分な点を補うためには、議論を重ね、言い換えな
どで確認している。 
英語学習状況 
社会人になって語学学校に通ったことがある。また会社の派遣で国内留学
を経験して、英語漬けの状態で大学院を修了している。現部署を担当する
前は、英語を使わないところに 8 年いた。耳慣らしの意味で、ビジネス英語
の市販教材をオーディオプレーヤーに取り込み、通勤時に聞いている。 
 
K-2：管理者・使用者、英語使用経験 0.5 年 
取引対象国 タイ、ベトナム、マレーシア、シンガポール 
英語の利用割合 忙しいときで 3-4 割、普段は 2 割程度 
英語を使う 
仕事の内容 
2006 年３月新設の新しい部署で、ネットワークの基盤作りの段階なので、情
報収集が多く、インターネットや雑誌を読む機会が多い。進行中の取り組み
としては、東南アジア諸国の会社との技術交流や協定締結、会社視察に向
けた調整を行っている。連絡は、電子メールでのやり取りが多く、アポイント
メントを取るために電話を使うこともある。英語を話す機会はあまりない。技
術協定締結を控えたタイからは研修目的で技術者が２週間ほど来社した
が、すべて英語で対応した。 
対話の媒体 直接対話、電話、電子メール 
会話の場面 接待、スモールトーク 
文書の内容 問い合わせ、通知、礼状、挨拶 
情報収集 ホームページ、専門誌 
習得状況と 
運用上の認識 
就職して 10 年経過した平成元年頃、国際会議でプレゼンをするように言わ
れたのが、英語使用の最初の機会である。技術者同士なので、専門用語を
並べることで対応できた。その後も、時折、英語を使う機会はあり、個人で
の学習も継続していた。タイとベトナム人の英語は、文法的に間違っている
と思われることもあるが、センテンスが短く、ポイントだけ書いてあって、非
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常に分かりやすい。文法にこだわると返答が遅くなってしまう。部下は、留
学や海外出向の経験があるので、飛び込みの電話の対応を含めて円滑に
コミュニケーションを進めているし、さほど苦労していないようである。背景
には、自己啓発で日ごろからコツコツと勉強していたことがあげられるだろ
う。 
英語学習状況 
国際会議出席の際には、市販のリスニング教材、海外出張向けのビデオ、
週一回の英会話学校などを通じて英語学習した。スポーツと同様に日常的
に英語に触れないと、力は落ちてしまう。現在は、インターネット・ラジオ
（BBC、VOA）、スカイパーフェクト・テレビ（CNN）を視聴し、リスニングを鍛え
ている。 
 
K-3：使用者、英語使用経験 1.5 年 
取引対象国 オーストラリア、インドネシア、ロシア、中国、カナダ 
英語の利用割合 2 割弱 
英語を使う 
仕事の内容 
一番英語を使うのは原料供給元に関する情報の収集である。情報源は、ホ
ームページ、メールを利用したものも含めた専門誌である。次いで、契約書
の取り扱い、原料のトレーダーと電子メールを使った原料情報のやり取りが
ある。電話は数ヶ月に 1 本くらいで、情報誌を発行している会社や電子商取
引をする会社から来る。その他には、直接売り込みをしてくる業者への対応
がある。貿易取引は商社を介すが、書類はすべて英語である。基本的には
先方に書類を作ってもらい、商社が参考和訳を添付している。業者と直接
交渉することはない。問題が発生したときは、英文クレームレターを書いて、
商社を介して対応する。業者が来訪することも 1-2 週に１回の頻度である
が、商社の人が同行し通訳してくれる。その際に、スモールトーク（天気、ス
ポーツ、札幌での経験などが話題）で英語を話すことがある。 
対話の媒体 直接対話、電話、ビジネスレター、ファックス、電子メール 
会話の場面 商談、スモールトーク、注文、クレーム 
文書の内容 通知、苦情・クレーム、契約書、マニュアル 
情報収集 ホームページ、専門誌、その他（電子メール） 
習得状況と 
運用上の認識 
電話での会話には今でも苦手意識がある。電話では、訛りが強くメールを
送ってもらって乗り切ったこともあった。電子メールの英文を作成するのも簡
単ではなく、ビジネス文例集や先方からのメールを参考にし、完成した文を
英語が堪能な同僚にチェックしてもらっている。 
英語学習状況 
学校教育の英語では、授業自体は好きだったが、実生活に活かすレベルで
は重要視していなかった。大学時代に塾で中学生に英語を教えたことがあ
る。就職後、TOEIC 受験などで英語を勉強した。一時期英語のない仕事が
続き、モチベーションが下がったが、現在の職場への移動を契機に英語を
勉強する気持ちになった。社内研修後はさらに勉強する意識は上昇した。
今春より英会話学校に通っている。 
 
K-4：管理者、英語使用経験４年 
取引対象国 オーストラリア、インドネシア、ロシア、中国、カナダ 
英語の利用割合 あまり使わない（部署統括の立場） 
英語を使う 
仕事の内容 
商社を仲介して原料の調達を行っているが、価格交渉や契約締結の場面
で英語を使用している。 
対話の媒体 直接対話、電子メール 
会話の場面 商談、スモールトーク 
文書の内容 交渉、注文、契約書 
情報収集 なし 
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習得状況と 
運用上の認識 
これまで商社を介していたのを自社の直接交渉と対応を切り替えている途
上にある。英語能力というのは業務遂行能力があって初めて活かされる。
仕事ができる人材を集めて、その上で英語能力を伸ばすという方針で、体
制を整えつつある。ただし、調達情勢が厳しい中、業務と平行して、長期研
修で語学を集中的に伸ばすといった人事ローテーションを組めるほどの余
裕はない。研修や海外出張への積極的参加、来訪者の対応ではビジネス
以外での積極的対話を促しているが、日常的な英語力向上については、個
人の努力に委ねるだけでなく、会社としての取り組みの方向で検討しなけれ
ばと考えている。現在の状況としては、英語が堪能な部下１名は、電話対
応、来訪者の対応のどちらもよどみなく行っている。次に英語が上手な部下
１名は、TOEICの点数は高いが、部署の経験が浅いこともあり、複雑な対応
が求められる部分については修行中である。若い部下１名を、オーストラリ
アに情報収集と英語力向上などを目的として 3 年ほど出向させている。英
語のスキルアップのためには、若い頃の経験と慣れによって築く基礎が大
切。英語に最も堪能な部下も、大学院大学での英語漬けを経て、英語を使
用する業務にずっと就くことでスキルアップしている。  
英語学習状況 日本（半年）と豪州（２週間）で研修を受けた経験があるが、現在は特にしていない。 
 
K-5：使用者、英語使用経験３年 
取引対象国 タイ、韓国、アメリカ、カナダ 
英語の利用割合 １割弱 
英語を使う 
仕事の内容 
ここ数年は、商社を介しての資材調達から、メーカーからの直接購買へと切
り替えている関係で、共通語としての英語の使用場面は増えている。実際
に調達する前には、1 年くらいかけて信用調査をする。グループでは、メーカ
ーの現地工場を視察する際のサポート、契約に向けた事務手続きと交渉な
どを行っている。契約書は社独自の雛形を使用して作成している。調達まで
は電子メールを通じてのやり取りが多くあるが、それ以降は納期の確認な
どだけで連絡の頻度は少なくなる。その他の使用場面としては、海外メーカ
ーから売り込みのメールが週数件来るが、対応が必要なのは月に１件程
度。現地買い付けは、これまでに 2 回、タイに行っている。 
対話の媒体 直接対話、電子メール 
会話の場面 注文、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、交渉、注文、契約書 
情報収集 なし 
習得状況と 
運用上の認識 
仕事で英語を使うようになったのは、ここ数年のこと。英語は忘れていた、と
いう感覚である。電話は自分の伝えたいことが全く言えなかったというところ
からスタートしている。落ち着いて内容が確認できる電子メールが安心して
使うことができ、使用機会も多い。自分としては苦労しながら英語を使って
いる。内容はビジネス用語が多いため、辞書を使いながらの対応となる。翻
訳ソフトや文例集なども活用している。意思疎通は相手の反応を確かめな
がらのやり取りをしている。分からない場合は、上司の助言も得ている。契
約書も含めて、専門用語は、仕事をしながら覚えている。 
英語学習状況 
学校での教育経験は通常のもの。渡航経験もない。就職後は、定期的に
TOEIC を受験しているので、その対策のための学習を行っている。社内研
修プログラムは、TOEIC が基準を満たしたら参加したいと考えている。 
 
K-6：管理者・使用者、英語使用経験６年 
取引対象国 タイ、韓国、アメリカ 
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英語の利用割合 ２割 
英語を使う 
仕事の内容 
英語を使用するのは、メーカーを見つけることから始まり、事前審査の書類
のやり取り、工場視察調査、契約に向けた調整、契約時、デリバリーで発生
した問題のクレーム、来訪者の対応と接待の場面である。メーカーを探すこ
とはホームページが主であるが、各国の関係機関を通して探すこともある。
業者とのやり取りでは、電子メールと電話を使う。工場視察で通訳は同行し
ない。タイでもインド系の会社が工場を持つなど、英語で対応できる。 
対話の媒体 直接対話、電話、ビジネスレター、電子メール 
会話の場面 会議・打ち合わせ、挨拶・紹介、商談、接待、スモールトーク、注文、クレーム、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、交渉、注文、苦情・クレーム、催促、申請と許可、礼状、挨拶、契約書 
情報収集 ホームページ 
習得状況と 
運用上の認識 
大学院を修了して、現部署に配属になったときは多少のギャップは感じた
が、スムーズに仕事に入ることができた。大学院では常時英語を使ってい
たため、日常会話は全く問題ない。そこで学んだ英語と、仕事で実際に使用
する英語は異なっていて、戸惑うこともあった。購入する資材ごとに、契約
書の文面が変わり、その対応は難しい。契約書と記録については、文法に
基づいた正確な記述が必要になってくる。そこはかなり細部に気を使う。以
前雇用していた国際弁護士やコンサルタントと１年半くらい一緒に仕事をす
ることで覚えた。その際、海外からの契約書をファイル化して、それを片端
から読むようにした。会話もテクニカルタームがあり難しさを感じている。む
しろ、接待での世間話の方が楽である。部下は、仕事を任せられ、静観され
ることで、英語が通じた経験を重ねながらスキルアップしている。文法的な
間違いがあったとしても、そこにこだわりすぎると萎縮してしまうので、どん
どん使わせることが大事である。 
英語学習状況 
学生の頃は英語については特に何もしていない。就職後に職場の派遣で
行った大学院はすべて英語であったが、行く前に試験があり、準備をしたの
で問題はなかった。現在も大学院時代の友人と交流を続けている。 
 
K-7：使用者、英語使用経験 3 年 
取引対象国 カナダ、アメリカ、ヨーロッパ 
英語の利用割合 3 割程度 
英語を使う 
仕事の内容 
国際的な基金からの連絡についてやり取りを行う。電子メールは、数行のも
のから４～５ページの長文のものが、毎日 2-3 件来る。ファックスは時折で、
電 話 は 時 差 の 関 係 も あり 年 に 数 回程 度 。 そ の 他 の 業 務 と し て は 、
Sustainability Report（年１回発行、翻訳は外注）の英文チェックをしている。
外注当初は、専門用語や固有名詞がきちんと翻訳されていないことがあっ
た。海外向けには、Web で公開しているが、その内容について年に 1-2 回
の問い合わせがある。また、海外からはアンケート回答の依頼が時々あ
る。 
対話の媒体 電話、ファックス、電子メール 
会話の場面 その他（問い合わせ対応） 
文書の内容 問い合わせ、契約書、その他（企業情報） 
情報収集 ホームページ、マニュアル、その他（ガイドライン、メールマガジン） 
習得状況と 
運用上の認識 
専門用語の習得は大変であったが、自分で Web サイトを調べて覚えるな
ど、仕事を通じてスキルアップした。電子メールのやり取りは、ごくごく簡単
なものなので、特に大変だということはない。ただし、意思疎通がうまくいか
ないこともあり、そのときには、やり取りを往復する、別な表現で同じことを
第３章 北海道の産業界における英語のニーズ：インタビュー調査 
66 
 
聞く、別ルートでアプローチしてみるなど、あの手この手で対処している。 
英語学習状況 
大学卒業時点で英検準１級を取得していた。在職中に機会を得た半年ほど
のアメリカ留学では、MBA の内容を噛み砕いたプログラムで、文化の違い
やプレゼン、様々な表現を学べるなど役立つものであった。期間中にあった
１か月ほどのインターンシップも有益であった。普段は、仕事と直接的には
結びつかないが、取り上げている話題が面白いことから、ラジオのビジネス
英語を聴いている。 
 
K-8：管理者・使用者、英語使用経験５年 
取引対象国 カナダ、アメリカ、ヨーロッパ 
英語の利用割合 1-2％程度 
英語を使う 
仕事の内容 
国際的な基金とのやり取り、契約書の締結、決済に至るまでの一連の業務
を統括している。特に、部下が和訳した契約書について、法律面について
内容を確認し、意味が通じるように手直しをする。海外とのやり取りでは、北
米、欧州からの連絡が電子メールで来る。電話は月に１度程度である。IR
情報と関連する環境情報は、英文にしてホームページで公開している。情
報収集としては Web を使っていて、自社の業務に関わる情報は翻訳して関
係部署に回している。業務の中で、仕事の取り掛かりとして、Web 翻訳ソフト
も活用している。 
対話の媒体 電話、電子メール 
会話の場面 会議・打ち合わせ、挨拶・紹介、スモールトーク、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、通知、契約書、その他（企業情報） 
情報収集 ホームページ、その他（メールマガジン） 
習得状況と 
運用上の認識 
仕事の一環なので、特に抵抗感もなく、英語の業務を行っている。ただし、
会議の進め方など、ビジネスルールの違いに戸惑う。 
英語学習状況 
英語に関して特別なバックグランドはない。言葉に関心があるために、個人
的に勉強をしてきた。就職後、公共施設に設置された LL 教室に週２回程度
通い、英語力が伸びたと実感した。最近では、NHK の番組を視聴している。
その他に、大学時代のリーダーのテキストの音読をしている。 
 
K-9：使用者、英語使用経験 9 年 
取引対象国 北米・ヨーロッパ・アジア諸国 
英語の利用割合 0.5 割（四半期ごとの IR 情報作成時には毎日） 
英語を使う 
仕事の内容 
国際交流担当のときは、アメリカ、ドイツ、中国、ロシア、タイの企業訪問の受
け入れ、各国の調査を行った。共通言語として英語を使っているが、訪問者
が英語を話さない場合は現地語の通訳がついた。また、技術的な部分は技
術者の話を通訳する形で行われた。晩餐会で役員の通訳をすることもあっ
た。現在の IR 担当では、海外向けの IR 情報作成（文書、Web ページ、プレ
ゼンテーション用パワーポイント）、Annual Report の英文チェック、海外（主に
欧州）からのコーポレート・ガバナンス（CG）や社会的責任投資（SRI）に関す
るアンケートの回答をしている。海外からの直接の問い合わせは少ない（電
子メール、電話の問い合わせは年 5-6 件程度。訪問者は 2002 年から数え
て過去 2 件のみ）。海外に出向いてのプレゼンはない。しかし、海外とのやり
取りは増えてきている。 
対話の媒体 直接対話、電話、ビジネスレター、ファックス、電子メール 
会話の場面 会議・打ち合わせ、プレゼンテーション、アポイントメント、挨拶・紹介、接待、海外出張 
文書の内容 問い合わせ、通知、その他（IR 情報、Annual Report 、アンケート回答） 
情報収集 ホームページ 
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習得状況と 
運用上の認識 
IR 情報で使う英語は、部署に入ってから新たに覚えている。他社のホームペ
ージ、辞書（IR 英和辞典、バロンズ金融用語辞典）、Web 検索を利用し、外部
の人に質問することで対応している。 
英語学習状況 
大学では ESS 所属してディベートの大会に参加した経験がある。大学院の
前後での英語のレベルは全く異なる。大学院のコースはすべて英語で行わ
れた。特に、アジア、欧州から来た人もいて、多様な英語に触れることができ
た。また、修了に際して欧州のフィールドワークをして、エッセイを執筆したこ
と、思考の組み立て方、論理的な表現の仕方を覚えたこと、学生自治会の
活動を通じて異文化交流の中で運営の経験ができたことは非常に役立っ
た。国際交流担当の頃は、通訳業務準備のために英会話学校に短期間通
学し、職場の英会話サークルに参加していた。現在では、特に英語学習はし
ていない。 
 
３．３．考察 
 本節では、前節で示したインタビュー結果を前半の英語使用状況と、後半の英語運用状
況、学習状況とに分けて、その実態についてそれぞれ考察をする。 
 
３．３．１．回答者の英語使用状況 
 取引対象国は、グローバル化の時代を反映して、全体としては南米と中東を除く、ほぼす
べての地域との間で行われている。商取引の際の書面、特に、貿易取引書類と契約書は国
際語としての英語が使用されていることが多い。書面以外のやりとりにおいてどの言語が使
われるかについては、やり取りの重要度、事業所の規模など、様々な要因で変化する。見
本市や展示会、視察のような、契約が取り交わされる前段階の場面では、国際共通語として
の英語が使用されることが多い。非欧米圏であっても、英語による直接対話はビジネスチャ
ンスを広げるとのコメントが何度となく出されている。具体的な商談においては、通訳を介す
る場合、日本語のできる現地スタッフが入る場合、現地語を母語とする外国人社員が対応
する場合など、事業所の事情によって大きく変化する。商取引全体では、現地語、あるいは
日本語で対応できるスタッフがいる場合には、その言語が使用され、それ以外の場合には
英語が使用されている。通訳や翻訳を外注することは、商取引量が少ない一部の事例を除
き、あまり行われていない。 
 業務における英語の使用割合は、2～3 割が平均的で、５割を超える事例はなかった。英
語に関わる業務を専門的に行ういわゆる英語屋は皆無であり、業務の一環としてごく自然
に英語を使用していることが分かった。それは「英語ができても仕事ができなければ」、「仕
事をしているのであって英語を使用しているという意識はない」などのコメントが頻繁に出て
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きたことからも裏付けられる。 
 英語を使う仕事の内容については、国内で行う場合と、現地法人や海外事業所において
行う場合があり、製品や精密機器の輸出、原材料や資材、商品の輸入、ビジネスマッチング
を初めとした国際交流、業界情報の収集、事業所の情報発信などがあった。具体的な仕事
内容は多種多様ではあるが、どの事業所でも仕事はルーチン化されている場合が多かった。 
 対話の媒体として使われるのは、電子メールが圧倒的に多く、ほとんどの事業所において、
ほぼ毎日利用されていた。頻度が高い背景には、時差に関係なく送信できる、添付ファイ
ルの機能により図面を使ってやり取りができる、音声言語と異なり自分のペースで返答がで
きるなどの利便性はもちろんのこと、電話や直接対話などで取り交わした内容を文字で残し
たり、あいまいな部分を確かめたりなど、確認作業での優位性がその理由としてあげられて
いた。電子メールに続いて多いのは、電話であった。文書の内容を確かめたり、文書や図
面の内容を長時間議論するなど、電話を使用する人は、毎日数件の頻度で利用していた。
海外出張のある仕事の場合も、月に１回弱の頻度であった。 
 会話の場面は、業務内容によって多岐にわたり、一定の傾向はなかったが、スモールトー
クの位置づけが特徴的であった。商取引の規模が大きくなればなるほど、現地の人との直
接交流や対話の必要性を説く傾向が強まった。さりげない会話のやり取りを通じて、契約の
判断情報を得られるだけなく、信頼関係が構築できるとの意見が出された。逆に、対話の際
の場面が、ビジネスマッチングなどに限定される場合などは、スモールトークを重要だとする
意見は聞かれなかった。 
 文書の内容についても、業務内容によって多岐にわたり、国際協定で書類の言語が英語
に指定されている貿易取引を除けば、一定の傾向はなかった。ただし、電子メールと同様に、
確認と関係した文面が取り交わされる、と付け加える回答者が多かった。ホームページ作成
などの一部の業務を除けば、翻訳などを外注する事業所はほとんどなく、契約書のような最
重要書類に関しても、法律面でのチェックを外注する場合があったとしても、言語面では事
業所内で解決していた。 
 情報収集のツールとしては、ホームページが圧倒的に多かったが、ホームページは情報
の収集だけでなく、情報の発信のツールとしてもかなり利用されていることが分かった。専門
誌、論文、マニュアルを利用するとの声は、情報収集を専門とする部署の担当者を除けば、
あまり聞かれなかった。 
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本章の研究課題として「英語を使用している社会人の具体的な使用状況を明らかにする」
ことを掲げたが、多岐にわたる業務の一部分として英語が使用されていることが分かった。
「聞く」、「話す」のオーラル面が多用される業務もあれば、「読む」、「書く」技能に特化され
た業務もあったが、全体としては、4 技能がまんべんなく使われていた。全体として唯一の共
通項として浮かび上がったのは、電子メールの利用である。海外取引において、電子メー
ルは必須のツールと言える。 
インタビュー調査を通じて、新たに判明した点は、仕事内容の確認作業を強調する回答
が非常に目立ったことである。商品の等級の間違いが何千万円の規模での損失につなが
る、会議終了後に審議事項の確認を日本語で行う、電話での内容を電子メールで送っても
らう、具体的な指示は文字だけでなく写真を添付して視認してもらうなど、確認に関するエピ
ソードは多数聞くことができた。確認作業は、英語を介しての仕事に関してはとりわけ重要
になることが分かった。インタビューガイドにおいて、確認に関連する項目は設定していない
ことからも分かるとおり、研究者の側には欠落していた視点である。 
 インタビュー調査全体を通じて印象に残るのは、英語を使用する部署の人数が極めて少
ない点である。公益性の高い業務を行う事業所 A、B、H を除けば、数名で事業所全体の
海外取引を担当している事例が目立った。確認作業の重要性を強調する背景には、海外
事業の命運が一部の英語を使用する担当者に委ねられていることが挙げられる。英語の上
手い、下手を話題にする回答者は皆無で、英語はできる、できないの問題ではなく、英語が
できなければ仕事にならない、というコメントが多数出たのも、うなずくことができる。 
 
３．３．２．回答者の英語運用上の認識と習得過程 
 全般的に取引の際には、多少の困難を感じつつも、円滑にコミュニケーションが進行して
いる様子が伺えた。円滑に進行している背景には、言葉の面で困難を感じる部分について
それぞれが独自の確認方法を持っていることがあげられる。話し言葉については、書面で
確認し、文書として記録を残す、書き言葉については、やり取りを何度も往復させる、言葉
だけに頼らずに、図・写真を活用するか、現物を例示するなどの工夫をしている。仕事には
明確な目的があり、やり取りが同業他社との間で行われるため、専門用語を駆使することで
通じるようである。基本的には、英語ができなければ、そもそも仕事にならないとの回答が多
く、仕事の一部としての認識が強くある。 
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困難を感じている点は、言葉の面と、それ以外の面に分けることができる。言葉以前に、
商習慣の違い、法律の違い、物事の考え方の違い、文化の違いなど、根本的な相違点へ
の戸惑いを指摘する声があった。言葉の面では、発音の癖、文章表現の癖などに当初戸惑
うようである。専門用語については、過去の資料や雛形、関連する英語の文章、市販書籍
などを参考にしながら、辞書やインターネットの利用や、上司との相談による確認を通じて、
仕事の都度、比較的短期間に習得している。初めて専門用語を見聞きするときに、あるい
は国によって呼称が違うことに戸惑うことがあったとしても、その戸惑いは最初の取り掛かり
に限定されている。 
興味深いことに、言葉の面で困難について多く語るのは、着任間もない使用者を除けば、
業務経験が長い管理者である。海外取引の経験が長くなり、英語を使用する立場から管
理・監督する立場に変わるにつれて、市場開拓、値決め、瑕疵問題など、複雑かつ責任が
重い業務を担当するようになる。これらの業務では、信頼関係の構築、相手の意向を汲み
取る力、周辺情報の収集など、抽象度の高いコミュニケーションが多くなる。商品の説明や
文書のやり取りで使われる専門用語も減り、日常会話的な色彩が強くなる。また、技術的な
側面でのやり取りを超えたところで、現地に溶け込み、対話を深める必要が生じるようになる。
このように業務内容が複雑多岐に渡るようになると、「日常会話の方がかえって難しい」など
のように、言葉の壁を意識する発言が出てくる。そして、これまで自分が担当した取引を振り
返り、その問題点を認識するようになる。 
以上のような回答者の実感しているところと、仕事内容の対応関係をまとめると、表４のよ
うな傾向がうかがえる。 
 
表 4.英語運用上の認識と仕事内容の相違点 
 やり取りは円滑 
⇒ 
言葉の壁を強く意識 
仕 
 
事 
 
内 
 
容 
 
具体的 抽象的 
現物・指示物あり 言葉のみ 
概略  詳細 
説明 議論･交渉･提案 
語 文 
翻訳 対人コミュニケーション 
パターン化 思考  
ルーチン化 開発的・創造的 
固定的 流動的 
状況予測可能 状況予測不可能 
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やり取りが円滑と認識される事例では、コミュニケーションを図る際に具体的に指示できる対
象物が存在することが多い。やり取りは、日本語と英語を語のレベルで１対１の対応により翻
訳し、その概略を説明する。仕事内容は、輸出入のいずれにおいてもパターン化、ルーチ
ン化され、書面のやり取りも固定化されていて、その状況は予測が可能である。その一方で、
言葉の壁を強く意識する事例では、言葉のみでやり取りが行われる抽象的な内容が多くな
る。やり取りは、議論、交渉、提案など詳細さが求められるようになり、文レベルで微妙なニュ
アンスを伝え合う、対人コミュニケーション能力が求められるようになる。その際に、開発や創
造に関わる思考が必要となり、さらには、場面に即した対応が求められ、その都度、流動的
で予測が難しい状況下でやり取りが進む。 
 英語に対する認識は立場や状況によって大きく異なるが、回答者が共通して答えている
のが基礎力の重要さである。ただし、基礎力と言ったときのその具体的な内容は回答者によ
って大きく異なる。英語の語順に従って基本的な文を組み立てる力、という意味での文法の
重要性を挙げる人は多くいた。そして、その習得は中学時代や大学受験を含めた高校時代
に行われたとの指摘が多い。しかし、このような学校教育で習う事柄が苦手と表現していた
回答者たちからは、留学をすることで学習のきっかけをつかんだとのエピソードが得られた。
これらの回答者は英語を実際に使う環境に身を置き、実践を重ねる中で基礎力を構築して
いる。 
 回答者たちは、これらの基礎力を踏まえて、英語を使う業務にあたっているが、業務に必
要な英語の習得は OJT ( on-the-job training) による事例がほとんどである。事業所 J と
K のように組織的に英語研修を課して、英語力向上に努めている事例はむしろまれで、こ
れらの事業所においても、個々の業務遂行にあたっては、上司からの指導を初めとした
OJT が活用されている。OJT による習得も、業務固有のマニュアルや資料が置かれている
事例は非常に少なく、文字通り、実際の仕事を行う中で試行錯誤し、問題解決の経験を積
み重ねていくことで習得している。回答の中には、多岐にわたる業務内容、業務固有の用
語などに対応するには、学校英語教育ではもちろんのこと、業種レベルに分けた英語学習
でさえも不十分との意見があった。実際、事業所 J や K においても、英語研修はその制度
を外部委託から、事業所内研修に移行する措置がとられている。外部委託の場合、どうして
も業務上のニーズに見合わない学習内容となってしまうようである。 
 業務を離れた個人レベルの英語学習については、回答者によって対応が大きく異なって
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いた。半数を少し超える回答者は、業務以外に英語学習の機会を特に設けていない。個人
的に努力している回答者も、その方法は、読書、音読、映画鑑賞、英語講座、英会話スクー
ルやサークルへの参加、大学でビジネス英語を受講など、多種多様で一定の傾向は見られ
なかった。 
 
３．４．インタビュー調査から得られる示唆と展望 
 本調査を通じて強く印象に残るのは、回答者のほとんどがバイタリティにあふれ、インタビ
ューに対して謙虚に、そして誠意ある態度で、端的に回答していた点である。英語を仕事の
一環と捉えて、自然に向き合い、わずかな人数で事業所内において大きな責任を果たして
いる様子がひしひしと伝わってきた。英語ができるだけでは駄目である、という意見が折に
触れて出たことからも分かるように、仕事の中で英語を運用するには、環境に臨機応変に適
応する能力、相手の意向を傾聴する聞き取り能力、自らの意向を論理的に組み立て端的に
表現する力、問題解決のために積極的に情報収集する姿勢、異質な文化習慣を受容する
寛容さなど、業務遂行の上で不可欠な能力が密接にリンクしていることが分かった。ニーズ
に見合う英語学習教材や英語学習プログラムが市販されていないとの指摘が多数寄せられ
たが、その背景には教材やプログラムが語学に特化して、業務遂行能力や人材開発とは切
り離されているという問題点があると推測される。 
 また、英語を使用する上で「確認作業」が重要であるとの指摘が多くの回答者によってなさ
れたが、本調査のインタビューガイドでその視点が全く欠如していたことに象徴されるように、
英語教育の研究者の側には、タスク単位での分析が欠けている。業務経験のない研究者
がタスクの詳細を理解するためには、仕事の現場に足を運び、作業現場をつぶさに観察す
ることが不可欠である。その実現のためには、産学の連携が必要になってくる。ただし、事
業所には本来の業務があり、秘密保持の観点からも、作業現場の参与観察を実現すること
は困難である。事業所が研究成果からダイレクトに益を受けられるなど、事業所と研究者の
双方が益を受ける形での調査方法を創意工夫していくことが求められる。 
 業務経験の長い回答者から寄せられたコメントにもあるように、言葉の壁はまだまだ解決さ
れておらず、その壁は北海道のみならず、日本の経済損益とも密接に関わってくる。しかし、
前章で触れたように、個々の業務に直結する教育プログラムを提供すことは、多くの場合困
難と考えられる。社会への準備教育の意味を持つ大学の英語教育において、あるいは事業
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所における英語研修において、実用性の高い教育を実践するためには、納期を設定した
仕事の流れをシミュレーションする、テーマを設けて問題解決について議論するなど、より
幅広い仕事に対応できる、汎用性の高い教育プログラムの開発が必要となってくる。必要性
が特に高いのは、言葉の壁を強く意識する仕事内容であろう。この部分を克服するための
英語の教育と研修が大いに必要となってくると考えられる。 
 プログラム開発の際には、言語資料を収集した上での分析が不可欠となるが、回答者から
は示唆に富むコメントが得られた。やり取りが円滑とする回答者からは単語を並べることで通
じてしまうとの意見が複数寄せられた。その一方で、言葉の壁を強く意識する回答者からは、
助動詞の使い方が難しい、案件そのものよりも、それに伴う議論や交渉における臨機応変
な文表現が難しいなどの意見が寄せられた。文構造の長さや複雑さ、心的態度を表現する
ための語法などが、難しさの感じ方に関連していると考えることができる。言語資料に照らし
合わせた検証が必要であるが、大切なことは、調査結果を文脈設定のない文法項目として
学習することではなく、人材育成とリンクさせること、また、書き言葉、話し言葉のいずれにお
いても、情報受信のためのニュアンスを理解する力と、情報発信のための表現する力を養
成することであろう。 
 前章アンケート調査と本章のインタビュー調査を通じて、北海道の産業界においては、英
語が多用されている仕事の現場がある一方で、必要は感じつつも英語を日常的に使うには
至っていない事業所が 2 割あることが明らかにされた。基礎力の重要性は今回のインタビュ
ーの回答者からも聴くことができたが、その基礎力が何を指すものであるのかを見極めるこ
とが必要であり、そしてそのために、産学がますます連携することが重要であると言えよう。 
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第４章 海外展開を担うグローバル人材が持つ特徴と課題 
  
本章では、海外進出し、輸出展開をしていく上で活躍する人材が持つ資質や特徴、そし
て、そのような人材が活躍するまでに遭遇するコミュニケーション上の課題について、商談
会の参与観察や商談会会場でのインタビュー調査の結果を紹介しながら論じていく。 
 
４．１． 海外展開を担うグローバル人材の理想像 
４．１．１． 人脈作り 
 国内を市場としていた企業が、市場拡大を求めて海外に目を向け、グローバル企業の第
１段階である、ディーラーやディストリビューターに頼った輸出を手がけようとしたとき、定石
はパートナーを見つけることである。どの国にも、持ち込める機器、食品、成分など細かな規
定がある。消費者が好む色や形状、購入時期や季節、ライフスタイル、文化や宗教、宣伝
方法、パッケージ、納入する店舗、展示方法、などと、考慮しなければならない点は数多く
ある。既存の商品の類似品であるならば、付加価値が求められる。新しい品であるならば、
受け入れやすい説明が必要となる。国内で開発した商品をそのまま持ち込んで販売する、
ということはなかなか難しい。輸出した商品を店舗に並べるまでには、関税手続きだけでなく、
その国独自の販路に乗せなければならない。国内で製造した商品を海外の消費者に届け
るためには、海外に新規進出する企業には乗り越えがたい高いハードルがいくつもある。こ
のハードルを一つ一つ乗り越えるためには、輸出先の事情に詳しく、販路に乗せる力を持
つパートナーに頼るのが最善の方法となる。1 
 
                                            
1 中小企業が展開することの多いアジアの市場では、中国のみならず、東南アジア各国に中華系の人た
ちがビジネスのキーパーソンとなっていることが多い。中華系のビジネスパーソンと折り合いよくビジネス
を進めていく上では、グワンシ（Guanxi）という中華系の人的ネットワークの構築の仕方が参考になる。
Luo (2007)では、”The Chinese word “Guanxi”refers to the concept of drawing on connections 
in order to secure favors personal relation. （中略） and governs Chinese attitudes toward 
long-term social and business relationships.と述べられている。単なる、個人的なつながり以上の関
係で、援助要請に応える義務を相互に負うほどに深い関係である。 
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図 1．「国際化企業と非国際化企業の海外とのつながり」中小企業白書（2010） 
 
 中小企業庁が発行する中小企業白書（2010）では、国際化する企業の特徴について、ア
ンケート調査を通じて分析をしている。その中で、図 1 を提示し、「国際化企業は、非国際化
企業と比較して、『代表者に外国人の親しい友人がいる』、『社内に外国語を学び、外国語
に一定の理解がある人がいる』、『代表者以外の役員や社員が海外での勤務経験・在住経
験・留学経験等がある』等、海外とのつながりを有する割合が高い」とレポートしている。海
外につながりを持たない企業で国際化を果たしている企業は 16.1％と極めて少ない。逆に、
海外につながりを持たない企業でまだ国際化を果たしていない企業は 59.4%と、約６割に
達する。要するに、何らかの人脈を手がかりとして、国際化の足がかりを得ており、海外につ
ながる人材が社内いることが大きな鍵となっている。2 
 
４．１．２． 海外展開を担う人材に求められる資質 
 企業が海外に進出するにあたっては、輸出先の人脈、そして、海外につながる人材が成
                                            
2 ここ数年で大企業の外国人を社員として採用する動きが活発化してきている。2013 年９月に行われた
「「外国人社員の採用に関する企業調査」（株式会社ディスコ キャリアリサーチ）では、2014 年度の採用
見込みとして、1,000 人規模以上の企業では実に７割が採用を予定している。このような動きは、中小企
業にも広まりつつあり、地元の大学に留学してくる外国人を採用する動きも出てきている。地域によって
は、役所関連がその動きを後押ししている。特に、英語のできる中国人を採用し、海外業務を一手に担
ってもらう場合がある。国際語としての英語よりも、現地の言語で対応できるのは、双方にとって大きなメリ
ットとなっている。長期的にどのような結果を生み出すかについては未知数である。 
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功のために非常に重要であることが示された。それでは、そのような海外につながる人材に
はどのような資質が求められるだろうか。このような人材の育成は、北海道のような地方だけ
の問題ではない。国を挙げての喫緊の課題である。「グローバル人材」をキーワードに文部
科学省と経済産業省では、それぞれ会議や委員会を設置し、グローバル人材に求められる
資質を次のように指摘している。まず、文部科学省の「グローバル人材育成推進会議」では、
2011 年に「中間まとめ」を提出し、グローバル人材には（1）のような概ね三つの要素が必要
としている。 
 
（1） 要素Ⅰ： 語学力・コミュニケーション能力 
要素Ⅱ： 主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感 
要素Ⅲ： 異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー 
 
また、経産省の「「産学人材育成パートナーシップ グローバル人材育成委員会」が 2011
年に提出した報告書では、「グローバル人材」に共通して求められる能力として（2）の３つを
上げている。 
 
 （2） ①（通常の社会人に求められる）社会人基礎力 
②外国語でのコミュニケーション能力 
③異文化理解・活用力 
 
この二つの報告書に共通する項目は、「外国語によるコミュニケーション能力」と「異文化理
解力」である。 
 この二つの能力に関しては、民間のシンクタンクが実施した調査で明らかにされたグロー
バル人材の資質とも合致する。リクルートワークス研究所の野田（2013）によるとグローバル
人材には、（3）の四つの段階が必要と指摘している。 
 
 （3） 第 1 レイヤー：語学、（会計の知識や技術、国際的資格などの）ポータブルスキル 
     第 2 レイヤー：異文化理解 
 第 3 レイヤー：リーダーシップ、対人関係形成力、基礎体力 
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 第４レイヤー：志 
 
野村総合研究所（2010）の「新成長戦略への提言」では、コスモポリタン人材（グローバル人
材）の育成のために（4）のように提言している。 
 
 （4）語学力のみならず、異文化理解や異なるバックグランドを持つメンバーとの協働経験
など、グローバルな環境下で活躍することができる人材の育成が望まれる。 
 
以上の通り、言葉の表現形が微妙に異なるものの、海外につながる人材の資質として、（1）
～（4）のいずれにおいても、「語学力」と「異文化理解力」の必要を指摘している。また、（1）
～(3）では、「社会人が持つべき基礎的なスキル」についても触れているのも特徴だろう。以
上の各種のレポートに共通して見られる三つの中心的な要素をまとめると、ボーダーレス社
会においても求められる海外につながる人材の特色は図２のようにまとめることができる。 
 
図 2．海外展開を担うグローバル人材の持つ資質 
 
細かな点を捨象すれば、異文化理解力、語学力、社会人スキルが必要という点では異論は
ないだろう。そればかりか、「英語ができても、社会人力がなければ駄目だ」、「日本の会社
でうまくやっていて、なおかつ英語力があっても、海外で現地の人とうまくやっていけるかは
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全く別だ」、「海外で育った人材で、異文化理解力や語学力が現地の人なみに優れていて
も、結局は社会人力がないと仕事にならない」など、言い方は異なるものの、この３つのスキ
ルがいずれもどれ一つとして欠かすことが許されない資質であることは間違いない。 
 ここで注目したいのは、（3）と（4）の指摘である。この二つは、語学力と異文化理解力を併
記せず、語学力を前提として、異文化理解力の重要さを強調している点である。インタビュ
ー調査を進める中でも、何度も耳にしたのは、「結局、英語の問題ではない」という発言であ
る。もしその発言が正しいものであるならば、英語教育は全く必要ないことになる。しかし、実
際には、海外につながり、人脈を築き、ビジネスをして行く上で、言葉は必要であり、英語の
問題は避けて通ることはできないはずである。にもかかわらず、「英語の問題ではない」とい
うことはどういうことか、踏み込んで考察する必要がある。 
 
４．１．３． ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）の尺度 
 ヨーロッパには数多くの国、民族、言語が存在し、一般の人が複数の言語を操ることは決
して珍しいことではない。2013 年現在 47 カ国が加盟する欧州評議会では、1971 年に作
業を開始してから 30 年以上の時を経て、2001 年に「Common European Framework of 
Reference for Languages: Learning, teaching, assessment (CEFR)：ヨーロッパ言語
共通参照枠－学習、教授、評価」を公刊した。投野（2013）はこの CEFR の役割として「社
会的な存在として持つべき言語能力育成のための包括的で一貫性のある共通参照枠を提
供している」とまとめている。すなわち、CEFR は、言語使用の社会的な文脈を前提している
という点で、また、その社会的な文脈の中で使用する言語に必要な能力を包括的に参照す
る枠を提示している点で、ここでの議論に大いに関係する。 
 伝統的に、言語の技能は、「読む」、「聞く」、「書く」、「話す」の４つに分けられていたが、
CEFR の大きな特徴は、従来の区分で「話す」で括られていたものを、双方向性の「やりとり」
と、一方向性の「発表」に分け、「やりとり」を一つの尺度として別枠で取り上げている点であ
る。「やりとり」は、話し相手が存在し、その場で即座にレスポンする、非常に高度なスキルを
必要とするものである。社会的な文脈の中で使用する言語を包括的に扱う上で、「やりとり」
が加えられたことからも分かるとおり、非常に重要なスキルであるとわかる。この CEFR の視
点を取り入れながら、図２で示したボーダーレス社会における海外につながる人材の資質を
考えると、図３のように細分化し、まとめることができる。図３においては、「語学力」を「やりと
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り」、「発表」、「書く」、「聞く」、「読む」の５つの技能に細分化し、さらに、「異文化理解力」を
削除した。 
 
図 3．CEFR を参照した、海外につながる人材の資質 
 
図 3 の意味するところについて説明する。図 2 と図 3 で共通しているのが、「社会人スキル」
であるが、これはビジネスをする上では当然のことであり、前提であるので、下に置いた。ま
た、CEFRに基づき「語学力」の一つとして「やりとり」を含めたので、やりとりの相手を図の中
に示すことにした。「異文化理解」とは、まさに、この「やりとり」が円滑に進んでいる状態なの
で、この図の中からは削除した。やりとりの下には、言語産出能力である「発表」と「書く」、言
語受容能力である「聞く」と「読む」を置いた。 
 図 2 から図 3 のように書き換えることで、ビジネスパーソンが口にする「英語の問題ではな
い」という発言や、前節の(3)と(4)でグローバル人材の持つ資質として語学力と異文化理解
力を分けている意味が分かってくる。英語力が「読む」、「書く」、「聞く」、「話す（発表）」の 4
技能を指すものであるならば、「やりとり」はその外に置かれるので、「英語の問題ではない」
という発言が生まれる。また、「やりとり」の結果として異文化理解が促進されるので、語学力
と異文化理解力は別の能力となる。 
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４．２． 理想的な言語能力モデルに見る日本人ビジネスパーソンの問題点 
 社会的な文脈において言語能力を駆使し、海外においてもビジネス目標を達成する人物
の特質をまとめたのが前節の図 3 である。この節では、この図 3 を基点として、即時レスポン
スとメンタルブロックの二つの問題点を考察し、日本人ビジネスパーソンが抱える問題を明ら
かにしていく。 
 
４．２．１ 即時レスポンス 
 ビジネスパーソンが英語を使用する上で、大きな問題となるのが、「やりとり」中で要求され
る即時レスポンスである。話すべきことが浮かんでも、それを口にする前に次の話題が飛ん
できて、発言する機会を失うことが多い。そのことが延々と繰り返されると、沈黙するが起きて
しまう。このように言いたいことを相手に伝えずに、沈黙したままの状態がビジネス上、非常
に深刻な事態を引き起こしている。 
 ビジネスにおいて相手と話し合いが必要な場面で会話を日本語で行う場合は、（5）の優
先順位でコミュニケーションの手段を選択するだろう。 
 
 （5） 直接対話 ＞ 電話 ＞ メール 
 
メールでは喜怒哀楽が今一つ伝わらないと言われている。電話では相手の表情が見えない
ので、今ひとつ相手の様子を理解しかねる。3 やはり、直接対話が手っ取り早い、というの
が一般的な考え方だろう。しかし、これが英語で行われる話し合いとなると、優先順位は（6）
のように変わるだろう。 
 
 （6） メール ＞ 直接対話 ＞ 電話 
 
                                            
3 最近のビジネスシーンで多用されているのがテレビ電話である。電話の相手の表情を見ることができな
い、また、直接対話の場所を移動しなければならない、というそれぞれの短所を補うことができる。安価に
済ませるとテレビ電話はまだまだ現場の雰囲気を伝えることができないが、等身大の鮮明な画像と息遣
いまでをも伝える音声があるシステムを利用すると、現場の雰囲気は損なわれることはない。実際、そのよ
うなシステムを利用している企業では、出張が減る、ということが起きている。 
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英語においても直接対話と電話の優先順位は変化しないが、日本語では優先順位が低い
メールが最優先のコミュニケーションの手段となる。どうしてこのように会話で使用する言語
によってコミュニケーションの手段が変わるのだろうか。この三つのコミュニケーション手段の
長所と短所を表１にまとめた。長所については「○」、短所については「×」と記した。 
 
表１．メール、電話、直接対話の長所と短所 
 身振り 口調 産出時間 偏在性 
メール × × ○ ○ 
電話 × ○ × ○ 
直接対話 ○ ○ × × 
 
言葉を伝えるという意味では、いずれのコミュニケーション手段も実現可能である。メールは、
どこでも書ける偏在性と返事を産出するまでの時間的余裕があるという長所があるが、身振
りや口調を伝えることができない。電話は、どこからも電話できる偏在性と口調を伝達できる
長所があるが、身振りを伝えることができず、返事を産出するまでの時間的余裕はない。直
接対話は、身振りや口調を伝えるのには優れているが、相手のいるところに出向くか、相手
に来てもらう必要があるし、返事を産出するまでの時間的余裕はない。表１のような分類に
すると、この三つのコミュニケーション手段に関して「○」で示した長所と「×」で示した短所
の数は同じであるが、Tayler (2004)は、第一印象で与えるインパクトはそれぞれの手段で
違うことを指摘している。最初の印象を与える割合は、身振りが 55%、口調が 38%で、言葉
は 7%に過ぎない。メール、電話、直接対話の中から自由に選べる状況において、メールを
選択した場合、産出までの時間的余裕は与えられるが、言葉では全体の雰囲気をなかなか
伝えることができない。直接対話であれば 100%の雰囲気を伝えることができる場面で、電
子メールのみに頼ると、10%も伝わらないことが起きてしまうのである。 
 ビジネスパーソンは、電子メールのみに頼る危険性と、即時レスポンスするのが難しいとい
う状況を打破するために、いくつかの工夫をしている。電話では簡単な要件だけを確認し、
詳細は電子メールでやりとりする。直接対話で込み入った部分については、メールによる確
認を往復させて情報の補完をする、などと工夫している。 
この即時性の高いレスポンスができないことは、印象をうまく伝えらないリスクだけでなく、
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ビジネスチャンスという意味では、非常に大きなリスクが伴う。中小企業の経営者向けの雑
誌である『日経トップリーダー』に掲載されたアンケート調査の結果を見てみよう。図 4 は、中
国人経営者に対するアンケート調査の中で、「迅速な意思決定とはどのくらいの期間か」と
いう質問に対する結果である。 
 
図 4．「迅速な意思決定とはどのくらいの期間か」 
『日経トップリーダー』 (2011 年 9 月号) 
 
意思決定は、商談の場合、悪くても数日以内に行うというのが中国におけるビジネスの基本
という調査結果である。この調査は、商談の場には意思決定できる権限を持ったビジネスパ
ーソンが立ち会う必要を教えるものだが、同時に、即時レスポンスの重要性も教えるもので
ある。4,5 
 次の図５は、「相手の経営者のどこを見て、信用できると判断しますか」という質問に対する
回答結果である。「どんな質問にも即答してくれる」が第 3 番目に大きな要因で、その数字
                                            
4 Morikoshi (2011)では、日本と韓国のホテルに問い合わせをして、そのレスポンスを分析している。費
用やアクセスに関して英語を使って電子メールを送ったところ、回答率は日本のホテルが 36.2%、韓国
のホテルが 41.5%であった。Morikoshi が注目したのは、返答に要した時間である。日本のホテルは平
均 22 時間、韓国のホテルは平均６時間であった。同種のヨーロッパで行われた調査でのレスポンスは、
さらに早い。日本の対応の遅れが非常に目立つ研究結果である。 
5 北海道で海外に幅広く商品展開をしている会社には、世界各国から問い合わせメールが来る。単純な
質問に関しては、事務担当者が即時レスポンスをしている。開発・研究担当の知見が必要な質問に関し
ては、事務担当と開発・研究担当が打ち合わせをして回答するが、それも６時間以内には返事をしてい
る。ボーダーレスに展開するためには、レスポンスの即時性が重要なのは、現代のビジネス事情である。 
翌日まで
35%
商談の場で
32%
２～３日程度
25%
１週間程度
8%
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は 15%にもなり、ビジネス実績 33%のおよそ半分の割合に匹敵する。ビジネス実績がほと
んどなく、新規に海外進出を狙う企業にとって、人脈を活かし「共通の知人」に高い評価
（20%）をしてもらい、商談の場面で即時レスポンスするならば、ビジネス実績に相当する評
価を得ることができることを示唆している。 
 
図５．「相手の経営者のどこを見て、信用できると判断しますか」 
『日経トップリーダー』（2011 年 9 月号）。 
 
以上、これまで見てきたように、ビジネス相手とのやり取りにおいて、メールという顔が見え
ずニュアンスを伝えづらいコミュニケーション手段を回避する上でも、ビジネスチャンスを確
実にものにして行く上でも、即時レスポンスのやりとりの重要性が分かるだろう。 
 
４．２．２． 通訳者の介入 
 商談の場で、英語の問題を解決する最も手軽な方法として、通訳者を介入させることがあ
る。多少のタイムラグが生じるものの、語学力を心配することなく、レスポンスの即時性という
問題を解決することができる。そこで、多くの通訳者が介在する商談会に赴き、通訳者が介
在することでどのような問題が生じているのかを観察した。観察した商談会は以下の通りで
ある。6 
                                            
6 このような観察研究を行うに際しては、(10a)~(10c)以外の商談会の見学で商談会の流れを把握す
る、貿易アドバイザーを招いて、貿易手続きや、商品が納品されるまでのプロセスについての勉強会など
の事前準備を行っている。 
ビジネスの実
績, 33%
共通の知人に
よる評価が高
い, 20%
どんな質問に
も即答してく
れる, 15%
課題を正直に
指摘してくれ
る, 12%
話に筋が通っ
ている, 10% その他, 
10%
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 （7） a. 札幌食品商談会（2010 年 10 月） 
 b. シンガポール食品商談会（2010 年 11 月） 
 c. 香港食品商談会（2011 年 8 月） 
 
いずれの商談会でも、主催者の許可を得て、また、ブース付近での観察をする場合には出
展企業の許可を得て、観察を行った。特に、（7b）のシンガポール食品商談会では、主催者、
出展企業、通訳者の許可を得て、商品を出すアシスタントとして商談の場に参加し、参与観
察を行った。 
 この観察でまず初めに気づくことは、企業担当者が英語を多少なりとも話すか、話さない
かで、商談の様子が大きく異なることである。企業担当者の英語力によって三つのパターン
に分類すると以下のようになる。最初は、企業担当者が英語を話す場合である。 
 
 （8） 英語を話す企業担当者＋通訳： バイヤーとの会話は直接企業担当者との間
で行われ、通訳者はまさに補助的に説明をする形がとられる。多少のぎこちなさ
は観察されるものの、全体の流れは非常にスムーズに進む。通訳者がいることで、
英語力の不足から生じる齟齬が防止できるので安定感もある。 
 
この企業担当者が英語を話す（8）のパターンは、通訳者を雇う費用がかさむものの、企業担
当者が外国語として英語を使う場合には、齟齬の防止になるばかりでなく、相手とのやり取り
で適切な間を取ることもできるので、極めて理想的な形である。 
次は、企業担当者が英語を話すことは難しいが、挨拶、自社の商品特徴を示すキーワー
ドを知っている、バイヤーの言っていることはある程度理解しているなど、片言レベルではあ
るが英語を話すことができるという場合である。 
 
 （9） 片言英語を話す企業担当者＋通訳： バイヤーとの会話は、通訳を介して行わ
れ、企業担当者、バイヤーの視線は、通訳と相手の間を往復することになる。商
品の独自性に関わる専門英語を必要とする部分に関しては、話しが円滑に進ま
ない場面が観察されるようになり、企業担当者が通訳の英語を補助する形で写
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真や資料、身振り手振り、キーワードを提示して行くことで、話しが進む。複雑な
内容の場合は、さながら、連想ゲームやクイズをしている雰囲気になることもある。 
 
この企業担当者が片言の英語を話す（9）のパターンは、時間的なロスが大きいという短所が
ある。交渉の時間が細かく定められる商談会の場合、時間内に十分な情報をやりとりする時
間がないということも起きてしまう。しかし、大事な部分でのビジネス目的は果たせている。バ
イヤーの側も、企業担当者にある程度話しが通じているという 
雰囲気を感じ取ると、特定の単語を強調する、企業担当者にも分かるようにゆっくり話す、は
っきり話すなど工夫する傾向がある。また、通訳者が通訳しているときに、「そうそうそう」と言
葉を発したり、うなずいたりと、企業担当者に伝えようとする努力が観察される。また、企業担
当者も、通訳者の通訳がバイヤーに通じていないと判断したときには、「No, No, No」、ある
いは、「Yes, Yes, Yes」と発言することで、齟齬が生じないように微妙に軌道修正を図ることも
観察される。 
 三つ目のパターンは、企業担当者が英語を全く話さず、バイヤーとの対話を全面的に通
訳に頼る場合である。 
 
 （10） 英語を話さない企業担当者＋通訳： 冒頭の名刺交換の時点から、バイヤー
との会話は、通訳を介して行われ、バイヤーの視線、企業担当者の視線はいず
れも通訳に固定されてしまう。交渉は、通訳者の能力に依存し、企業担当者、バ
イヤーの意図することが伝わらない場面でも、軌道修正されることは少なくなる。
企業担当者とバイヤーのいずれかが、違和感を抱いていても、違和感を解消す
ることなく、次の話題へと進む。引っかかることも少ないため、また、議論が深まる
ことも稀なので、全体の流れは極めてスムーズに進む。 
 
このパターンの一番大きな問題は、通じているか、通じていないかを評価する人がバイヤー
の側にも、売り込みをかける企業の側にもいない点である。特に、商品特徴に関わる部分は、
通訳者が知らないような専門用語が頻繁に出てきて、場合によっては、母語でも全く意味が
分からないという事態が発生する。ぴたりと当てはまる単語を通訳者が知らない場合には、
抽象的な語彙や表現が選択されることになるが、抽象的な語彙や表現は、抽象的であれば
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あるほど具体性に欠けるため、商品特性が持つ独特の魅力は伝えられないままになる。図 6
は、英語話者（語り手）から通訳者を介して日本語話者（聞き手）に伝える場面で、通訳のプ
ロセスと理解率を図示したものである。7 
図 6．通訳のプロセスと理解率 
 
まず語り手は、左の列に示したように、自分の伝えたいたこと意図や思考を考え、それを言
語へと変換する（変換（A））。伝えたいことがあっても、その思いがうまく言語化できない、と
いうことは母語であってもよく生じる。この言語化されたものは、通訳者に伝達されるが（伝達
（B）、通訳者は英語でそれを聞き取り、その意図や思考を理解していく（変換（C））。理解し 
た内容を英語に変換するが（変換（D））、変換（A）と同じように、うまく言語化できなことが起
きてしまう。それを聞き手に伝達する（伝達（E））。聞き手は、聞いた言語から、その意図や
思考を汲み取る（変換（F））。この変換（A）から変換（F）にいたるまでの通訳プロセスの中で、
95%の確率で変換や伝達が行われるとすると、語り手の意図や思考が聞き手に伝えられる
率は 73.5%およそ７割程度となる。変換や伝達が 80%のできで行われると、伝えられる率は
                                            
7 図 6 は、企業通訳に長年携わる野中誠氏とのパーソナルコミュニケーションを通じて得られた情報を、
ご本人に図解していただいたものである。 
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26.2%、およそ 3 割程度なる。要するに、話は半分も伝わらないことになる。 
 通訳を介して伝達を行った場合、3 割～7 割程度の理解しか得られず、その数字は、通訳
者の能力に依存することになる。（8）や（9）のように、片言であったとしても英語を話す企業
担当者が自ら軌道修正することによって、伝達内容は精度が上がる。（10）のように通訳に
全面的に依存した場合には、言語の伝達率が落ちるだけでなく、もう一つ大きな問題がある。
それは、企業担当者とバイヤーの視線が通訳に固定されがちになる点である。図７は、商談
会の一シーンである。 
 
図 7．商談会のシーン 
 
左手前が売り込みをする企業担当者、中央にいるのが海外からのバイヤー、バイヤーのす
ぐ右にいるのが通訳である。バイヤーと通訳が互いに視線を合わせていて、企業担当者は
そのやりとりを聞いている様子である。先に触れたように、最初の印象を与える割合は、身振
りが 55%、口調が 38%で、言葉は 7%である。通訳者に視線が固定されてしまった場合は、
企業担当者が交渉の場にいながら、バイヤーはその身振りを見ることが極めて少なくなる。 
実際に、企業担当者の英語力によって分類した（8）から（10）の三つのパターンの中では、
片言の英語で伝えようとする（9）の身振り手振りが一番多くなる。（8）の英語が話せる企業担
当者が次いで身振り手振りを交えて話をしている。英語力のない通訳頼りの（10）が一番身
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振り手振りで伝達する必要があるが、実際には一番少ないというのが現状である。 
 したがって、交渉の現場に通訳者を入れることで、英語の即時性の問題は解消されるもの
の、依然として正確に伝わるかどうかは、企業担当者の英語力が大きな影響を与えているこ
とが示された。通訳者が入る際に、問題となるのは、それだけではない。通訳の能力によっ
て、伝達率は 3 割から 7 割に落ちてしまう。しかし、能力の高い通訳者を確保すること自体
が非常に困難である。初めて海外進出を目指すような企業が参加する商談会は、大きなイ
ベントの一部に組み込まれていることが多く、プロの通訳者が出払っていることも多々ある。
また、一つの商談会自体で何人もの通訳を必要とするので、プロだけでは足りないこともある。
通訳者の費用に対しても、企業側は安価に押さえたいという思いもある。こうなったときには、
通訳のトレーニングを受けていない、英語が得意な人でまかなうことになる。現地に長年住
む日本人、現地に駐在するビジネスパーソンの妻、日本語に堪能な大学生などである。通
訳者としてのトレーニングを受けていない場合、立ち位置や姿勢を変えるだけで、通訳者に
視線が集中するのを避けることができる、通訳には背景知識が重要になるので事前のリサー
チが相当に必要である、などの基本が共有されないことが起きてしまう。8 観察を続けてい
ると、やはり、企業担当者も通訳の出来具合については、商談会終了後に様々と情報交換
している様子が伺える。ただし、大量に通訳者が動員されるような商談会では通訳者の質を
一定に保つことはそもそも困難という現状を踏まえなければならない。 
 ここまで海外につながる人材は、「読む」、「聞く」、「書く」、「話す」の伝統的な語学力に加
えて、相手と「やりとり」する力を備えていることが理想像であることを示し、その「やりとり」を
する際には、レスポンスの即時性が求められ、その即時性こそが英語を苦手とするビジネス
パーソンの問題となっていることを見てきた。9即時レスポンスができない場合には、細部を
                                            
8商談会が数日間に渡って開催される場合には、通訳担当者を企業に貼り付けて固定すると、通訳者の
学習効果が明確に現れる。四六時中、商談があるわけではない。空いている時間に企業担当者と商品
について質疑したり、通訳しているときに分からなかったことを尋ねたりすることができる。また、バイヤー
さんが「こういうことですか？」と、核心を突く単語を持ち出すこと、絶妙な説明をすることがある。それらの
単語や説明は、次のバイヤーとの交渉時に使うことができる。このような学習が進む環境にあると、日を追
うごとに通訳のレベルは上昇し、円滑な交渉ができるようになる。 
9  ビジネス英語を試験する TOEIC は、企業で幅広く採用されているが、そのスコアは当てにならないと
の批判を頻繁に耳にする。TOEIC でハイスコアを持っている社員を、仕事の現場に連れて行っても、そ
の英語力を発揮できないというわけである。これは、図３の中で、「読む」、「聞く」の受容能力をテストした
ものである。最近では、「話す」、「書く」のテストも開発されて、徐々に普及してきている。これらのテストで
ハイスコアを得ても、「やりとり」に関してはテストされていないので、仕事の現場で英語力を発揮できない
ことは容易に想像できる。「やりとり」ではレスポンスの即時性や臨機応変に対応する力求められるので、
躓いてしまうのである。しかし、このテストが、全く役に立たないかと言うと、そうではない。TOEIC のいず
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電子メールによる確認という回避方法もあるが、電子メールには、相手に印象を伝えるため
に重要な身振りや口調を伝達できないという大きな欠点がある。それに加えて、即時性を損
なうと、商機を逃す、関係構築がスムーズに行かないなどのリスクが高まる。代替手段として
通訳者に介入してもらう方法もあるが、企業担当者が英語を全く使えない場合には、通訳者
の能力次第で伝達率が大きく落ちる危険性がある。とりわけ、バイヤーとのやり取りが実際に
通じているかいなかの評価が企業担当者にできないという問題が残ってしまう。 
 「英語力の問題ではない」、「通訳を使えばいい」と言われてしまう場合もあるが、やはり、企
業担当者にある程度の英語力がないと、ビジネスチャンスを逃す、通訳の能力に成否がか
かってしまうなど、様々なリスクを負うことになる。 
 
４．２．３． 「やりとり」に対するメンタルブロック 
英語力がある程度必要なことを示してきたが、商談会を観察していると、確かに、「やりとり」
が比較的上手く進んでいるのは、必ずしも英語力が高い人だけではないことに気がつく。中
には、通訳を介することなく、どんどん売り込みをかける企業担当者、英語力は決して高くな
いが、身振り手振りを交えながら話しを進めていく企業担当者を見かける。いずれの場合も、
共通するのが、非常に元気がよく、勢いがあることである。いわゆる突破力がある人たちであ
る。この状況は Krashen (1985) が提唱する５つの仮説のうち、「情意フィルター」によって
説明されるだろう。 
動機付けが乏しく、自己評価が低く、不安が強い場合には、情意フィルターが上がり、言
語習得に必要なインプットを妨げるメンタルブロックを形成してしまう。一方、動機付けが豊
かで、自信を持ち、自己イメージが高く、心理的な不安が少ないと、情意フィルターは下がり、
言語習得がうまくいく。突破力のあるビジネスパーソンは、まさに、情意フィルターが低く、メ
ンタルブロックが外れている状態である。 
このようにメンタルブロックが外れた状態にあるビジネスパーソンは、言語習得上、どのよう
な経過をたどっているのか、2 名の企業担当者に聞き取り調査を行った。 
                                            
れの試験においても、制限時間がある。いつまでもゆっくり考えていることはできない。一定の時間内に
正解を見つけなければ、ハイスコアを出すことはできない。実際に、この試験において、ロースコアの人
に尋ねると、「リスニングの選択肢を選んでいる間に、次々と音声が流れてしまう」、「問題を解き終わらな
いうちに終了の時間を迎えた」と答える。このように、即時性はもちろんのこと、受容する能力が低いと、レ
スポンスを出すこと自体が難しくなる。 
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（11） a. 若い時にバックパック旅行をして、各国を巡る中で、色々な人と話をするよう 
になった。 
 b. 海外に友人ができて、継続的に交流して、親密な交流をした。 
 
調査対象が少ないため、内藤・吉田（2006）の中で、インタビューをして英語を活発に使用し
ているビジネスパーソンの経験も並べてみる。 
 
 （12） a. 英語が嫌いであったが、英語の必要を感じて半年留学をした。そこで、英語を使 
うことで英語を覚えた。 
 b. 大学の英語の授業がネイティブで、擬似的に会社を作り、そこで英語を使う 
   経験をして、上手くいったことが嬉しかった。 
 c. 駐在する中で、英語学校に通ったが、現地の生産者の人と交流した。 
 
ここで注目したいのは、この（11）から（12）に示したビジネスパーソンは、長期の留学や海外
駐在をしなくても、情意フィルターが低い点ある。このビジネスパーソンに共通するのは、英
語を学習しただけでなく、実際に使ってみて、英語を駆使することで外国人との交流を成功
させた人、「英語が通じた」という経験を持つ人たちである。いずれも、若いときの経験として、
「つたない英語でも何とかなる」という経験をした人たちであった。10 
 CEFR の全体的尺度は、A レベルの基礎的言語使用者、B レベルの自立した言語使用
者、C レベルの熟達した言語使用者の３つのレベルに区分され、各レベルは A1、A2、B1、
B2、C1、C2 のように２つのレベルに分かれているので、合計 6 レベルに分けられている。
「やりとり」に関しては、実は、基礎的言語使用者の低レベルの A1 にもある。「相手がゆっく
りはっきり話し、いつでも手助けをしてくれるならば、簡単なやりとりができる」と記述されてい
る。「聞く」、「話す」の技能が基礎的なレベルにあったとしても、若い時に通じたという成功体
                                            
10 ここでは「若いとき」とあえて限定した。（11）～（12）で取り上げた人たち、また、業務で英語を十分にこ
なしている人たちは、共通して、大学生までの時期、遅くても 20 代前半に、英語を初めとした外国語で
交流を成功させた経験を有している。海外展開を図る企業の中には、30 代以降で商談会の経験を積む
などしているが、情意フィルターが上がったままで、英語が上達するプロセスに入れない人が散見され
る。 
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験からくる自信、商品を海外展開させるという強い動機などがあれば、11情意フィルターは低
くなり、短い期間でも商談会に必要な英語を習得して行く。細かな内容は通訳を呼べばよい
という手助けがあれば、簡単なやりとりは可能になってしまう。 
 ここまで、即時レスポンスと、メンタルブロック（情意フィルター）に触れてきたが、その議論
をまとめると、海外でつながる人材の現実を踏まえた目標に関しては、以下の図 8 のようにま
とめることができる。 
 
図 8．海外展開を担うグローバル人材の目標 
 
図 3 は、社会人スキルを土台として、ビジネス相手との「やりとり」、「発表」、「書く」、「聞く」、
「読む」のみであった。この節では、メールなどに頼らない、直接対話や電話での「即時レス
ポンス」の必要性と、やりとりする際の「メンタルブロックを解消する経験」の必要性を示したが、
この 2 項目を加えたのが図 8 となる。 
 これら図 8 で示された各要因を考慮しつつ、商談会に参加している企業担当者の状況を
まとめたのが、表2である。表2ではこれまでの議論を踏まえて、企業担当者の英語レベル、
                                            
11 バイヤーの側からしばしば耳にするのは、「様子を見れば、商品を本気で売る気をしているかどうかが
すぐに分かる」という指摘である。これは、貿易セミナーで講師を務める、アドバイザーやバイヤーが共通
して触れる点でもある。 
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即時レスポンス（即レス）の可能性、メンタルブロック（障壁）の有無、英語学習の背景（背景）、
通訳の必要度に基づいてまとめた。なお、英語レベルに関する CEFR の指標は表 3 の通り
である。12 
 
表 2．CEFR のレベルと各要因 
企業担当者の英語レベル 即レス 障壁 背景 通訳 
自立した英語使用者：B1～B2 可能 なし 留学 不要 
基礎的英語使用者：A2 概ね可能 なし 集中学習 大事な場面で必要 
基礎的英語使用者：A1 多少可能 なし 通じる経験 ポイントごと確認必要 
入門期英語使用者：PreA1 専門単語 なし/あり なし 依存 
英語不使用者 不可能 あり なし 全面的に任せる 
 
表 3．CEFR のレベルと尺度 
レベル 全体的尺度 
B2 母語話者との通常のやりとりが、互いに負担なく、ある程度流暢かつ自然にできる。 
B1 地域を旅行している間に起こる可能性のあるたいていの状況に対処することができる。 
A2 身近で日常的な事柄についての簡単で直接的な情報交換を必要とするような、単純で決まりきったタスクにおいて意思疎通ができる。 
A1 相手がゆっくりはっきりと話し、いつでも手助けをしてくれるならば、簡単なやりとりができる。 
PreA1 基礎的な語句を使って自分の要求を伝えることができる。また、必要があれば、指さししながら自分の意思を伝えることができる。 
 
これらのレベルと海外展開の度合いには、ある程度の相関がある。パートナー企業が、ロー
カル企業の場合は、その交渉に B1 レベル以上の英語力が要求される。パートナー企業が
ローカル企業であっても、日本語が通じる経営コンサルタント、公的機関の支援があれば、
多少英語力が落ちても大丈夫である。しかし、ローカル企業と直接結びつかない場合には、
輸出規模はどうしても小さくなりがちである。また、英語力の度合いによって、商談会期間中
                                            
12 表中の PreA1 レベルは、CEFR にはないレベルである。これについては、投野(2013)に示されてい
る、CEFR の日本版である CEFR-J からの引用である。CEFR の全体尺度については、和田(2013)を
使用した。 
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に収集できる情報量にも差が出てくる。ある程度の英語力を有する場合、通訳を適切に活
用できる場合には、期間中にも、関係機関に連絡を取り、販路開拓のチャンスを狙うことが
可能となる。 
以上の状況を踏まえて、英語レベル別に、その後の予想される展開を見ていくと、以下の
ようになる。B1～B２の自立した英語使用者レベルにある企業担当者がいる企業に関しては、
公的機関がサポートする商談会を利用したとしても、直ぐに、外部のサポートを得ながら独
自ルートを切り開いている。A2 レベルにある企業担当者がいるところは、商談会などを通じ
て、現地の様子を把握し、公的なサポートを得ながら販路を切り開いていく。A1 レベルの企
業担当者がいるところは、商談会での経験を積む中で、現地の様子を知り、小規模ながらも
販路を切り開いていく。PreA1 レベルの企業担当者がいるところは、タイミングよくバイヤー
を見出すことがあれば、フェアなど輸出など小規模でスポット的な輸出の道がある。英語力
がない企業担当者の場合は、優秀な通訳との出会いがある、現地のニーズにかなう商品が
ある、そして、経験を積み重ねる、というプロセスを経て、輸出へとつながっていく。13 
 適切なディーラー、ディストリビューター、パートナーとつながることで輸出にこぎつけるよう
な海外展開の最初の段階にある企業は「海外につながる人材」が必要とされるが、ここまで
はその人材の資質や特徴について論じてきた。社会人としての基礎的な能力があることを
前提として、「読む」、「書く」、「聞く」、「話す」の 4 技能に加えて、異文化を理解するための
「やりとり」ができる人材が理想像となる。しかしながら、「やりとり」を成功するためには、即時
のレスポンスをすることが必要となる。自立した言語使用者のレベルに達していない場合に
は、通訳が必要となるが、通訳の利用にもある程度の英語力が必要である。また、基礎的な
言語使用者であったとしても、メンタルブロックがない場合には、「やりとり」に積極的に参加
することが可能になる。「ビジネス英語が使えるとは、どのような状態であるか」という疑問に
関しては、以下のようにまとめることができる。英語力の不足がもたらすビジネスリスクを避け
つつ海外展開していくためには、言語使用上のメンタルブロックがない心的状態にあり、商
品特徴については専門的な英語表現を知り、場合によっては通訳の助けをかりつつも自ら
大まかなやりとりができる状態が必要となる。 
                                            
13 これはあくまでも大まかな目安であり、商談会の盛況ぶり、商品力、時期、パートナー企業、支援の受
け方、など様々な要因で変化する。 
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第５章では、海外進出し、輸出展開をしていく上で活躍する人材が、即時レスポンスがで
きないとビジネス上の不利益を被ること、積極的にコミュニケーションをとる人材は、若い時
に海外の人と何らかの形で通じたという経験を持っている。時折、通訳の手を借りながら、あ
るいは、大方のことができるようになるレベル、CEFR のレベルで言うと、A2-B１に達するた
めにはどのような英語の学習が必要だろうか。本章では、ビジネス英語が使えるようになるた
めには、何を学習するべきかについて議論して行く。 
 
５．１． ビジネスパーソンの学習時間 
 アメリカの国務省にある外務職員局（Foreign Service Institute: FSI）では外交官を育
成するが、日本語は、中国語、韓国語、アラビア語と並び、最難関語に分類されていて、日
本語はこのカテゴリーの中でもとりわけ難しい言語に位置づけられている。比較的英語に似
たスペイン語の場合、習得までの学習時間は、575～600 時間程度であるが、同じレベルに
達するために、日本語の場合は、2,200 時間以上学習しなければならない。 
日本のビジネスパーソンが、中学高校で英語を学習するのはどのくらいだろうか。現在の
中学生、高校生は、表 1 と表 2 の学習時間で、中学生のときに合計 262.5 時間、高校生
のときには職業高校で 58.3 時間、いわゆる進学校で 437.5 時間である。6 年間の合計の
学習時間は、320～700 時間程度にしかすぎない。 
 
表 1．中学校英語学習時間 
1 週 1 年 総学習時間 
3 単位 35 週 
262.5 時間 
150 分 87.5 時間 
表 2．高等学校英語学習時間 
科目名 単位数 学習時間 総学習時間 
OCI or 英語Ⅰ 2 単位 or 3 単位 58.3 時間 or 87.5 時間 
58.3 時間 
～ 
437.5 時間 
OCII  or 英語 II 4 単位 116.6 時間 
Reading 4 単位 116.6 時間 
Writing 4 単位 116.6 時間 
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FSI の研修は、集中的に行うのに対して、中高生は１日あたり、30 分から 50 分程度の授業
にしかならない。もちろん、日本人ビジネスパーソンが外交官レベルに達する必要は全くな
いが、中高生の通常のカリキュラムではいかにも少ない。 
 それでは一体どのくらいの学習時間があれば、CEFR の A2～B1 に到達するのだろうか。 
The association of language tester in Europe (ALTE)は、各種言語試験を実施してい
る組織であるが、"Introductory Guide to the Common European Framework of 
Reference (CEFR) for English Language Teachers” の中で、CEFR の各レベルに必
要な学習時間、Guided learning hours（レッスンと課題の両方を含む） を表 3 のように定
めている。 
 
表 3．ALTE の Guided learning hours 
CEFR Level Guided Learning Hours 
C2 Approximately 1,000-2,000 
C1 Approximately 700-800 
B2 Approximately 500-600 
B1 Approximately 350-400 
A2 Approximately 180-200 
A1 Approximately 90-100 
 
A2 から B1 レベルに達するには、180～400 時間を必要とする。中高生の学習時間が、320
～700 時間であるので、時間だけを見るならば、何か特別なことをしなくても B2 に達してい
るビジネスパーソンがいてもおかしくない。実際に、海外に留学していたわけでもないのに、
英語を使えるビジネスパーソンは存在する。C レベルの熟達した言語使用者に達するのは
難しいとしても、自立した言語使用者である B レベルに到達することは、日本の英語学習の
枠組みで可能である。ただし、こういう B レベルに達する人たちは、英語学習に興味を抱き、
予習復習、カリキュラム以外の英語に触れる機会を意識的に設けた人だろう。そのような人
たちは全体から見ると小数派であり、現実問題としては、A1 レベルがようやくというのが実情
である。日本人の場合は、A1 よりも低いレベルが多数存在するため、投野（2013）が示した
CEFR-J では、A1 のレベルが、A1.2、A1.1、Pre A1 とさらに区分されているのである。英
語に特に興味もなく、平均一日 30 分～50 分の授業だけの勉強時間では、この ALTE が
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示す GLH の時間にはカウントされないというのが実際であろう。 
 ビジネスパーソンに関する英語学習の事情については、ほとんどデータがないので、イン
ターネット調査を実施している。調査の概要は以下の通りである。調査に使用したアンケー
ト票は付録５として、その単純集計結果は付録６として収録した。 
 
 （1） 調査実施時期： 2008 年 3 月 13 日～2008 年 3 月 27 日 
調査対象： インターネット調査会社に登録のモニターで英語を使用する人 
回答数： 501 人 
内訳：  毎日（週５～７回）使用 155 名、週数回（週２～４回）使用 128 名、
月数回（週１回）使用 156 名、年数回使用 62 名 
 
この調査はビジネスパーソンが英語の基礎力をどのように捉えているかを調査するという大
きな目的があったが、ここでの議論に関係する質問は以下の２点であった。 
 
 （2）英語の基礎力を身につけるためには、どのくらいの英語学習がいつの時期に 
必要だと思いますか。 
 
この質問に関しては、「頻度」と「1 回あたりの学習時間」を選択式で選んでもらった。以下は
クロス集計した結果であるが、集計には、年数回使用のまれにしか使わない 62 名を除外し、
週 1 回以上英語を使用している人に絞っている。また、年数回の英語学習と記した人は 5
名いたが、いずれも 1 時間以下に印をつけていた。年数回の 1 時間以内の英語学習で基
礎が身につくことはないので、これらの回答は集計には入れていない。 
 
表 4．英語を使用するビジネスパーソンが考える、基礎力を身につけるための学習時間 
  15 分 30 分 1 時間 2 時間 3 時間以上 合計 
毎日 54 101 84 17 7 263 
週 3 回 6 58 66 15 6 151 
週 1 回 1 4 7 5 3 20 
合計 61 163 157 37 16 434 
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この調査の結果によると、毎日の学習を 30 分するのが最も人数が多かった。次いで、毎日
の学習を１時間する人である。全体的に毎日と回答する人が多く、学習時間としては、30 分
から１時間が多いことが分かる。1 週間あたりの学習時間として平均を出すと以下の通りであ
る。 
 
 （3） 基礎力を身につけるために必要な平均学習時間、週 3.5 時間。 
 
週 3.5 時間というのは、週を 5 日と計算した場合、1 日あたり 42 分である。これは中学生、
高校生の授業学習時間の 30～50 分の中に収まり、急激な学習効果は期待できないかもし
れないが、ビジネスパーソンにとっては、無理のない程度の学習時間ではあるかもしれない。
CEFR の A2～B1 に達するためには、Guided Learning Hours によると 180～400 時間
である。中学高校時代の英語を覚えているかもしれないが、短期集中の勉強ではないため
に、GLH の時間をそのまま基準にして計算する。週 3.5 時間のペースで学習した場合、A2
に達するには約 51 週、B1 に十分に到達するためには、114 週必要となる。すなわち、毎
日 45 分程度の勉強をしても、通訳がなくてもどうにかやっていけそう、というレベルに達する
には 1～2 年は必要となる。 
 無理な数字ではないが、日常業務を抱えるビジネスパーソンにとって、45 分程度とはいえ
かなり厳しい数字ではないだろうか。第 3 章に示したとおり、北海道の場合、英語を今後必
要とするような職場にいる場合、英語研修といったような職場からの言語的支援はほとんど
なく、個人学習しかないのが現状である。しかし、実際には、「英語の基礎力を身につけるた
めには、どのような方法が良いと思いますか。以下の中から 4 つ選んでください」という、学
習方法に関しては、個人学習以外のところが良いと考えている人の割合が高い。図 1 の「海
外で生活する」で始まる 4 項目は、留学や語学スクールが良いとする人たちで、4 割に達す
る。「英語に力を入れた学校教育を受ける」で始まる 5～8 項目は、仕事を始める前の英語
教育が良いとする人で、2 割程度である。「対話を通じて学ぶ」で始まる 9～11 項目は、学
習スタイルとしてだれか他の人がいたほうがいいとする人たちである。ここまでは、個人学習
を選択しなかった人たちである。「自学自習で学ぶ」で始まる 12～16 項目目は、個人的な
学習でできることを良いとした人たちで、1～2 割いる。最後の「日常的な反復練習をする」
で始まる 17～18 項目は、勉強の仕方についてである。 
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図 1．英語の基礎力をみにつけるための方法 
 
以上の結果を見ると、自学自習で学ぶのがいいと考えているのは２割程度である。実態とし
ては、8 割の人たちは自分で学ぶのは難しく、留学、スクール、学校教育に頼った状況であ
る。 
 
図 2．業務で使う英語の習得方法 
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しかし、「業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。以下にあげるそれぞれの方法に
ついて、学習要因としての影響度をお答え下さい」という、実際に覚えた方法を尋ねると、個
人的な学習が圧倒的に多い。個人学習、市販の書籍による学習が割合としては高く、次い
で、仕事をする中で学ぶ OJT（On the Job Training)や業務用の書類である。5 割の人た
ちは、学校教育が基礎となっている様子を示している。また、実に、8 割は職場が提供する
ものの恩恵を受けていない実態が分かる。 
以上をまとめると、通訳を使わずにどうにか独り立ちするレベルに達するには、1～2 年間
毎日 45 分程度の学習時間を要する。この学習方法については、8 割の人が外からの助け
を借りて学びたいという状況であるが、現実問題としては、8 割の人は個人学習や OJT の
中で学んでいる。ビジネスパーソンにとっては、負担感の強い学習量もある一方で、職場や
日常を考えると、何らかのスクールに通える状況にもない、というのが実情だろう。学校教育
でしっかりと基礎を積むことができた２割程度の人はどうにかなるが、それ以外の人は現状
を打破したくても、できないような状況に陥っていると推測される。従来のやり方では、どうに
もならない、というのが実態だろう。 
 
５．２． 学習目的の明確化、発想の転換、そして、焦点化 
 前節での分析では、ビジネスパーソンの置かれた状況を踏まえると、負担の大きな学習量
をこなさなければ、海外につながる人材として、独り立ちに向かうことは非常に難しいことが
分かった。負担を減らすためには、まずは学習の目的を明確化すること、そして、情報の出
し方に関して、発想を転換し、焦点を絞ったやり方をしなければならない。 
 まず、目的の明確化である。中学・高校の英語教育、受験英語、そして、大学英語教育の
大半が、特定の目的を持たない一般英語である。汎用性が高い学習方法であるが、英語の
実力を向上させるためには、どうしても多くの学習時間が要求される。このような英語教育に
一度躓くと、興味関心を失うことが多く、再び学習へと向かうのが難しい。日本では、1990
年代以降に一部の大学で導入され始めたばかりで、それほど普及していないが、従来の英
語学習に躓いた学習者にとっても入りやすいアプローチがある。冒頭の第１章で本研究の
枠組みとして提示した English for Specific Purposes（ESP） である。学校教育で基礎力
を養成することができなかった学習者にとって、専門的な背景や知識を活かすこと ESP の
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アプローチは馴染みやすい。学校教育で英語が伸ばせない人たちにとっては、当時を髣
髴させるような、受験英語や一般英語、また、目的がビジネスとはかけ離れた一般的な内容
の英会話は、モチベーションを持ち続けるのが難しい。特に、今回の試算では、１～２年と
いう長期の学習となる。いかにビジネス目的と英語学習が近い関係にあるかがモチベーショ
ンを持ち続ける鍵となる。 
 第１章では、ESP の言語教育・研究のスタートは、ニーズ分析にあることを見た。そこでは、
ニーズ分析の対象がディスコースコミュニティーであることを指摘した。学習者は、そのディ
スコースコミュニティーで取り交わされている言語を学ぶが、その言語にはディスコースコミュ
ニティー固有の体系的な特徴を持つ。この体系的な特徴を有しながら取り交わされるテキス
ト（話し言葉、書き言葉）はジャンルと呼ばれている。（Noguchi (2007, 2008, 2010), 
Swales (1990, 2004)を参照）。Noguchi (2008)は、このジャンル・テキストの持つ特徴を以
下の図３のようにまとめている。 
 
図 3．ジャンル・テキストの特徴 
 
Form は、このジャンルを認識させる言語の総体である。Substance は、ジャンルが伝える
情報である。Action は、テキスト全体が社会に与えるインパクトである。この３つの特徴を兼
ね備えたものがジャンル・テキストである。どれか一つでも欠けるならば、意味あるジャンル・
テキストと言えない。学術論文を例に取ると、論文の書き方に問題がある場合、すなわち、
Form が損なわれている場合、どのように立派な研究内容があっても、分野へのアピールが
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あっても、論文の読み手には伝わらない。論文の内容に問題がある場合、すなわち
Substance が損なわれている場合、たとえば、捏造論文がその一例となるが、論文の形式
が整えられ、伝えようとしている内容に社会的なインパクトがあっても、論文としては認められ
ない。論文の社会的なインパクトがない場合、すなわち、Action が損なわれている場合、論
文の形式が整えられ、研究の内容があったとしても、論文の価値はなくなる。 
この３つの要素はどれも欠けてはならないものだが、ESP のアプローチでは、特に、この
Form を扱うことになる。Form では、語彙的（lexical）、文法的（grammatical）、情報的
（rhetorical）な要素を扱う。商品説明であれば、商品を売るという Action を目指して、商品
という substance を説明するが、関係する単語、その単語を結びつけた文、そして、その文
をどのような情報の配置で説明して行くかが鍵になる。「英語を学習する」と言ったときに、単
語を覚えるとか、単語と単語を繋ぐ文法を覚える、ということに終わりがちだが、ESP のアプ
ローチでは、ジャンルの概念を学び、情報を伝える際に、そのディスコースコミュニティーで
共有されている情報の効果的な配置について、その特徴を分析し、情報の発信、受信に生
かすことになる。学習者は、実務上の経験や知識があるので、それをフルに活用することが
できる。このジャンルは、ディスコースコミュニティーに存在するものなので、結局は実務に
即したものを学ぶことでしか、この ESP アプローチは成立しないのである。このように ESP
アプローチを導入することで、学習の目的が明確され、高いモチベーションを持ちつつ学習
するならばその効果も上がるだろう。 
次に、ESP アプローチのジャンルにもつながることだが、情報を伝達する際に、自分が伝
えたい情報を伝えるという発想を捨て、相手の欲しい情報だけを与えるという発想の転換が
大事である。贔屓にしてもらっている顧客に対して、営業をするときに、「新しい商品をお持
ちしました」とスタートさせるよりも、「何かお変わりはございませんか」と尋ねた方がいい。営
業する側にとっては、新商品を買って欲しい、ということだが、その新商品が相手のニーズ
にかなうものであるかどうかは不明である。むしろ、顧客の日常生活で「変わった点」があれ
ば、そこには今まで買ってくれなかた商品のニーズがあるかもしれない。商品を買っていた
だくというビジネス目的の可能性は、相手の欲しいものを探り、相手の必要を知るための質
問の方が広がりをみせる。 
言語資料を集めるため、製造業の海外駐在員が現地の工員と会話で上手く伝わらなか
った場面について、メールで教えていただいていた時の事である。こちらからは、そのような
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困難な場面でどのような英語表現をすればよいのかを提案する、という形でメール交換が繰
り返された。一定のやりとりがされたときに、駐在員から次のように言われた。 
 
（4） 日本語を直訳しても…英語にならないのですね。馬鹿丸出し（でも、意外に重
要？）ですが、翻訳ソフトが使えないのはそのためだって気づきました。今まで日
本語の文章を一生懸命英語に並び変えて話そうとしてたけど、その言い方が英語
にない場合があるので、英語の言い方をしなきゃいけないんだってことに…34 年
生きてきて初めて知りました。目からウロコです。英語の色んなパターンの回答を
教えてもらっていて、聞き手（相手）がどんな表現だったらわかるだろうかって思う
気持ちが、強いからわかりやすいんだろうな…なんて、ふと思いました。 
 
こちらとしては、現地の様子、工場の様子、工員の様子、駐在員との関係が分からないため
に、一つの表現ではなく、駐在員の意図することが伝わりそうな表現を三つは並べて選択し
ていただくという安全策を取っていた。この駐在員は、そこから、日本語で表現された自分
の言いたいことではなく、相手が分かる英語で、相手に必要な情報を与える必要性に気が
ついたというわけである。 
 これは日本人ビジネスパーソンが現地の人に寄り添った形であるが、その逆が起きることも
ある。ある一定の年齢を超えた研究者が海外へ長期研究に行ったときによく耳にする話で
ある。「自分の英語は１年いても全然うまくならなかったが、ラボの人たちが日本語訛りの英
語に慣れてくれて、困らなくなった。むしろ、買い物をして、地域の人とお付き合いするほう
が難しかった」という体験である。研究室というディスコースコミュニティーの中で、ラボの人
たちが相手である日本人研究者の欲しい情報を理解し、タイミングよく出してくれるようにな
ったので、コミュニケーションが成立したのである。 
 もちろん、ここで問題となっているのは、第 1 章で示したように、輸出を目指してディーラー
やディストリビューターへとつながり、販路開拓、拡大を目指す、「企業のグローバル化の第
1 段階」の企業である。企業担当者が自分の伝えたい情報を話す、あるいは相手に自分の
やり方に慣れていただく、ということではなく、相手のニーズ、欲しい情報に集中することで、
少ないコミュニケーションでビジネス目的に近づくことができる。 
 ESP アプローチの導入によって、学習の目的を明確化する重要性、発想を転換して、自
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分の伝えたい情報ではなく、相手の欲しい情報に着目して、情報を出すことの重要性を見
てきた。英語学習の効率化を図るために、また、即時レスポンスを可能とさせるために、三つ
目の留意点として、やりとりする情報を絞り込むための学習をしたい。即時性のあるレスポン
スをするために必要なのは、相手の出方を予め予測し、不意を突かれる、想定外の質問を
される、という事態を予め回避することである。商談会、また、その後に取り交わされるメール
でのやりとり、引き合いメール、いずれも、それほどバリエーションがあるわけではない。これ
はディスコースコミュニティーのジャンル・テキストの特徴でもある。イベントは何度も繰り返さ
れて、陳腐化していく。どのような流れで、どのような説明が求められるのか、予め想定して
おきたい。また、やりとりをその定石パターンへと導くことで、やりとりの効率化も図りたいとこ
ろである。 
 
５．３． ESP 型の学習モデル 
 前節では、限られた時間とリソースの中で、いかに学習効率を上げるかを見てきたが、
ESP のアプローチを導入することで学習する目的を実務に即して明確にすること、情報の
伝達を相手のニーズにかなうものに絞り込むこと、そして、相手の出方や発話を予測するこ
とで即時レスポンスを心がけるべきことを指摘した。それでは、このような考え方を第 4 章で
見てきた図 8 のモデルの中に組み込んでみることにする。比較のため、図 4 として再掲した。 
図 4．海外展開を担うグローバル人材の目標 
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図 5．海外展開を担うグローバル人材の学習モデル 
 
図4においては、ボーダレス社会において英語を駆使して働くとき、従来の「読む」、「書く」、
「聞く」、「話す」の４技能に加えて、ビジネスパーソンの場合は、「通じた」という経験に裏打ち
された「メンタルブロックの解消」、そして、ビジネスリスクを避けて、関係構築のためには、
「やりとり」における「即時レスポンス」が大切であることを示している。しかし、この章では、
「読む」、「書く」、「聞く」、「話す」の 4 技能という従来の一般英語全体を鍛えるのではなく、
学習の目的を明確化することが重要であることを見てきた。海外の市場開拓、拡大するビジ
ネスパーソンにとっては、海外市場に所属するビジネスパートナー、ディーラー、ディストリビ
ューターと関係を構築し、ディスコースコミュニティーに参加し、商品や製品を売るという
Action につながることがビジネス目的となる。単に、英語を話せるようになる、ということは目
標にはならない。むしろ、ここで求められているのは、Action に必要な「情報」、すなわち
Substance の「やりとり」が必要になる。 
四角で囲まれた学習事項を上から順番に見て行く。交渉から商品の納入と集金までの一
連のプロセスの中で、時は常に限られている。発信すべき情報は、自分が提供したい情報
ではなく、基本的に「相手が必要な情報」を出すことが欠かせない。そして、「即時レスポンス」
を行うためには、情報を受信させる際には、相手の要求を可能な限り、予測することが大切
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になる。その予測を可能とするのが、ジャンルという概念である。ディスコースコミュニティー
で取り交わされる言語は、繰り返される中で、一定のパターンに落ち着き、情報のやりとりが
徐々に効率化されていく。その効率化されたパターンを事前に分析し、学ぶこと、事前の準
備が即時レスポンスへとつながる。平たい言葉を使って一言で表すならば、相手の出方を勉
強することである。これらのやりとりに踏み出す要因として大切になるのが、「通じる」という経
験を通じて、メンタルブロックを外すことである。実務的な英語をこなしていくためには、この
経験は可能な限り、早い段階で得たい。そして、最後に位置づけられたのが、基礎的な事
項である。ただし、これも従来の英語教育や受験勉強とは異なる。あくまでも、目的を絞った
もので、ディスコースコミュニティーに使用される、単語、発音、文法ということになる。 
図 5 の中で階段状に示された学習項目の「必要最低限単語・文法・発音」、「通じたという
経験」、「相手が必要な情報提供」、「受信情報の流れを予測」は、おおよそ、第 4 章で示し
た「企業担当者の英語レベル」の CEFR のレベルに対応している。ここでは表 5 として再掲
した。 
 
表 5．CEFR のレベルと各要因 
企業担当者の英語レベル 即レス 障壁 背景 通訳 
自立した英語使用者：B1～B2 可能 なし 留学 不要 
基礎的英語使用者：A2 概ね可能 なし 集中学習 大事な場面で必要 
基礎的英語使用者：A1 多少可能 なし 通じる経験 ポイントごと確認必要 
入門期英語使用者：PreA1 専門単語 なし/あり なし 依存 
英語不使用者 不可能 あり なし 全面的に任せる 
 
「必要最低限の単語、文法、発音」は、入門期の英語使用者 PreA1 である。通訳に依存す
る段階ではあるが、ビジネスの核心を突くキーワードを提示することで、相手の注意を通訳
から自らに引き寄せることができるステージである。そして、「通じたという経験」は、この「必
要最低限の単語、文法、発音」があればどうにかなることを知り、メンタルブロックが外れた段
階である。CEFR の基礎的使用者 A1 に相当する。大方の対話が可能としても、細部やポイ
ントごとに通訳を通じて確認する必要があるステージである。次の「相手が必要な情報の提
供」をするは、基礎的英語使用者 A2 である。自分のことから、相手のことへと配慮できる余
裕ができて、ビジネスの重要ポイントについてことを進めていくことができる。また、それに必
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要な英語表現も身に付けた段階である。ただし、行き違いのないように、大事なポイントでは
通訳などを通じて確認が必要となるステージである。そして、最後の「受信情報の流れを予
測」は、通訳が不要となる、自立した英語使用者 B1 である。相手の出方を知識として知り、
齟齬が生じないように自ら注意しながらやりとりをするステージである。以上のモデルの大枠
を踏まえて、それぞれのステージにおいて、何を教えるのか、何を学習するのかを詳しく見
ていく。 
 
５．３．１． 必要最低限の単語・文法・発音 
英語の使用者となるためには、何らかの基礎が必要となる。ある人は、机上の勉強ではな
く、子供が言語を習得するように、英語を使う環境に身を置き、四六時中英語に浸るイマー
ジョンのような学習が向いていると言うだろう。実際に、成人後も、たくさん使うことで、ネイテ
ィブのように流暢な英語を獲得する人もいる。しかし、日本のビジネスパーソンの場合は、既
に見てきたように、英語漬けになる環境に身を置くことは難しい。そればかりか、現実問題と
しては、1 日 45 分程度の英語学習時間を確保することさえ難しいのである。相手にどうにか
通じる必要最低限の産出能力を身に着けることが当面の目標である。 
本章の冒頭で取り上げた（1）の調査では、単語、文法、発音が英語の基礎力としてどの
程度重要であるかの質問をしている。調査の結果は、以下の図 6 の通りである。 
 
図 6．英語の基礎力としての重要性 
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単語に関しては、「重要」との回答が５割を超えて、「どちらかというと重要」をあわせると実に
9 割を超える。文法と発音に関しては、ほぼ同様の傾向で、「重要」との回答は２割に留まる。
「どちらかというと重要」との回答を併せても 6 割程度である。この文法と発音の重要性は、
「リスニング」、「リーディング」、「スピーキング」、「日常会話」、「ライティング」の「重要」が 3 割
～4 割、「どちらかというと重要」が 8 割から 9 割弱という結果と比べても、重要性が比較的低
い。  
情報収集や電子メールが中心の英語使用の場合は、それほど難しい文法が要求される
わけでもない。高度な交渉をする、契約書などの高度なドキュメントを取り扱うことがなければ、
比較的平易な英語が使われているのが実態である。発音に関しては、取引の中心がネイテ
ィブスピーカーの多い北米からアジアへと移行していることも関係しているのだろう。世界的
に見ると、英語使用者のうち、いわゆるネイティブスピーカーの割合は 2 割にしか過ぎない。
英語を公用語とする人の割合が 3 割、そして、英語を外国語として使用する人の割合は 5
割に達する。Crystal (1997)、Jenkins (2007)、Kachru, Kachru and Nelson (2009)、
Murata and Jenkins (2009)、本名(2013)に代表される研究の中では、英語はもはやネイ
ティブスピーカーのものではないとされ、English as a Lingua Franca、English as a 
Global Language、English as an International Language、World Englishes など、
呼び名、細かな定義や区分は違うものの、それぞれのスピーカーの母語の特徴を認めてい
くというのが世界的な潮流である。定、不定や単数、複数形の区別がされない、主語と（助）
動詞の人称が合致しない、時制や態の体系が簡素化されている、語順が母語に類似するな
ど、かつては文法的に誤りとされていたものを、修正することなく、そのまま受け入れるという
考え方である。実際に、ビジネス上取り交わされている電子メールを読むと規範文法から逸
脱したセンテンスが散見される。特に、アジアで取り交わされている電子メールを見ていくと、
外国語として英語を使う人たちの間で、日本人の書く英語が下手ということはない。むしろ、
かなり正確に使われているとの印象を抱く。発音に関しても、th、f、 v などの発音ができな
い、r、l を区別しないなど、日本語話者には日本語話者の、たとえば、中国語話者であれば
中国語話者の特徴をそのまま受け入れるというのが潮流となってきている。実際に、シンガ
ポールや香港のビジネスシーンに赴くと、日本人の英語、シンガポール人の英語、インド人
の英語、マレー人の英語、中国人の英語、アメリカ人の英語、イギリス人の英語と実に多様
性富んだ英語が聞こえてくる。グローバル企業のテレビ会議の録音を聞いても、各国の訛り
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ある英語が飛び交っているのが現状である。 
以上を踏まえると、ビジネスの初期段階においては、義務教育である中学レベルで学ぶ
英語と発音の知識があれば十分と言えるだろう。図６で示した単語については、英語の基礎
を身につける上で、重要度が高いとされているが、どのくらいの語彙数が必要だろうか。 
 簡素化した英語で広く知られているのは、アメリカの国営放送の Voice of America の 
Special English だろう。ニュースで使用する基本単語は、1,500 語に絞込んでいる。この
基本語に専門用語を付け加えることですべてのニュースを報道している。文法もシンプル化
されている。ネイティブのアナウンサーがニュースを読み上げるが、ネイティブのスピードの３
分の２程度まで落とされている。近年では、文法や単語、発音を簡素化した英語として、グロ
ービッシュ、ベーシック・イングリッシュなどが提案されている。特に、グロービッシュは英語の
ニーズが明確になったこの数年で急に関連書籍が書店の棚を飾るようになった（阿部川
（2011）、ネリエール・ホン（2011）、グローバル人材開発（2011）、関口（2011）など）。グロー
ビッシュでは、シンプルな文法を使い、発音はアクセントに重きを置き、1,500 語の単語で難
しい概念も説明する、というものである。英語の学習辞典としては、ロングマン現代英英辞典
やコウビルド英英辞典が良く知られているが、ロングマン現代英英辞典（４訂新版））では
10.6 万の収録語を 2,000 語で、コウビルド英英辞典（第３版）では 11 万の収録語を 2,500
語で、それぞれ定義していることを考えると、1,500 語から 2,500 語で大半の物事が表現で
きるというのは現実的数字と言えるだろう。 
 学習者が学ぶべき語彙数に関しては、Nation (2001)の研究が良く知られている。Nation
は、語彙を  1) 高頻度語（high-frequency words）、2)アカデミック用語（academic 
words）、3)専門的低頻度語（technical and low-frequency words）に分けていて、高頻
度語の確実な学習が必要と述べている。経済学のテキストのような高度な書物であっても、
高頻度語の 2,000 語でテキスト全体の 82.5%がカバーされる。会話の場合は、最初の
1,000 語で 84.3%、次の 2,000 語で 90.3%がカバーされる。1 
投野(2013)ではCEFR-J Wordlistが提示されているが、以下の表６のようになっている。 
  
                                            
1 Nation (2001) によれば、文章内容を理解するために、単語のカバー率は 95%が必要としている。 
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表 6．投野 (2013) の CEFR-J Wordlist 
CEFR レベル PreA1/A1 A2 B1 B2 
単語数 1,000 語 1,000 語 2,000 語 2,000 語 
 
投野は、A2 までの 2,000 語というのは学習指導要領でいえば高校２年生修了程度であり、
受容語彙としては可能でも、発表語彙としての 2,000 語を駆使できる学習者は稀と指摘して
いる。そして、この 2,000 語の攻略が当面の目標であるとしている。この 2,000 語というのは
Nation (2001)とも合致する数字である。2 
Nation (2001)と投野(2013)が一般英語について述べているのに対して、中條（2005）は、
ビジネス英語に特化したコーパスを作成して、ビジネス英語に必要な語彙を推定している。
中條は、まず、British National Corpus（BNC）の高頻度語リストを作成した上で、ビジネ
ス関連テキストで用いられている語彙の 95%をカバーするために必要な、このリストの単語
数を調べ、テキストの水準を調査した。BNC から取り出したビジネス関連の話し言葉（ビジネ
ス会議、相談、インタビュー、プレゼンテーション）では、1,871 語、TOEIC の試験では、
3,714 語、NHK のビジネス英語では、5,415 語必要であった。 
 ハーバード・ビジネススクールで教鞭をとり、楽天の Englishnization の研究、ケーススタ
ディで知られる、Tsedal Neeley のニーリー(2012)で提示されている英語力評価は以下の
表 7 のようになる。 
  
                                            
2 最近では、Web 上で語彙サイズを手軽に測定するサイトが色々と公開されている。
http://testyourvocab.com では、そのテストの結果を公開しているが、受験者の語彙サイズは以下の通
りである。 
i. 成人ネイティブ 20,000-35,000 語 
ii. ８歳のネイティブ  10,000 語 
iii. ４歳のネイティブ    5,000 語 
iv. 外国人     4,500 語 
v. 海外在住経験のある外国人 10,000 語 
海外に住むような必要に迫られない限り、英語学習者でこのような試験に興味を抱く人であっても 5,000
語以下が平均的な数字ということになる。 
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表 7．ニーリー (2012) の英語力評価 
語数 レベル 英語力 
15,000 語 ネイティブ 流暢で慣用句も使いこなし、効果的なコミュニケーションに必要な方法をすべて身につけている。 
5,000 語 上級 
専門用語や微妙な言い回しが必要な話し合いでも不自由を
感じない。語学習得のための努力に対する見返りは減少し
つつあることに気づき始めるかもしれない。 
3,000 語 中級 
ビジネス環境で生産的に英語を使うことができる。会話や文
書を理解し、英語で表現できるが、微妙なニュアンスは消え
てしまう可能性がある。 
1,500 語 初級 基本的な状況に英語で対応することができる。 
 
 これまでの議論を踏まえると、ビジネスの場合は、初歩・初級的な段階では 1,500 語レベ
ル（CEFR A1、グロービッシュ、ニーリーの初級）、基本的な段階では 2,000 語レベル
（CEFR A2、BNC 話し言葉）、自立する段階では 3,000～4,000 語のレベル（ニーリーの
中級、CEFR B1、TOEIC 試験）が目指すところだろう。 
これらの語彙をビジネスシーンで活用するためには、ビジネス高頻度語彙を学ぶ必要が
ある。中條(2005)によれば、中学・高等学校で最も幅広く使われている教科書の異語数は、
3,747 語であるが、この教科書の語彙を使用した BNC 話し言葉のカバー率は 93.1%、
TOEIC テストは 88.7%、ビジネス英語は 89.0%にしか達しない。また、北海道の製造業の
会社で使用されたメールを分析し、JACET8000 で分析したところ、1,000 語レベルでのカ
バー率は 82%、2,000 語レベルでのカバー率は 88%、3,000 語レベルのカバー率は 91%、
4,000 語レベルでのカバー率は 95%であった。学校教育で使用される語彙表を使った場合
には、4,000 語レベルでなければ、平易なビジネス英語に対応できないことになる。石川
(2004)では、「EGP（一般英語）としてあまりに多くの語を取り込むよりも、精選されたEGP の
上に、分野別の ESP 語彙表を組み合わせていくほうが学習の効率性が高まるものと推測さ
れる」と述べている。やはりビジネスシーンにおいて高頻度で使用される語を注意深く選定し
て行く必要がある。 
Nelson (2000)では、ビジネス英語に特化した、単語についてコーパス言語学に基づく詳
細な研究を行っている。ビジネス英語と一般英語は、出現頻度だけに焦点を当てると、その
第５章 海外展開を担うビジネス人材の英語学習到達目標 
111 
 
傾向はかなり類似したものとなる。しかし、ビジネス英語の特徴語を取り上げると、一般英語
とは異なる様相を見せる。ビジネス英単語は、「ビジネスパーソン（business people）」、「会
社（company）」、「機関（institution）」、「貨幣（money）」、「ビジネス事象（business 
event）」、「ビジネスの場所（places of business）」、「時間（time）」、「コミュニケーションの
形式（modes of communication）」、「テクノロジー（technology）」のカテゴリーに収まり、そ
の意味は、「積極的（positive）」、「表面的（shallow）」、「動的（dynamic）」、「非感情的
（non-emotive）」傾向がある。これらの特徴から、個人的問題、社会、家族、家庭、個人の
活動、週末、酷くネガティブな状態などとは、関係がなくなる。これらの特徴語として、
Nelson は、1,611 語を抽出し、ポジティブな意味を持つ高頻度語として 925 語、ネガティブ
な意味を持つ低頻度語として 686 語に分類して、分析を行っている。3 一例を挙げると、ビ
ジネス英語のキーワードとしての 50 語は以下のようなものが含まれる。 
 
表 8．Nelson (2000) ビジネス英語コーパスの 50 のキーワード 
People in Business Business Activities Business Actions  
customer business sell 
manager investment manage 
supplier delivery receive 
distributor payment confirm 
shareholder development provide 
employee production send 
staff communication develop 
partner competition discuss 
boss takeover achieve 
management distribution improve 
Business Descriptions  Business Events and Entities 
high sale 
big merger 
low trade 
global package 
international export 
                                            
3 Nelson (2000)のワードリストは以下のサイトを参照のこと。サイトには、すべての語彙のリストだけでな
く、文法や意味のカテゴリーの分類が掲載され、キーワードに関しては、意味的なプロソディーに関する
詳細な分類も掲載されている。http://users.utu.fi/micnel/business_english_lexis_site.htm 
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local service 
competitive market 
corporate earnings 
strategic performance 
financial product 
 
Nelson が指摘するように、ビジネス英語のコーパスから抽出される高頻度語は、一般英語と
かなり重なる。そして、最初の 50 語には、機能語が多数含まれる。ビジネスパーソンにとっ
ては、最初の 1,500 語～2,000 語は、基礎固めとして、一般英語の枠組みで学習すること、
特に、「読む」、「聞く」のような受容語彙としてだけでなく、「話す」、「書く」などの産出語彙と
して使えるところまで、徹底的に訓練することが大事になる。そして、その上に、ビジネス英
語の語彙として、約 1,600 語（ポジティブ語彙 952 語、ネガティブ語彙 686 語）を積み上げ
る。ビジネス英語は、実に幅広い分野なので、これだけでもやはり、商品を売るのは難しい。
自らの事業所にとって特に必要される特殊用語が必要である。一般的には、特殊な専門用
語に関しては、250 語～300 語程度を覚えると、基本的なことをカバーできると言われてい
る。石川（2004）では、司法英語の文献コーパスから、特徴語として 256 語を導き出している。
商品や製品の原料、成分、材質、形状、製造・加工過程、特徴、販路、輸送方法、価格、輸
出手続き、企業理念や社史などに関して、キーワードを 250 語から 300 語程度準備するの
が良いだろう。4 
 以上の単語に関する議論を第 4 章の表 2 の中に埋め込む形でまとめると以下のようにな
る。 
  
                                            
4 企業や事業所において特有の専門用語に関しては、電子メールや、同じ業種で類似する海外企業の
ホームページ上のコンテンツ、貿易マニュアルなど、電子ファイルを入手することができれば、手軽にミニ
コーパスを作成することができる時代となった。コンコーダンサーとしては、無料で入手できて、高機能で
ある AntConc（早稲田大学 Laurence Anthony 博士作成）などがある。以下のサイトからダウンロード
することができる。http://www.antlab.sci.waseda.ac.jp/software.html 
このソフトの使い方に付いては、神戸大学の石川真一郎氏の以下のサイト、あるいは、野口ジュディー
（2007）が詳しい。 
http://language.sakura.ne.jp/s/antconc.html 
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表 9．CEFR のレベルと各要因 
企業担当者の英語レベル 即レス 障壁 背景 通訳 
自立した英語使用者：B1 
可能 なし 留学 不要 
ビジネス英語 1,000-1,600 語（合計 3,250-3,900 語） 
基礎的英語使用者：A2 
概ね可能 なし 集中学習 大事な場面で必要 
基礎的な一般語彙 1,000 語（合計 2,250-2,300 語） 
基礎的英語使用者：A1 
多少可能 なし 通じる経験 ポイントごと確認必要 
初歩的な一般語彙 1,000 語（合計 1,250-1,300 語）  
入門期英語使用者：PreA1 
専門単語 なし/あり なし 依存 
商品説明に必要な語彙 250-300 語 
英語不使用者 不可能 あり なし 全面的に任せる 
 
５．３．２． 通じる経験 
 どうにか英語を駆使して積極的に売り込みをかけるビジネスパーソンは、外国人と通じ合う
ことができた、という経験を有していることを指摘した。これには、必ずしも、海外に住むとか、
長期の留学の経験を必要としない。旅行のレベルで、あるいは、短期であっても留学すると
いうことで、または、クラスルームでの経験を工夫することで成立する。何らかの形で「通じる」
という自信を得た場合、英語を運用する上でのメンタルブロックが外れ、外国人とやりとりす
ることでの吸収量、input の量が向上し、英語の上達も早くなる。現実問題としては、長期留
学した方がいいし、ビジネスパーソンのアンケートからもそのような意見を見ることができる。
しかし、必ずしも、そのような長期の時間を要しなくても、工夫することで実現することができ
る。ここでは、３つの事例とエピソードを紹介して、何を学ぶこと、何を教えることがポイントと
なるかを見ていくことにする。 
 １つ目の事例とエピソードは、保育園での英語教授経験からのものである。筆者は、2005
年～2010 年度の６年間、保育園での英語教育に携わった（詳細については、内藤・三好
（2007）を参照）。年長組の園児を中心に、60 分の授業を週１回、１年間で 30 回弱の授業
を実施する。英語しか話さない筆者（Charlie）と、ロールモデル提示と園児の誘導を行う補
助教員の２名のティームティーチングで進めていく。授業内容は、挨拶のやりとり（名前、機
嫌、天気）、歌、フラッシュカードを使った単語の発音、絵本の読み聞かせ、英文暗誦、福笑
いを使った指示文の学習、フラッシュカードを商品に見立てたお買い物ゲームを段階的に
進めていく。筆者は、日本語を全く使わず、指示だけでなく説明も含めて英語のみを使用す
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るが、園児たちは、独り言、おしゃべり、筆者への質問はすべて日本語で行う。園児が英語
を話すのは、教えられた単語やフレーズ、文を発話するときだけである。 
毎年 10-12 名の園児がこの授業を受けていたが、次のようなエピソードがあった。園児の
家族が休暇を利用してハワイに行ったとき、園児が「俺はチャーリーと英語で話しているから、
自分で買い物できる」と主張し、一人で買い物をしたそうである。親御さんは陰でその様子を
見ていたが、特に問題もなくお目当ての商品を購入することができたそうである。園児が一
体どのような英語を話したか、それは不明である。しかし、お買い物ゲームで、お店の人との
やりとりはある程度知っている。また、福笑いゲームを通じて、上下左右、どこまで行き、どこ
で止まるかの表現は知っている。日本語であろうと、英語であろうと、自分の意思を大きな声
で伝える練習はしている。多少、日本語交じりの英語であっても、店員は視線を見れば、欲
しい商品のありかは分かる。60 分の授業を年間 30 回も行わないが、この園児は、保育園の
中でやりとりの練習を重ねる中で自信をつけ、自ら実践に結びつけた訳である。 
二つ目の事例は、筆者が勤務する北海学園大学の授業である。オーラル・コミュニケーシ
ョンのクラスを２つ担当している。いずれも第１学年の学生が対象となっていて、１クラス 20 名
で 90 分の授業を半年で 30 回行う A クラスと、１クラス 10 名で 90 分の授業を年間 30 回行
う B クラスである。学生のほとんどは、海外渡航経験がないが、ある程度、英語に興味がある
学生たちがそろっている。授業時間内は、最初のガイダンス、教務連絡などを除けば、すべ
て英語のみで進めていく。この２つのクラスには、共通した課題として、授業の冒頭で行うエ
クササイズがある。それは３分間スピーチである。自分で好きなテーマを選び、授業前にそ
のスピーチ内容を学習しておく。最初から３分は難しいので、60 秒からスタートし、５秒ない
し 10 秒ほどスピーチ時間を延ばし行き、３分に到達した時点からは３分に固定する。クラス
の運営上の都合から、スピーチを行うのは、４名程度のグループで行う。5 １回のエクササイ
ズは、以下の流れで行う。 
  
                                            
5 このグループはこの授業を通じて固定する。同じ話をさせない、背景となる知識、スキーマを蓄積し、豊
かにする、などの目的のためである。このグループ活動を始めた当初は、トランプカードで毎回任意のグ
ループを形成したが、なかなか打ち解けないという問題も生じた。グループメンバーを固定することで、そ
のような問題も解消された。ただし、休みがちな学生がいる、そもそも日本語でもコミュニケーションをとる
のが苦手で、グループ活動がうまくいかないこともある。その場合は、グループ編成を変更し、ファシリテ
ートする能力の高い学生と組ませる、などの対策を取る場合もある。 
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 （5） a. 最初のスピーカーのスピーチ（1 分～3 分） 
 b. スピーチ内容の確認のための簡単な質疑（1 分～2 分） 
 c. (5a)と(5b)をセットにして、グループ内の全員がスピーチ 
 d. スピーチ内容と関連した質問の準備（5 分～7 分） 
 e. 準備した質問に基づく会話（10 分程度） 
 
一人目のスピーカーが話を終えると、グループメンバーは、聞き取れなかった単語や数字、
分からなかった前後関係などを確認する。確認が終了すると、次のスピーカーのスピーチと
確認のための質疑がされて、グループメンバーの全員が順番にスピーチを行う。この後、グ
ループ内での会話は一度中断し、グループメンバーのスピーチに関連した質問を用意する。
質問は、Yes-No で終わるものではなく、話全体を膨らませて、会話が弾むようなものを選択
するように指導する。質問を作り出すことができたら、その次は、その質問を使って会話を進
めていく。質問は、順番にするのではなく、話の流れの中でタイミングを図りながら、可能な
限り自然に発話するように指導する。作り出した質問がうまくできた場合には、質問にチェッ
クマークをつける。この（5a）～（5e）の一連の演習の中で、教員は、欠席者のいるグループ
の補完、沈黙している場面で質問を出す、英語がうまく表現できないときのサポートなどを行
う。 
 最初は日本人同士が話す違和感、恥ずかしさ、スピーチの準備をする困難、どのような質
問すればよいかの戸惑いなどから、会話が弾まないこともある。しかし、10 回を超えたあたり
からは、教員の存在を忘れるほど、会話は盛り上がり、笑い声も聞こえてくる。副産物として、
交友関係が深まる。そのことで、共通の話題が出てくるなどの良い効果もある。コースの終盤
に取ったアンケート結果からは非常に好意的にこの授業の進め方を捉えている様子が分か
る。6 
                                            
6 アンケートは、大学全体の取り組みの中で行われている、「授業改善アンケート」の回答を利用したもの
である。A クラスは授業者の全員、B クラスでは 10 名中９名が回答している。 
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図 6．「授業内容について好奇心・興味を持つようになりましたか？」 
 
図 7．「あなたはこの授業に満足しましたか？」 
 
図 6 によると、いずれのクラスにおいても、1 名を除けば、授業内容について好奇心、興味を
持つようになったことが分かる。図７によると、A クラスの 1 名を除けば、全員が満足しており、
満足度が極めて高い様子が分かる。任意で記述する自由回答からは、以下のような意見が
寄せられている。下線部は筆者がつけたものである。 
 
 （6）a. 課題は大変だが、自分で前よりは少しでも英語に慣れたのが実感できた。座
学ではなく行動する授業スタイルが飽きさせないから良いと思う 
 b. 最初は辛かったが、慣れてくると苦ではなくなり、また授業自体が楽しいと思
えるようになった。 
 c. 授業中に英語しか使わないため、以前より英語が話せるようになり英語によ
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り興味を持てるようになった。 
 d. 英語は社会で非常に重要であるということが分かったし、そんな社会で使わ
れる英語も難しいものではなく、自分の知っている単語だけでも十分表現でき
るということが分かった。 
 e. 文法よりも発言すること、相手に伝えることが重要だと知ることができた。 
 
意見を見ると、最初は大変だけども、徐々に慣れ、英語が使えるようになること、自分の知っ
ている単語だけでも表現が可能であること、7発言して、相手に伝える姿勢の重要性を認識
していることが分かる。 
 この授業には、重要なポイントが２つある。この授業に参加する学生の多くは、英語に対す
る興味を抱いているが、読み書きはある程度できても、聞き取りを一度で行うことや、やりとり
を繰り返すのはまだ難しい、というレベルにある。CEFR で言えば、PreA から A1 だろう。即
座にレスポンスするのが難しいので、十分な準備が必要ということである。一つ目のポイント
としては、スピーチを予め授業外で準備することである。スピーキングの能力には実力差が
あるが、苦手な学生も十分に準備することでギャップを埋めることが可能となる。準備がある
ので、何を話したらよいか分からない、という事態も発生しない。そして、二つ目のポイントと
しては、(5b)の活動である簡単な質問と、(5d)の活動である話題を展開させる質問の機会を
分けていることにある。簡単な Yes-No 文は全員が作成できるので、ここは実力差のギャップ
は生じにくい。また、（5d）の込み入った質問に関しても、考える時間が与えられているので、
すぐには英語が浮かばなくても、どうにか質問を生み出すことができる。作成した質問は、シ
ートに記録され、教員にチェックされ、成績に反映されるため、全員が質問できるようにグル
ープ内の配慮が自然と働く。即時レスポンスが難しい、そんなレベルにある学生でも、準備
する時間が常に与えられているため、英語が出てこない、という事態は、どうにか避けること
ができる。質問されることも、自分のスピーチ内容なので、どうにかして単語を並べて伝える
ことができる。このようにして、「即時レスポンス」という欠点を、「準備する時間を与える」という
ことで解消して、対話ができる環境を人工的に作り出し、声をどんどん発する練習を重ねる。
                                            
7 この授業では、予習の段階でも、授業中においても、辞書を使わないように指導している。日本語をそ
のまま英語にした単語の場合、学生たちが知っている語彙力を超えることが多く、結局は通じないという
ことが起きてしまう。 
第５章 海外展開を担うビジネス人材の英語学習到達目標 
118 
 
英語表現をこと細かにチェックする訳ではないので、表現力がつく訳ではない。しかし、情意
フィルターを下げ、苦手意識やメンタルブロックを解消する機会となる。最後の授業において
は、集大成として、クラスの前に出て、３分間スピーチを行う。パブリック・スピーチについては
教えていないので、技術的な問題は当然あるが、どの学生も堂々とこの課題をこなす。 
 多くの学生がこのスピーチ演習を通じて、言葉を出していく点で改善するが、毎年決まっ
てあまり成果が現れない学生たちがいる。授業に出てこないなど欠席や遅刻が多い学生、
十分な予習をせずに場当たり的にスピーチをする学生たちである。スピーキングの能力がど
んなに低くても、毎回の予習をしている学生は、15 回を過ぎたあたりから予習の効率がよく
なり成果を実感するので、（5e）の会話の場面での発話量が増えていく。 
 三つ目の事例、エピソードとしては、2013 年 9 月 1 日～22 日に実施した、海外総合実習
である。北海学園大学経営学部第 2 学年の 10 名が、カナダ・ブロック大学の ESL（English 
as a Second Language）のプログラムに短期留学とホームステイを経験した。10 名のうち 8
名がはじめての海外渡航であった。この実習では、（7）の目標、（8）の目的を掲げた。 
 
 （7） 海外総合実習の目標：  
「日本とカナダの企業分析」を題材にした英語学習をすることで、 
ビジネスパーソンとのコミュニケーションスキルを習得する。 
 
 （8） 海外総合実習の目的： 
a. 世界中の学生が集まる語学研修に参加し、多様な英語に触れる。 
b. 企業の比較分析をして、海外の企業文化に出会う 
c. 企業の現場に足を運び、実際に英語を使う経験をする。 
 
短期留学の場合には、語学スクールのプログラムに参加して、グラマー、リーディング、ライ
ティング、リスニング、スピーキングの 60 分の授業を受けるだけで、午後３時ごろには授業を
終了すると時間を持て余してしまう。題材も一般英語であり、オーラル重視の授業を大学で
経験している大学生にとっては、環境が変わるだけで、特別な経験があるわけではない。語
学スクールの閉じた世界で時間を過ごすことが多く、会話をする相手は英語の先生か同じく
籍を置いている各国の学生たちで、現地の生の英語に触れる機会は極めて少ない。 
そのような短期留学の短所を補うために、この実習では、ESP 型の特別プログラムをアレ
ンジした。ブロック大学と交渉をすることで、通常の語学プログラムに加えて、地元企業のマ
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ネージャークラスの人との対話の場面も設定した。海外での生活を体験するとかの漠然とし
た目標や、英語の実力を向上するという、短期間では難しい目標は設定せず、「マネージャ
ーとの対話」と目標を具体化した。具体的な目標を決めることで、学生たちは対話に向けた
準備をすることができた。 
対話を成立するためには、情報のやりとりを成立させることが大切になる。カナダのことを
知らない日本人、日本のことを知らないカナダ人との対話は、共通の話題を見出すのは難し
い。英語以前の問題として、やりとりする情報がない、というのが実態である。自己紹介をし
て、数点の質問をして、会話の話題がない、というのがありがちなパターンであり、非常に表
面的なやりとりで終わってしまう。そこで、対話を成立させるために、写真、スライドという素材
を予め用意して、情報の中身を言語だけに頼らなくても進められるようにした。 
カナダの現地ではショッピングモールとワイナリーを訪問することが決まっていたので、カ
ナダに出発する前にマーケティングを専門とする教員のレクチャーを受けて、日本の小売業
やワイン産業の業界研究を行った。就業経験のない学生にとっては机上の調査だけでは具
体的なイメージが沸かないため、北海道にあるショッピングモールとワイナリーの現場に足を
運ぶ経験をした。そこで、各企業のマネージャークラスの人に、店舗や生産工場の様子につ
いて、また、企業文化、オペレーションなどのレクチャーを受けた。そして、写真を撮影する
などして、知識と資料の両方を充実させた。学生たちは、日本での実習の成果を、スライドに
まとめて、英語教員の指導を受けながら、プレゼンテーションの準備を行った。 
現地では、ブロック大学の英語教員たちを前にしたリハーサルを行い、続いて、ショッピン
グモールを訪れた。マーケティングディレクターの迫力ある出迎えと、プレゼンを聞き、すっ
かり萎縮してしまい、プレゼンテーションは、棒読み状態で興味関心を引くことは適わなかっ
た。忙しいディレクターにはあっという間に追い出される状況で、質疑を引き出すことはでき
なかった。学生たちは、準備をしても「通じない」経験をすることで、非常にショックを受けて、
翌日のワイナリーでのプレゼンをどのように立て直すかを話し合っていた。元気よく話しをす
る、棒読みのようなプレゼンをしない、など自分たちで対策を打った上で、二社目のプレゼン
に臨んだ。 
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図 8．ショッピングモールでのプレゼン      図 9．ワイナリーでのプレゼン 
 
図 8 では、手前で着席しているのが、マーケティングディレクターである。プレゼンをする学
生たちは、マーケティングディレクターに対して身体の正面を向けること、アイコンタクトをとる
こともなく、声も全体的にか細く、消極的姿勢がありありとうかがえた。一方、反省を踏まえた
ワイナリーでのプレゼンでは、図 9 にあるように、テーブルの手前に座っているオーナーに
対してまっすぐに身体が向き、アイコンタクトをとりながら、大きな声で進めて行った。こちらで
は、社長の興味関心を引くことに成功し、スライドを交えて、生産するワインの品種、味など、
質疑応答は予定の 30 分を超えて、60 分ほど行われた。学生たちは、この二つの対話の機
会を通じて、ありきたりの話ではなく、自分自身の視点から自分の意見を明確に、気持ちを
込めて伝えることをしないと、「通じる」ことはないことを学んだ。 
この実習にはエピソードがある。ブロック大学のプログラムでは、夕方の時間に短期留学
の学生たちを飽きさせないために博物館や歴史跡地、観光地見学、ショッピングやピクニッ
クなど様々なイベントを用意していた。学生たちは、次第に、これらのイベントがあるためにホ
ストファミリーやクラスメートとの交流の時間がなくなることに不満を抱くようになった。そこで、
ブロック大学のディレクターのところに行き、プログラムの変更を交渉した。学生たちの主張
は受け入れてもらい、最後の１週間のイベントは任意の参加へと変更された。明確な理由と、
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はっきりした物言いで、自分たちの意見を言うことで、「通じる」という経験を一番強く感じた
出来事であったようだ。語学研修の最終日には、予定されていなかった、現地の大学生のイ
ベント「ぶどう踏み収穫祭」には参加した。物言わない日本人学生とは様子が違う学生たち
の言動はある意味目立つ結果となり、次年度の大学カレンダーの写真として掲載されること
となった。 
 
図 10．ブロック大学「ぶどう踏み収穫祭」での写真 
 
ここまで「通じる経験」に関して、保育園での英語クラス、オーラル・コミュニケーションのク
ラスの 3 分間スピーチ、海外総合実習という３つの事例とエピソードを見てきた。ここで「通じ
る」経験をしているのは、十分な準備である。話すべき内容が英語で表現できるように予め
用意されていることが大切になる。そして、自信を持って、内容を相手に伝える、その意思が
大切になる。 
 商談会に参加していると、バイヤーのアレンジをしている方々と立ち話しになる。必ず言わ
れることは、「やる気」があるかどうかである。「今回の皆さんは雰囲気が違いますね」、「非常
に活気がありますね」、「勢いを感じますね」など、コメントを寄せてくる。第 4 章の（3）の野田
(2013)では、グローバル人材には第４レイヤーとして「志」を上げている。これは、「通じる」経
験を得るためには、かなり大きな要素である。国内で言語的な準備を十分に果たし、その上
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で、やる気、志を抱き、正面から、はっきりした口調で、相手に伝えるという強い意志を持つこ
と、それがメンタルブロックの解消へとつながっていく。 
 必要最低限の単語、文法、発音を習得した場合には、現地でどうにかなる、通訳がいる、と
いう安易な気持ちを捨て、一般英語レベルの語彙を強化しつつ、簡単な文をいくつも用意し
て、ポイント、ポイントで自分の言葉で伝えていくことが必要である。これには、渡航する前に、
国内にいる段階で相当の準備が必要である。商談の現場では、目まぐるしく情勢は変化す
る。その情勢の変化についていくことに集中していると、運用実績がない英語を話したいと
いう思いがあっても、言葉はなかなか出てこない。最初は、丸暗記であったとしても、タイミン
グよく、日本語の訛りの強い英語で話すならば、相手もその意欲が伝わる。商品を売るという
目的に向かって、強い意志を持って、売り込みや説明するときに、「通じる」という経験を重ね
ることができる。 
 
５．３．３．必要な情報提供 
 PreA の段階では、専門英語を中心とした単語の強化、A1 の段階では、初歩的な英単語
を使えるように訓練して、実際に使うことで「通じる」経験をすべきことを見てきた。次の段階
では、情報の提供の仕方に注意し、相手に必要な情報を的確に提供する必要を見ていくこ
とにする。 
 Charles (1996)では、ビジネス交渉の分析を行い、バイヤーと販売業者との間では、そも
そも戦術が違うことを指摘している。 
 
 （9） バイヤーの戦術 
 a. 商品への興味関心を抑える。 
 b. この業者から買わない理由や問題を持ち出す。 
 c. 自分が信頼できる人であり、要求が高水準であることを示す。 
 d. 業者が事態の掌握を図る。 
（10） 販売業者の戦術 
a. 興味関心が、自社商品だけでなく、バイヤー、そして取引全般であることを示す。 
b. 販売する商品の肯定的特徴を持ち出す。 
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c. 信頼できる人間であること、全体に高水準であること、パートナー関係への期待
を示す。 
d. バイヤーの事態掌握を受け入れるものの、なおその共有を期待する。 
 
この戦術の違いは、日本人のバイヤーと販売業者の間にも見られるものだろう。バイヤーは
主導権を握るため、自己アピールする一方で、他の業者の存在をほのめかす。販売業者は、
自社や商品の良さをアピールしつつ、バイヤーとの関係構築を伺う。このように、両者の間
には戦術が基本的に違っている。その結果、やりとりの際の情報の流れ（rhetoric）は、（11）
と（12）に示されたように、戦術に基づいたものとなる。 
 
（11） バイヤーが販売業者や商品に対して 
a. 興味関心を説明し、正当化する 
b. リスクを回避する 
c. 間接表現を使用する 
d. 興味関心が薄れ、重視しなくなる 
e. 興味関心の維持、高まりに条件付けをする 
 f. 販売業者から買う際の問題を強調する 
 g. 販売業者へ良い知らせをする際に、リスク回避をし緩和策をとる 
 h. 販売業者や商品の否定的な面を単刀直入に言う戦略をとる 
 i. 販売業者にライバルやその商品の良い点を言うのに単刀直入に言う戦略をとる 
 （12） 販売業者が自社商品の良さを伝える際に 
 a. 売る商品の高品質を強調する 
b. バイヤーがライバル業者の商品を賞賛したとき、類似点を示し、自社の商品も賞
賛の対象であることを示す 
 c. バイヤーに対す共感を示す 
 d. サポートするような意見へと動いていく 
  e. 商品や自社に対する否定的な見方を分野で共通した問題へと変えていく 
 f. 問題を一般化する 
 g. ライバルとの連帯を示す 
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このように戦術に基づいてのやり取りで、どちらが主導権を握るか、腹の探り合いがされるた
め、（11）で示したバイヤーの表現はどうしても間接的な物言いになる。このように様々な思
惑が働く交渉を英語で行っていくのは非常に難しい。ただし、（12）に示したように対処の方
法もおおよそ決まっている。ビジネスパーソンは自社の戦術と戦略を保持しつつも、必要な
情報を的確に与えていくことが大事である。的確性を得るためには、相手の話していることを
正確に理解する必要がある。そして、相手の話していることを正確に把握するために必要な
のは「確認」である。 
ビジネスシーンの中で、確認が果たす役割は非常に大きい。本章の（１）で示した調査の
中では、「英語を使う業務で頻度の高いものについて、その業務内容を簡単に教えてくださ
い」という設問に記述回答を求めた。その内容をカテゴリーに分けて示したのが図 11 である。 
  
図 11．英語を使う、高頻度の仕事 
 
この結果から、ビジネスシーンでは、行き違いを防止するために、簡単な質問、確認、指示、
連絡を頻繁に行っている様子が見えてくる。もちろん、この回答結果は、対話の場面というよ
りもメールでの場面が多いだろう。「英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。以
下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい」という質問に関して
は、図 12 が示すとおり、最も高頻度で使われるコミュニケーション上の形式は、電子メール
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である。 
図 12．業務で使うコミュニケーションの手段 
 
実際に、ビジネスで実際に使用された電子メールを見ると、「簡単な質問、確認、指示、連絡」
が多い。これは第５章で指摘したとおり、直接対話や電話の内容を補完する意味で行われ
ていることも多々ある。可能であれならば、直接対話の場面で、「簡単な質問、確認」ができ
ることが最善である。 
 確認することで、やりとりを積み重ねることは、新しい情報を引き出すことにつながる。また、
確認することで、ある場合、繰り返しが重なるが、コミュニケーション上に重要とされる、尊敬、
傾聴などの姿勢を示すことができ、同時に、相手の話をどの程度理解しているかを伝えるこ
とができる。確認するためには、（13）のように様々な、非言語、言語による方法がある。 
 
（13） a. 分からない点があること、理解していないことを、表情やジェスチャーで示す。 
 b. 分からない点があること、理解していないことを、商品や図示などで示す。 
 c. 発言をもう一度繰り返すように依頼する。 
 d. 「請求書のことですか？」と自分の知っている単語で質問をする。 
 e. 発言の中から、理解できない単語やフレーズ、センテンスを繰り返す。 
 f. 相手の発言内容を簡単にまとめて尋ねる。 
 
（13c）だけでも、実に、様々な表現がある。日本語でも、丁寧さの度合いによって、「何？」、
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「すみません？」、「何ですか？」、「何でしょうか？」、「もう一度お願いできますか？」、「すみ
ませんが、もう一度繰り返していただけますか？」のように変わるように、英語にも様々な表現
がある。言語、非言語の表現を様々組み合わせながら、傾聴する姿勢、相手を尊重する思
いを示し、相手の意図することを聞き出すことが重要になる。したがって、このような様々な切
り返しが、自由自在に、臨機応変にできるようになるために、様々な表現を学ぶこと、さらに
は、状況に応じて使い分けることを練習しなければならない。 
 この聞き返し、相手の発言を繰り返してもらう対話方法は、Tannen (1989)とそれ以降の研
究が明らかにしているように、様々な効能がある。井上（1999）では、繰り返しの基本的機能
としては、まず初めに、とにかく言葉を生み出す「産出」があるとする。これは理解の促進の
みならず、沈黙を生じさせない。慌しく時が流れる商談会のような場面では、産出し続けるこ
とは重要だろう。二つ目の機能としては「理解」を上げている。聞き手の混乱が回避され、何
がポイントであるのがきちんと示されることで、聞き手の理解が進む。そして、三つ目の機能
としては「接合」を上げている。接合は、話しての考えと、繰り返しの表現をつなげるものであ
る。４つ同じフレーズが繰り返され、最後の一つだけ違う表現で繰り返されるならば、話し手
の意図するところは５つ目にあることが分かる。「Not A, not B, not C, not D, but E」と言わ
れれば、E が強調されていることが、一目瞭然である。そして、最後の機能としては、繰り返
しによる「相互行為」である。繰り返すことで、話し手と聞き手の間に関係が生じるという社会
的な機能である。商談会の目的が、実は、この関係構築が一つ大きな目標だろう。質問を繰
り返すことによって、相手に必要な情報を与えるだけでなく、バイヤーに対する興味関心、尊
重する思いを伝えることができる。それが結果的に、関係構築につながるのである。 
 
５．３．４．情報の流れを予測 
 最低限の語彙を駆使することで、通訳を介しながらも、注意を得つつ話を進める PreA の
段階、「通じる」経験を積み重ねるために、話すことを予め準備して望む A1 の段階、そして、
相手の言っていることを確認しながら進めることで、相手の言っていることを確実に理解し、
相手との関係構築をしていく A2 の段階、以上の段階までは、CEFR のレベル区分では、基
礎的英語使用者である。商談では、価格設定、納期、取引量など、一つ間違えると会社の
存続にまで影響することもあるため、この基礎的英語使用者は、通訳をつけるなどの保険が
必要だろう。しかし、A2 の次の段階は、自立した英語使用者である。通訳なしで、交渉を進
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めていくことになる。この段階では、相手の出方を予め予測しておくことが重要になる。 
 PreA の段階では、交渉に必要な単語を蓄積した、A1 の段階では、相手と話を通じさせる
ための事前リサーチと自分が情報を出すための準備をしたが、この B1 の段階ではそのよう
な何を取り扱うか、どのような情報が必要か、ということだけでなく、（9）～（13）で示したように、
その取り扱う情報が一体どういう流れで進められていくかを予想することである。 
 第６．３．２節の（7）～（8）で示した海外総合実習で行った、ショッピングモールにおけるプ
レゼンテーションの失敗を振り返ってみる。そこでお題となっていたのは、ショッピングモール
を切り盛りする企業の日本とカナダの違いである。お互いに情報がない状態でスターする場
合は、大枠でショッピングモールがどのように構成されているか、つまり、運営企業の歴史、
ショッピングモールのロケーション、面積、従業員数、店舗構成、取扱商品、顧客数、売上高、
地域における役割、将来計画などが順番に説明されることが予測される。実際に、カナダの
ショッピングモールのマーケティングディレクターのプレゼンテーションはそのようなものだっ
た。一方、学生たちが準備したのは、プライベートブランドの話しと環境問題であった。自分
たちの興味あることを思うままにプレゼンしてしまった感が否めない。 
実は、ワイナリーでのプレゼンにおいても、準備したものは、ショッピングモールと同様に、
ワイナリーの大枠に触れることはなかった。ワイナリーの簡単な歴史、ぶどう農園の規模、取
扱品種、収穫量、ワインの生産量、ワインの取扱品種、出荷量、出荷地域、売り上げ規模、
社会的な役割、今後の計画、そういった、基本情報が決定的に欠けていた。質疑応答のセ
ッションに入ってすぐに、ワイナリーのオーナーから出た質問は、やはり、ワイナリーの規模
や収穫するぶどうの品種、ワインの味についてであった。これらの情報は、事前の準備に欠
けていたため、学生たちは即答することができなかった。仲間同士で情報をその場でかき集
める中で、あまり正確でない情報を回答していた。ワイナリーのオーナーは、「よく分からない
けど」学生たちの興味関心ある話題に話を進める、と切り替えをしてくれたため、その質疑応
答のセッションは、どうにか進むという良い結果になった。8 
                                            
8 この海外総合実習の目的は、円滑なプレゼンテーションを成功させることが第一の目的ではなかった。
むしろ、「通じる」、「通じない」という経験を積むことであった。学生たちには、情報の内容や流れが上手く
行かないことを口頭で伝えはしたが、そのことを理解することはできなかった。スライドを作成する上で、店
舗の様子や陳列方法、農園やぶどうの品種など写真を見れば一目瞭然の資料も提供したが、それらが
利用されることはなかった。したがって、事前準備の段階で、スライドのコンテンツ、情報提供の流れが不
十分であることが分かっていたものの、そのまま現地でのプレゼンテーションに望んだ。学生たちは、どう
にか通じる経験と、通じない経験の両方を経験することで、その違いから多くを学ぶこととなった。 
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この二つのプレゼンテーションには、共通して、自分が出したい情報を出すことに気持ち
が集中してしまい、相手がどのような情報を必要としているか、どのような情報の流れで出せ
ばいいのかは考慮されることはなかった。多忙なマーケティングディレクターの場合は、欲し
い情報が得られないとの判断から質疑応答のセッションは打ち切られてしまった。ワイナリー
のオーナーの場合は、親切心と興味ある話題にフォーカスすることで質疑応答に応じてくれ
た。相手が予測するものが、予測どおりの順番で出てこない場合、すなわち情報の質が悪い
場合には、その後の関係構築に向けた質疑応答へと進むか否かは、情報内容とは直接は
関係しない受け手の性格、状況、判断に委ねられてしまうのである。商談会のような一期一
会の場では、話を進める機会すらないのは、致命的である。 
この自立した英語使用者である B1 の段階では、単に専門用語を知っている、簡単な英
語表現を使って必要な情報を提供する、確認表現を駆使してやり取りを積み重ねることで関
係構築をする、というだけでは足りない。情報をやり取りする際のメタ知識が必要となる。それ
が、本章の図3で示したジャンル・テキストに関する特徴のうち、Formに関する知識である。 
 
図 3．ジャンル・テキストの特徴 
 
この Form には、語彙的、文法的、情報の配置に関わる知識が必要である。情報配置に関
しては、Noguchi（2003）、野口（2009）では、OCHA の思考プロセスが重要であるとの主張
がされている。OCHA は、Observe（観察）、Classify（分類）、Hypothesize（仮説）、Apply
（応用）の頭文字である。言語素材をよく観察し、ジャンル別に分類をしていき、そのジャンル
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ごとにコミュニケーションのルールの仮説を立て、そして、そのルールを実際に応用して行く
というものである。このような分析は、子供が読む昔話のようなものから、CEO のメッセージ、
研究論文のような高度な知識が要求されるものまで、実に、多岐に渡って可能である。子供
の昔話でも、たとえ言葉がない絵本であっても9、ジャンルが存在するというのは、知識として
は分かるが、いざ分析する段階になると、かなり難しい。絵本や昔話のように、情報量が少な
いものは分析が可能であるかもしれないが、情報量が多い場合には、よほどの訓練がないと
分析は難しいのではないだろうか。 
実際、社会の現場では、このようなメタ知識がそのまま伝達されているわけではない。仕
事の現場では、OJT（On the Job Training）を通じて、何度も何度も経験を積む中で、この
ようなジャンル・テキストの特徴を自然と学んでいることが多い。電子メールや、書類、商談で
のやり取りを観察すると、ベテランの域に達しているビジネスパーソンは、見事にこのジャン
ルの特徴に基づいた情報のやり取りをしている。そして、使用している当人は、そのことに気
がつかないでいることが多い。 
情報の質という点では、人の命が関わるので、医学分野の情報のやりとりは非常に高度で
ある。この医学分野の中で、とりわけ医学論文は、ジャンル・テキストが最も確立されている。
しかし、このジャンルの中に、情報の流れや配置が存在するということは、あまりシェアされて
い な い 。 研 究 論 文 と 言 え ば 、 IMRAD (Introduction 、  Method 、  Results And 
Discussion) 方式がすぐに想起される。その起源は、フランスのパスツール研究所の創設
者、化学者、微生物学者として知られるルイ・パスツール（Louis Pasteur）が、1850 年代に、
自分の実験を他の研究者が再現できるようにと執筆した方法論とされている。この IMRAD
方式は、1940 年代からメジャーな医学誌でも採用されるようになり、1972 年には、医学雑誌
編集者国際委員会 (International Committee of Medical Journal Editors: ICMJE) 
が 「 生 物 医 学 雑 誌 へ の 投 稿 の た め の 統 一 規 定 （ 以 下 、 統 一 規 定 ） 」 （ Uniform 
Requirements for Manuscripts Submitted to Biomedical Journals）を公表することで
標準化を図った。図７が示すとおり、1985 年頃にはメジャーな医学誌で掲載された研究論
                                            
9 絵本では、「ぞうさんのさんぽ」（なかのひろたか著、福音館書店）が分かりやすい。この絵本には「ぞう
さんのあめふりさんぽ」、「ぞうさんのおおかぜさんぽ」が続編として出版されている。ストーリーは定式化さ
れている。ぞうさんがお散歩にでかけると、かば、ワニ、カメに順番に出会い、出会うごとに動物が背中に
乗り、積み重なっていく。進んで行くと、何か障害があって４つの動物が転んでしまい、バラバラになって
しまう、という流れで話しが進む。「ぞうさんの大雪散歩」、「ぞうさんのかみなり散歩」、「ぞうさんの日照り
散歩」など、様々な続編を創作することが可能である。 
第５章 海外展開を担うビジネス人材の英語学習到達目標 
130 
 
文はすべて IMRAD 方式を踏襲するようになり、現在では、700 誌以上の生物医学雑誌が
この統一規定を採用している。 
 
図 13．医学分野メジャー誌の IMRAD 採用率の変遷（Sollaci 2004 より引用） 2) 
 
医学誌の研究論文は、さらに標準化が進み、本文だけでなく抄録（abstract）も項目ごと
に記述内容を定める構造化抄録（structured abstract）が使われるようになった。1987 年
に Annals of Internal Medicine においてそのフォーマットが提案され、1990 年代初めに
はこの構造化抄録が急速に普及している。統一規定においても、1993 年の改訂の際に、構
造化抄録が取り上げられ、その利用が推奨されている。この構造化抄録は、医学誌ごとに立
てられている項目が多少異なるが、Background、Methods、Results、Conclusions が代
表的な項目で、IMRAD 形式に準ずる展開パターンになっている。こうした標準化の背景に
は、MEDLINE を初めとした医学分野の文献データベースが抄録も検索対象にしていて、
医学誌の編集者にとっても、読者にとっても抄録が論文の内容に一定の判断を迅速に下す
ために必要不可欠なものとなっていることがあげられる。 
 このように標準化が進むと問題も生じる。たとえば、原稿は十分な余白を取る、ダブルス
ペースにする、通し番号を付ける、という、極めて基本的なルールを守らなかった場合に、そ
れだけが理由で論文がリジェクトされる可能性も出てくる。実際に、医学誌の中には、投稿規
定の冒頭で規定を遵守しないとリジェクトされる可能性を明記しているところもある。親切な
医学専門誌の投稿規定では、論文執筆に慣れていない研究者のために、チェックリストを提
供しているが、最低限、統一規定に記されていることは知っておく必要があるだろう。しかし、
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少し古いデータであるが、2003 年に医学研究者 129 名から回答を得たアンケート調査で
は、半数を超える 70 名が統一規定を知らないとしている。10 
New England Journal of Medicine (NEJM) や Journal of the American Medical 
Association (JAMA) のような超一流医学専門誌は、毎週発行されていて、読み切れない
ほどの論文が公表されている。投稿される９割の論文がリジェクトされていることを考慮すると、
各誌に寄せられる論文は膨大な数となるはずであり、編集部は情報の洪水にさらされている
ことが推測できる。このような状況下で投稿論文が採用されるためには、論文全体の基本構
成が統一規定に則しているだけでなく、研究の核心が編集者や査読者に瞬時に理解される
ように、情報の提示構造がしっかりしていなければならない。 
統一規定を丁寧に読むと、各セクションに含めるべき重要な情報は明確に定められてい
る。たとえば、Introduction では、研究の目的・研究課題を書くこと、Discussion ではその
冒頭で主な研究成果を簡潔にまとめて書くこと、今後の研究や臨床実践に関わる意味合い
を記すことが指示されている。実際、超一流誌に掲載される研究論文のほとんどは、図８で
示すように、これらの重要な情報が定まった位置に配置されている。 
 
図 14．研究論文の構造と重要な情報の配置（ケネディ（2001）より引用，一部追加） 
                                            
10 この統一規定の最新版（英語）は、ICMJE のホームページ (http://www.icmje.org) から、日本語
に訳されたものは、医歯薬出版のホームページ
（http://www.ishiyaku.co.jp/magazines/ayumi/urm.aspx）から、この統一規定を日本語で解説する
ものは、医学英語論文投稿支援のホームページ（http://www.ronbun.jp/）からそれぞれ閲覧することが
できる。 
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編集者や査読者が、研究論文の Introduction の最後、Discussion の冒頭と最後を読む
だけで、研究課題（Research question）が何であるか、主な研究成果（Main findings）が
何であるか、またその研究成果がどのような意味合い（Implications）を持つかが、瞬時で
分かるように構成されているのである。さらには、この研究課題、研究成果、研究成果の意味
合いを示す結論の部分、そして、論文タイトルでは、この研究のキーワードが形を変えずに
そのまま掲載されるという暗黙のルールがある。11 
しかし、前述のように、実際には、科学的な分析に基づく医学論文を執筆している研究者
の間でさえ、ジャンルという概念や、情報配置に関するルールはあまりシェアされていない。
Noguchi が主張するような OCHA は、非常に理に適ったことであるが、分析を専門とする人
でも難しい、仮説を立て、応用して行くということは、ここでの英語学習に取り入れていくこと
はまだまだ難しい。ジャンル分析について、教えていくためには、どのようなことができるだろ
うか。 
ここでは、汎用性の高いもう少し簡略化されたルールを教えることを提案する。一つは、情
報が「過去」から「現在」へ、そして「現在」から「未来」へと時系列に沿った流れで配置される
という「時系列の法則」と、もう一つは、情報は「抽象」から「具体」へ、そして、「具体」から「抽
象」という流れで配置される「抽象度の法則」から成立している、という原則である。 
 
（14） 情報配置の時系列の法則： 
ジャンル・テキストにおいては、情報が「過去」から「未来」へと時系列に沿って並
べられる。 
（15） 情報配置の抽象度の法則 
ジャンル・テキストにおいては、情報が「抽象」から「具体」へ、「具体」から「抽象」
へという流れに沿って並べられる。 
 
大抵の情報は、この二つの法則のいずれか、あるいは組み合わせで成立している。医学論
                                            
11 このジャンル・テキストに見られる情報が共有されていない場合には、編集者によってリジェクトされる
が、リジェクとされた論文は、医学論文の格付けの一つである、インパクトファクターのより低いジャーナル
へと投稿されることになる。したがって、インパクトファクターの低い医学専門誌では、このジャンル・テキス
トの情報配置に関する形式は乱れている。実際、国際誌ではなく、国内誌、特に、日本語で執筆された
論文は、研究課題が明示されていない、研究結果の書き場所が一定ではない、結論が今ひとつ分から
ないなど、情報の乱れが非常に目立つ。 
第５章 海外展開を担うビジネス人材の英語学習到達目標 
133 
 
文を例に見てみよう。 
 医 学 論 文 は 、 Introduction 、 Method 、 Result 、 Discussion で 構 成 さ れ て い る 。
Introduction では、過去の研究が言及され、その過去の研究の流れの中で、どのような論
拠に基づいて課題があるのかが示され、最後に、研究課題が提示される。Method は研究
課題に対してどのような方法で実験を行ったかが示されるが、その実験がだれでも検証でき
るように、実験の手順が示される。実験の手順であるから、これも時系列に並んでいる。
Result では、実験の手順に並行する形で結果を示すので、Method が時系列に並んでい
れば、Result も当然、時系列に並ぶことになる。Discussion では、冒頭に結果が述べられ、
その結果が持つ意味合いについて解釈がされ、それが当該分野にどのような影響が及ぶか、
将来的な予測へと論文が進んでいくので、やはりここも時系列に並んでいる。つまり、論文の
全体を通じて、時系列による情報配置が貫かれている。 
 抽象度の法則についても、医学論文は当てはまる。Introduction の冒頭では、当該の研
究がどのような分野に属するのか、その分野が規定される。次に、その分野にある代表的な
研究が示され、その中でどの研究が関連するのかが提示され、その研究の問題点が議論さ
れ、最終的に課題が提示される。（16）で示した通り、Introduction では、情報の幅は広い
ところ（抽象度の高いところ）から始まり、研究課題という１点へと具体的に絞り込まれていく。 
 
（16）    ＼      研究分野の特定       ／ 
          ＼     関連する研究    ／ 
         ＼  関連研究の問題／  
    ＼ 研究課題／ 
 
Method と Result は、この研究課題に関する枠組みから外れることはない。すべて、この研
究課題に関する具体的な話しになる。Discussion は、（17）が示すとおり、この研究課題に
対する答えからスタートし、その結果がどのような意味合いを持つのか、それが関連する研
究にどのような影響を及ぼすのか、分野にとってどのような見通しが立つのか、より抽象度の
高い方向へと情報が流れる。 
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（17）       ／研究結果 ＼  
        ／ 研究結果の意味 ＼  
          ／  関連する研究への意味 ＼  
／   研究結果の社会的影響    ＼  
 
以上のように、情報はかなり抽象的な話しからスタートして、具体的な実験とその結果が示さ
れ、再び抽象度の高い情報へと流れていく。 
 この二つの法則は、電子メールのような文章にも見出すことができる。電子メールの書き方
に関する本では世界的なベストセラーである、Taylor (2003)では、電子メールの基本構造
として、以下の Four Point Plan を教えている。 
 
（18） Four Point Plan 
1. INTRODUCTION (Background and Basics) 
Why are you writing? 
Set the scene. 
Maybe refer to a previous letter, contact or document. 
2. DETAILS (Facts and Figures) 
Give information/instructions. 
Ask for information. 
Provide all relevant details. 
Separate into paragraphs. 
Ensure logical flow. 
3. RESPONSE or ACTION (Conclusion) 
Action the reader should take. 
Action you will take. 
Give a deadline if necessary. 
4. CLOSE (A simple one-liner) 
Sometimes all that is needed is a simple one-line closing sentence. 
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時系列の法則に照らし合わせると、メールの書き出しでは、背景となる過去の出来事に触れ
て、次に、新しい情報を提示し、さらに、今後のことが書かれて、文を閉じる。抽象度の法則
に照らし合わせると、メールの書き出しでは、「あなた」と「わたし」が関係する場面を設定し、
何についてかが分かるようにし、次に、「わたし」の都合について具体的な詳細を述べ、そし
て、「あなた」がその具体的なものの扱いについて述べ、再び、「わたし」と「あなた」を含む今
後の状況について述べて文を閉じる。具体的には、以下の文章のようになる。 
 
 （19）  
Dear Suzie 
 
Thank you for inviting me to visit your studios last week.  I was most 
impressed by your new facilities. 
 
I am delighted that you can accept our invitation to produce a video to 
celebrate the company’s 25th anniversary.  This is a very special 
landmark in our history, and it is important that this video portrays 
both past, present and future. 
 
You promised to let me have a draft outlining your thoughts for this 
special video.  I look forward to receiving this before 30 October 
together with your approximate costings. 
 
If you need any further information please give me a call on 2757272. 
 
Best wishes 
 
John Wang 
Marketing Manager 
ST Electronics 
www. stelectornics.co.sg 
     
冒頭では、過去に起きた「わたし」と「あなた」との関係が示され、状況が設定される。第 2 段
落目では、具体的に「わたし」が必要としているビデオ作成の依頼がなされる、第 3 段落で
は、そのビデオに関して「あなた」の今後の取り扱いについて述べられ、最後の第 4 段落で
は依頼への付加情報について、「わたし」と「あなた」との取り決めについて触れて終える。 
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 このようにして、情報伝達に関するものは、基本的には、時系列の法則と抽象度の法則に
よって成り立っているが、なぜそのような順番によって成立しているか、関係構築という面か
らは理由があることが気づく。図 15 を見て欲しい。 
図 15．情報の配置と流れ 
 
情報は、まず、情報の送り手（図 15 の左側の人）と情報の受け手（図 15 の右側の人）との
間に、その過去における関係性が示される。論文であれば、分野が示され、過去の研究との
関連性が示される。ビジネスメールであれば、過去のパーティーで会ったこと、問い合わせ
があったことなどを示す。商談会を例にあげれば、右がバイヤー、左が販売業者になる。二
人が出会うと、まずはどのような商取引をしている業者であるかの確認がされる。そして、ど
のような商品に興味があるのかが確認される。要するに、人は、新しい情報を追加するとき、
既知の情報を参照し、その既知の情報の集積であるスキーマに情報を加えていく。だから、
情報のスタートは、現在や未来よりも、過去を選択したほうが分かりやすい。また、新しい情
報を得るときには、細かで具体的な話をされても、話は見えにくいのである。人はアウトライン
を捉えて後に、ディテールへと入っていく、そうすることで、全体像を捉えられない、ということ
を回避しているのだろう。 
 その次に、情報の送り手は、手持ちの新しい情報を具体的に示すことになる。論文であれ
ば、新しい実験、新しい結果である。ビジネスメールであれば、新しい依頼、問い合わせに
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対する回答を具体的に述べることになる。これも具体的な話しからではなく、抽象的な話から
スタートしたほうがいい。販売業者であれば、自社商品を提案することとなる。説明は、相手
の分かる範囲から徐々に細かく、具体的になり、最終的には自社製品にだけ見られる特性
を示すことになる。このような手順を踏まないと、商談はうまく進まなくなる。たとえば、商談会
において、ある商品の商品特性が説明されたとき、バイヤーが「これは○○と何が違うのか」
と質問してきた。説明された商品はこだわりの製造過程を経た高品質の商品であったが、大
きな枠組みが示されていなかったため、バイヤーには商品特性がよく見えず、安売りでよく
知られるナショナルブランドの商品「○○」を一例としてあげてきたのである。販売業者は、比
較された商品があまりにも安価で、工業製品化されたものであったので、「○○と比べられて
もなー」とつぶやき、うまく商品特性を伝えることができないまま商談を終えてしまった。具体
的な情報というのは、具体的であればあるほど、相手には見えないものである。抽象度を上
げて、相手にも分かるようなところから説明をスタートさせたい。 
 最後に、送り手が示す情報が、受け手にとって、将来的に関連性があるものであることを示
す。論文であれば、研究結果の社会的な影響である。ビジネスメールであれば、依頼に対
するアクションの呼びかけ、回答に対する検討の呼びかけなどである。商談会であれば、そ
の特徴ある商品が、バイヤーにとっていかに関係あるものかを提示することになる。 
 最初の関係性を構築する部分のやり取りがなくなると、情報の受け手は、自分との関係が
どのようなものかを判断する材料が乏しく、議論の先行きを見失う可能性が出てくる。また、
受け手にとって見れば、唐突に自分のことを話す人との印象を受けてしまう。上から下に向
かう線がなければ、新しい情報が全ない文章や対話ということになってしまう。情報の送り手
からやり手の矢印がなければ、情報の受け手はどのような Action をすれば良いのか不明に
なりかねない。コミュニケーションが成立するためには、このような一連の情報の流れがどれ
一つとして欠けてはならない。 
 営業にしても同じことが分かる。「新商品をお持ちしました」という発言は、冒頭の関係性構
築をスキップしたもので、相手には唐突感を与えてしまう。一方、「何かお変わりございませ
んか」という発言であれば、相手との過去の時点にさかのぼって、関係性の構築ができる。そ
して、相手の持っている情報に応じて、必要な情報を出すことが可能となる。場合によっては、
新商品よりも、古くからある商品が昔には不必要であったかもしれないが、今は必要になると
いうことも起きるのである。最後には、「ご希望の商品を送ります」、「詳しい情報をメールで流
第５章 海外展開を担うビジネス人材の英語学習到達目標 
138 
 
します」、「また来月の今頃来ます」と将来的な見通しを必ず述べたいところである。 
 この節では、自立した英語使用者となり、通訳なしの状態でやりとりをする際には、情報を
ある程度予測して進める必要を指摘した。実際には、ディスコースコミュニティーには、ジャ
ンルと呼ばれる、それぞれ固有の情報の配置があるテキストが存在することを見てきた。本
来であれば、そのジャンルを分析することができれば良いが、実際には、医学論文を扱うよう
な分析力のある人でもジャンル分析は難しい。ここでは情報の配置には「時系列の法則」、
「抽象度の法則」があることを示し、そして、それを包含する形で図９を示した。情報の流れ
は、逆「コ」の字で流れていく、相手から自分、自分から相手である。その際には、「過去」か
ら「現在」、「現在」から「未来」へと時系列の法則に沿って、また、「抽象」から「具体」、「具体」
から「抽象」へと抽象度の法則に沿って並べられることになる。平易な言葉で言い換えれば、
昔の話から将来への話、そして、大きいところから細かなところ、細かなところから大きなとこ
ろという流れになる。このようなところまで噛み砕くならば、ジャンル分析にも有用な手がかり
を与えることになる。 
 
５．４．海外につながるビジネスパーソンの英語学習モデル 
 ビジネスパーソンが学習する時間やリソースが限られている現状では、学校英語教育の延
長線上で、一般英語から順番に英語力を鍛えていくことは不可能である。そのような現状を
踏まえると、ESP のアプローチを導入して、ディスコースコミュニティーの特徴を踏まえた学
習内容に絞らなければならない。この節では、ビジネスパーソンが可能な学習時間が、１日
45 分程度で毎日（週 5 日）学習するという前提で、段階的に語彙力を増やす（レベル
PreA1）、簡単な英語表現を予め準備してやりとりを積み重ねることで通じる経験を増やす
（レベル A1）、相手の意図するところを正確につかむ為の英語表現を増やす（レベル A2）、
そして、最終段階としては、相手との関係構築のために必要な情報の流れに沿った形で提
示する（B1 レベル）、というレベル別の学習内容を提示した。それぞれのレベルでの目標は、
英語の経験に関しては、未経験の状態からスタートし、十分な経験を積むこと、通訳に関し
ては、依存した状態からスタートし、自立した状態になること、情報伝達に関しては、自分の
伝えたいことを単語レベルで伝えることからスタートし、相手の伝えたいことを汲み取った上
でやりとりが円滑にできることである。以上を表にまとめると、以下の表 10 の通りになる。 
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表 10．海外につながる人材の学習モデル 
企業担当者の 
英語レベル 目標とする状態 学習内容 
学習時間
の合計 
自立した英語使用者：
B1 
英語でのやり取りを過去に十
分経験していて、商談の現場
では、通訳なしで、バイヤーと
のやりとりの際に即時レスポ
ンスすることができる。 
ビジネス英語 1,000-1,600
語（合計 3,250-3,900 語）を
習得し、相手と関係構築して
行くために、ジャンルに即し
て情報のやりとりを進めるこ
とができるようにする。 
114 週 
２年 
基礎的英語使用者：A2 
英語でのやり取りをある程度
こなす経験があり、商談の現
場では、バイヤーの欲しい情
報を的確に与えることができ
るが、大事な場面に関しては
通訳の確認を必要とする。 
基礎的な一般語彙 1,000
語（合計 2,250-2,300 語）を
習得し、臨機応変に確認の
英語表現を使うことで、相手
が必要な情報を与えられる
ようにする。 
52 週 
１年 
基礎的英語使用者：A1 
英語で通じる経験をもってい
て、商談の現場では、通訳の
助けを借りて進めるが、予め
用意した英語表現をタイミン
グよく駆使してバイヤーとやり
とりする場面が増える。 
初歩的な一般語彙 1,000 語
（合計 1,250-1,300 語）を習
得し、一般英語の簡単なセ
ンテンスを組み立て、簡単な
やりとり、商品の説明ができ
るようにする。 
26 週 
半年 
入門期英語使用者：
PreA1 
英語を使う経験が乏しく、商
談の現場では、通訳に依存す
ることとなるが、商品特性に
関するキーワードを駆使する
ことで、バイヤーの注意を引く
ことができる。 
商 品 説 明 に 必 要 な 語 彙 
250-300 語を習得する。 
13 週 
３ヶ月 
 
学習時間は、レベルが一つ上がるごとに、これまでの学習の２倍を要するようになっている。
特に、A2 から B1 のギャップが非常に大きいことに気がつくだろう。そこには、単にジャンル
の知識ということだけでなく、通訳がない状態なので、正確を情報に聞き取る、ということも前
提となる。したがって、訛りのきつい英語にもなれておく必要が生じるだろう。 
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第６章 中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材育成モデル 
 
 本章では、中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材の育成モデルを構築して
いく。輸出入を手掛ける企業が海外展開の足がかりとなるのは海外商談会である。６．１節
ではそこで起きている三つの問題点、６．２節ではその問題の解決に向けた産官学連携の
グローバルビジネス人材の育成モデルの詳細、６．３節ではこのモデルの研究対象となった
商談会派遣学生の英語目標達成状況と問題点、６．４節では本研究の意義と展望を見て、
本論文全体の総括で締めくくる。 
 
６．１．海外商談会における問題点 
 本研究の研究対象は、企業のグローバル化の第 1 段階にあるディーラーやディストリビュ
ーターに頼りながら商品や製品を輸出入する企業である。そのような企業が海外展開をする
際の足がかりとして海外のバイヤーが集まる商談会がある。商談会は、日本貿易振興会
（JETRO）などの公的機関が主催するものから、地方公共団体や民間企業などが主催する
ものまで様々な形態と規模で年中開催されている。国を挙げて輸出を促進している背景もあ
り、各種助成金が用意されているため、また、商談会開催前には説明会などきめ細かな支
援体制が組まれているため、新規に海外へ進出を計画する企業もチャレンジしやすい。商
談会では、各国のバイヤーに商品を説明し、価格交渉する中でビジネスパートナーを探し、
イベント向けの輸出などを手がかりに、販路を探っていくことになる。 
 省庁や公的機関は、海外展開に向けた種蒔きのような位置づけで、海外商談会を後押し
しているが、商談会を効果的に活用して販路拡大にまでつなげる企業は 5%以下に留まる。
この低い率は、元々、海外で成功する基本要件にはまだ届かない企業や、海外の反応を見
るなど、マーケティングを主目的にする企業などが多数参加している、商品特徴を受け入れ
る土壌が現地にないなど、様々な要因がある。英語力に関係する部分を切り分けると、少な
くとも三つの要因がある。 
第一に、商談会前に、法律、商習慣、消費者の嗜好などの事前情報が収集されていない
ため、企業の主力商品を出展することができないなどの問題が発生している。各国の事情に
ついては、基本的なものは日本語で公的機関のホームページから閲覧することができるが、
細かな規定や暗黙の了解の下で行われていることは、現地の言語、あるいは、英語で情報
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を入手するしかない。英語で情報を汲み取ることのできる人材がいない企業の場合、非常に
大きな困難が伴う。 
第二に、商談会で高い技術を持つ通訳者を雇うことは困難で、企業担当者が英語を話せ
ない場合、商品の魅力を正確に伝えることが困難である。貿易や商談会の専門知識に精通
した通訳者はそれほど多くはない。商談会のようなイベントでは、多くの通訳者が借り出され
るため、そもそも通訳を確保することが非常に難しい。確保することができても、非常に高額
であるため、小さな企業には雇用する経済的な余裕がない。結果、現地の言語や英語を話
すセミプロの通訳者が雇用されることになる。商談会前に商談会の概要や各企業の出展商
品の概要などの資料は配布されているが、商品特徴の詳細は知らないままに商談会に臨む
事が多い。商談会が始まり、挨拶を交わし、基本的なビジネス内容を伝える部分では、通訳
者を介しても大きな問題は生じないが、商品の開発、生産上の細かなプロセスや特殊な技
術や成分となると、専門性が高く、母語のレベルで理解することが難しい。通訳者には何の
ことか理解できなくても、専門知識を有する企業担当者とバイヤーが専門用語を並べること
で通じてしまう、ということが起きる。 
第三に、商品に興味を抱くバイヤーが見つかっても、商談会終了後の引き合いメールな
どの対応が非常に遅い点である。商談会の最終的な目標は商取引に発展させることだが、
最初の目標は、バイヤーから名刺や連絡先をもらい、商談会後のコンタクトの足がかりを得
ることである。大量の名刺が取り交わされることになるが、商談会終了後、場合によっては商
談会開催中に、御礼メールを送ることが基本となっている。しかし、英語でメールを書ける人
材がいない場合には、外部の支援を得るか、翻訳会社へ依頼することになるため、迅速な
対応ができない。第 4 章で見たように、海外取引に発展している企業では、レスポンスが非
常に早い。メールに関しては、半日で返信をすることを心がけている企業があるほどである。
一週間、一ヶ月の単位でメールを取り交わすペースでは、バイヤーとの関係を発展させるこ
とがそもそも見込めないのが現状である。 
海外に販路を見出している企業の場合、自分たちの商品特徴を熟知する現地人を用意
するなどして、商談会の前後に情報収集のための予定を組み、商談会場の外での動きを見
せる。類似商品を扱う日本企業の進出状況の確認、以前反応があった企業の挨拶回り、商
談会で好反応の企業を訪問するなど、現地での情報収集量に大きな差が生じる。展開が非
常に速い最近のビジネス事情を考慮すると、これらの迅速な動きができないことは、ビジネス
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チャンスの喪失に直結してしまう。 
  
６．２．産官学連携の人材育成モデル 
多くの中小企業の場合、海外展開をするための人材を育成するリソースに欠ける。前節で
みたような問題を自ら解決する手段も方法もなく、海外展開が進まないというのが現状である。
既に海外で幅広くビジネスを展開している企業では、市場開拓する有能な人材を有するか、
独自のノウハウが蓄積されている。場合によっては、商社などを経験し、貿易に詳しい人を
中途採用することで海外展開を図っている。競争が激しいビジネスの世界では、これら先駆
けの企業が持つ海外展開のスキルを共有する場がないのは、中小企業に限らず、大企業
でも同じである。 
本研究では、これまでに実施された一連の調査結果、そして、そこから提示された英語の
学習項目と到達目標を示すだけでなく、前節で指摘した三つの問題を解決し、海外展開が
困難な現状を打破することを目指し、中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材の
育成モデルの構築を試みる。ここでは、グローバル人材の育成に取り組む大学が人材育成
の指導方法の開発、地域振興を手掛ける地方自治体が大学と企業の橋渡しをして場の創
出、少子高齢化の中海外展開を狙う中小企業が試験をする機会の提供、とそれぞれの役
割を果たしつつ産官学が連携して、図 1 で示すモデルの下、人材育成を実践する。そして、
本研究で提示している学習項目の妥当性を検証していく。 
この共同研究事業では、北海学園大学の経営学部、札幌市の経済局、そして、各種商談
会に参加する企業の中から本事業の趣旨に賛同いただいた中小企業が連携を図った。人
材育成の対象としては、将来的にビジネスの世界で活躍することを思い描く大学生とした。
本事業では、英語力にフォーカスを当てて観察するための工夫として、学生たちには食品
商談会のブースに立つ企業担当者の横について、通訳の補助をする、という立ち位置で参
加させた。ビジネスの現場は、数値の間違いを初めとした小さなミスが大きなビジネス損益に
発展する。高度に専門的な交渉、契約に関わる内容については、商談会のエリアを担当す
るプロの通訳者に任せる、それ以前の商談の場で困った場合には研究者である引率教員
がその場で介入する、以上の手はずを整えて、問題発生を未然に防ぐこととした。学生を通
訳補助として商談会の現場に立たせるという取り組みは、長期的な展望に立つとこの試み自
体が人材育成につながる。企業にとっては通訳者やマネキン（商品説明をする売り手）など
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の人手を雇用する費用を削減するというメリットがある。市役所にとっても、地域振興に官学
連携の政策を打ち出せるというメリットがある。 
 
図 1. 中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材の育成モデル全体図 
 
 図 1 においては、産官学が連携する中、まずは、企業商品調査として企業を訪問し、そこ
で得られたデータを下に模擬商談会を実施し、海外商談会に臨む。商談会後には、海外か
らの引き合いメールなどに対応し、海外マーケットへと繋げて行く。以下、その各段階での詳
細について見て行く。 
 
６．２．１． 企業商品調査 
ビジネスを知らない、非英語専攻の学生が、商談会で通訳補助をするためには、様々な
事前学習が必要となる。商品に関する知識はもちろんのこと、貿易の基本的な知識、商談会
で使われる英語、海外のバイヤーの考え方である。 
まず初めに、貿易の基本的な知識を習得するために、貿易に関する書籍を購入し、学生
たちはその内容をまとめ、勉強会を開催した。そして、その予備知識を踏まえて、貿易に実
際に携わっている専門家を招き、商談会と関連して必要な知識について講義していただい
た。日本語のレベルで分からない業界用語については、用語集を作成していただき、学習
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を進めた。商談会で使われる定型表現については、書籍の中から拾い集めて、一覧にし、
スマホのアプリを使って暗記を心がけた。通訳者として役割を果たすためには、海外のバイ
ヤーの考え方そのものを理解する必要がある。これについても、市販書籍を通じて、自分た
ちが知らない考え方をまとめていった。1 
以上のような貿易に携わるビジネスパーソンとしての基礎的な知識を積んだ上で、通訳補
助として入る企業を訪問した。訪問に際しては、企業のホームページに掲載されている内容
を全て閲覧し、その企業の基本的なことを把握して臨んだ。訪問時には、企業に関すること、
商品に関すること、貿易に関すること、商談会の対応の四つの分野について、ホームページ
から把握できなかった内容を中心に企業担当者から詳細を教えていただいた。 
 
図 2. 企業商品調査： 
会社概要説明（左上）、商品の特徴説明（右上）、生産工場見学（右下）、調理器具確認（左下） 
 
企業に関することについては、企業の歴史、理念、事業規模、衛生管理、主力商品の受
                                            
1 学生たちがまとめたレポートと用語・表現集は、商談会の度にバージョンアップを積み重ねている。学
生たちにとって知らない新規のことを収集している点で、学生目線の資料となっている。将来的には、こ
れをグローバルビジネス人材育成の際のテキストとして活用していく。 
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賞歴と国内市場での位置づけ、輸出入の実績、出品商品に関する事業計画などを中心に
会社の状況を把握した。海外ではブランド力が大切になる。会社の歴史が長いこと、各種コ
ンペティションで受賞している、国内市場を占有しているなどは、バイヤーにとって地元の消
費者にアピールしやすいポイントとなる。また、どの国のどのようなバイヤーと通じているのか
など、販路拡大計画はバイヤーにとって気になる点である。OEM（受託製造）が可能である
か、海外現地での技術指導や技術移転が可能かなどの質問も出てくる。国際的な商談会の
場合には様々な国からのバイヤーがあるので、どの国に輸出が可能かも予め知る必要があ
る。 
商品に関しては、商品の特徴、ナショナルブランド商品との相違点、成分、宗教対応状況、
パッケージ、商品ラベル、製造工程、賞味期限、保管方法、調理の仕方などである。日本の
商品は高品質であることは海外でよく知られているが、時として、日本企業のこだわりが類似
する商品との差別化に至っていないと指摘されることもある。アレルギー表示は海外では厳
しいところもある。成分についても、各国で輸入規制の基準は細かいところでは異なる。日本
では一般的に使われている添加物が輸入禁止になっていることも珍しくない。特定の成分
に豚由来のものがあれば、イスラム教徒には販売することが難しくなる。パッケージも、日本
と海外では色の好みや感性が異なる場合が多く、変更可能なものか、海外向けように作るこ
とができるか否かも大きなポイントである。日本国内ではパッケージを頻繁に変えることは問
題ないが、輸入製品の場合、パッケージごと商品登録が必要な国では、パッケージの変更も
問題となる。ラベルに表示すべき内容も国によって異なる。英文ラベルをパッケージに印刷
するのか、シールで対応するか、あるいは、パッケージを現地で行うかなども必要な情報で
ある。食感や色合い、風味などを独特のものとするために、特殊な製造工程を経ているのか、
特殊な原料を用いているのかも重要である。ただし、商品の根幹に関わるので、バイヤーに
どこまで話していいのかも事前に抑えておかなければならない。海外貿易の場合、港や入
管で足止めされることもあるので、賞味期限や保管方法も問題となる。賞味期限３ヶ月程度
では、そもそも輸出できない、ということになる。その商品をどのように食べたり、調理したりす
るのかも欠かせない情報である。どうやって食べたらよいのか分からない、というのは、珍し
い食材に遭遇したときに私たちも自ら経験するところである。アボガドを利用したカリフォルニ
アンロールで知られている通り、現地の人が日本人の発想にはない組み合わせで調理する
こともある。可能な調理方法のポイントも把握しなければならない。商品とその周辺情報は多
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岐に渡るため、商品説明の際のキーワードも企業とのすり合わせの段階で予め決めておき
たい。最後になったが、商談会で一番質問される機会が多いのが、価格である。卸売価格、
小売価格、税込みか否か、数量割引があるかなど、商談では最も重要な点なので、準備の
段階で正確に把握しておくことが大切になる。 
貿易に関しても様々な情報が必要となる。輸送方法、輸送状態、荷物引渡し場所、最小・
最大輸出単位、納期、各種証明書の発行などがある。空輸するか、船で運ぶかは、価格と
賞味期限に直接関係してくる。保管方法に制限がある場合には、冷凍や冷蔵など輸送状態
も決まってくる。また、「パッケージだけ現地で済ませたいので、商品の中身だけ輸出できる
か」などの質問もある。荷物をどこで引き渡すかで、輸送費、保険、関税が変わり、やはり取
引価格に大きな違いが生じる。最小ロット数やどのくらいの量をどのくらいのペースで納品す
ることができるかも大切な要素である。特定のイベント向け商品として扱いたいなど、急ぎの
商品である場合もあるので、明確に決めておくべき項目である。国や商品によっては、入管
手続きなどで、原産地証明や成分検査証明書などが必要な場合もある。 
商談会の会期中のことについては、試食品の出し方、英文カタログの有無、サンプル品
の出し方、商談会展示商品以外の取扱商品などは基本的な情報である。これに加えて、出
展目的、商品説明の際に強調して欲しいことなども事前に確認しておきたい。たとえば、お
菓子はサンプルをいきなり食べるのではなく、「開封直後の香りをかいで風味を確かめて欲
しい」などはなかなか気づかない点である。また、休憩をどのタイミングで取るか、人員をどの
時間で交代するかなどのシフトをどのように組むかも重要な点である。会期中の服装は、ブ
ース内でどのような統一感を出すかに関わるので、現地で困らないように予め準備をしなけ
ればならない。 
これらの企業、商品、貿易、商談会の基本情報に加えて、実食して商品の特徴を感覚的
につかんでおくこと、生産現場を確認して、その事業規模や製造方法を把握しておくことな
ども必要である。一連の聞き取りと視察を行うと、企業訪問は数時間にも及ぶ。特に、海外出
展の経験がない企業に訪問すると、企業から逆に質問されることも多々経験している。 
企業商品調査の終了後は、事前にホームページで調べた情報に、聞き取り情報を加える
形ですべての項目をレポートとしてまとめる。学生と引率教員とでは、聞き取りの視点と、把
握する情報量が異なるため、レポートを添削することが欠かせない。齟齬を防止するために、
企業担当者にレポートの内容を確認してもらうことも忘れてはいけない。この確認が終了した
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時点で、学生たちはレポートの内容を英文化する作業に取り掛かる。専門用語が適切に使
われていないなどのミスが起きるので、引率教員と貿易の専門家のチェックが欠かせない。 
この事前学習と企業商品調査の期間には様々な問題も発生する。アルバイトやゼミ活動、
クラブ活動と最近の学生は非常に忙しい。学生、教員、企業の三者が移動時間も含めて半
日に及ぶ調査の時間を調整することは困難を極める。学生を指導する上で、何を優先すべ
きかの判断は非常に難しい。学生たちは通常の授業に加えての作業なので、モチベーショ
ンの低い学生はついて来ることが困難になることもある。通訳補助に入る学生は、1 企業に 2
名を基本とすることで、一連の準備と商談会当日のシフトをまかなうことができる。この 2 名の
学生の組み合わせは、それぞれが持っている体力、知識量、ビジネス力、相性など考慮しな
ければならない。 
ここまでの事前学習の開始からレポートの英文化を終了するまでに、1-2 ヶ月の時間を要
する。この期間に学生たちが習得する学習内容は、第 5 章で示した英語学習到達目標の
PreA1 レベルを突破している。商品説明に関する語彙は十分に用意している。また、A1 レ
ベルの予め英語表現を用意しておく、という部分でも準備はできている。A2 レベルに関して、
バイヤーが欲しい情報に関しては、十分な準備をしている。また、相手に確認を求める表現
に関しても、表現集の中で蓄積がある。しかし、A1 レベルに求められる通じる経験、A2 レベ
ルにもとめられるやりとりの経験はない。これをバーチャルな環境で経験するのが模擬商談
会である。 
 
６．２．２． 模擬商談会 
模擬商談会では、商品説明と通訳を練習する。派遣学生はもちろんのこと、引率教員、貿
易の専門家、商談会関係者を招いて行う。事前学習と企業商品調査で多くの時間と労力を
費やした学生は、知識面での自信を深めているが、通訳となると、全く異なるスキルが要求さ
れるため、模擬商談会のプレッシャーは非常に大きなものである。 
学生たちは来場者に声がけをして簡単な商品説明をする役割を担う。そこで、1 分程度で
簡潔に商品の特徴を説明する練習を重ねる。商品特徴が上手く捉えられていない、英語が
出てこない、メモを棒読みしてしまう、英語表現が稚拙で何を言っているのか伝わりづらい、
説明が長すぎるなど、問題点は様々起きる。しかし、企業商品調査で下調べと、その英語化
がされているので、学生同士でのピアレビュー、教員や貿易の専門家や関係者のコメントを
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経て、比較的短時間でポイントをつかんでいく。 
 
 
図 3. 模擬商談会： 商品説明（左）、通訳補助（右） 
 
通訳補助に関しては、教員や貿易の専門家、関係者がバイヤーや企業担当者の役割を
担う。価格や商品特徴を尋ねる一般的な内容から、輸送方法に関する高度な内容、そして、
通訳のタイミングを無視して早口でまくし立てるなど、様々なバリエーションで模擬商談会を
進める。聞き取れない内容をごまかしてしまう、バイヤーの言っている内容の半分程度しか
通訳しない、企業担当者の話を英語に上手くできずに考えてしまう、企業担当者の立場で
はなく第三者で訳してしまう、通訳せずバイヤーと対話を続けてしまうなど、問題は噴出する。
学生たちには、聞き取れない内容を何度も聞き返す、自分が知っている内容でも企業担当
者に質問し勝手に話を進めない、企業担当者あるいはバイヤーの話を途中で止めて通訳を
開始する、英訳できない部分を企業担当者に伝える、立ち位置を工夫してバイヤーと企業
担当者が直接対話でいるようにする、などについて指導し、トラブルを未然に回避する方法
を習得していく。指導内容が上手く伝わらない場合には、教員が通訳となって模範例を示す。
学生たちは、このような実践的な訓練をすることで、自分たちの何が問題なのかを明確に自
覚するようになる。2 
この模擬商談会を通じて、学生たちは商品説明ができる、聞き返しの表現を使って正確
                                            
2事前学習、企業商品調査、模擬商談会で準備は終えることになるが、学生たちには各国の英語の発音
に癖があることを念頭に置き、YouTube などインターネットを活用してリスニングの自主学習をするように
促している。 
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に理解する、企業担当者の意図するところを伝える、通訳の立場でやり取りをするという経験
を積む。ほとんどの学生は A1 レベルを突破し、A2 レベルに到達した状態となっている。後
日談として、学生たちはこの模擬商談会の練習が、一番大変であったと振り返っている。 
 
６．２．３． 海外商談会 
産官学の共同研究事業としての海外商談会には 2014 年度内に 3 回参加した。3実施概
要は表 1 のようになる。学生の派遣には、毎回同じ教員が同行し、全体のサポートを行うと同
時に、参与観察する中で、運用状況を確かめた。学生たちは、メインで担当する企業が 1 社、
休憩時間、体調不良などの交代要員として入る企業が 1 社として、商品説明と通訳補助を
行った。担当する企業は、企業商品調査をして事前に企業の様子を熟知するところに限定
した。学生と企業の組み合わせは、貿易の専門家と相談をして、学生の英語運用能力のレ
ベル、企業ブースに訪れるバイヤーの予想数、交渉の難易度に応じて振り分けた。企業担
当者の英語レベルは、不使用者から PreA1 レベルがほとんどで、企業として通訳を雇って
いないので、学生のシフトに穴が開くときには、引率教員、市役所の担当者、通訳者が適宜
入ることとした。 
 
表１．学生派遣の商談会の概要 
開催期間 
2014 年 
4 月 8～11 日 
2014 年 
8 月 14 日～17 日 
2015 年 
1 月 11 日～13 日 
実施都市 シンガポール 香港 サンフランシスコ 
会場 Expo Exhibition Centre Moscone Center 
展示 3,000 社 1,600 社 1,300 社 
来場者 60 万人 46 万人 未実施 
派遣学生数 7 名 5 名 5 名 
学生受入企業数 5 社 3 社 3 社 
 
 いずれの商談会でも開催期間の二日前には現地入りして、その国の雰囲気に少しでも慣
                                            
3 サンフランシスコ商談会はこの博士論文提出時点では、模擬商談会までを終了したが、現地の商談会
そのものはまだ終了していない。 
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れるように配慮した。開催前日には展示ブースの設営のために会場入りしている。商談会初
参加の学生たちは、想像以上に会場が広く、開催規模が桁外れに大きいことに戸惑う。同じ
商談会でも国によって雰囲気は異なる。企業担当者も、企業商品調査の時とは表情が異な
っていて、気迫が伝わってくる。学生たちは、その雰囲気に完全にのまれてしまう。 
 商談会初日は、いきなりバイヤーが来るわけではなく、試食に来る一般来場者が中心とな
るので、学生たちは商品説明を中心にスタートすることができる。徐々にバイヤーも来るよう
になる。商品説明や通訳の最初の数回はたどたどしいが、直ぐに、事前準備が周到であり、
想定の範囲内でしかやり取りがされないことに気づく。学生の中には、英語のレベルが低い
者もいるが、比較的流暢な学生とペアを組ませる、引率教員が援助、アドバイスをするなど
の体制が組まれているので、2 日目には自立して商品説明も通訳補助も行うことができる。
学生の様子は可能な限り引率教員が、問題が発生していないか観察し、疑問はないか常に
声がけを行う。また、企業担当者にも学生の様子を尋ね、直接言いづらいことでも聞き取るよ
うにしている。企業担当者に誘われるときは別として、夕食は反省会を兼ねて一緒にすること
にしている。 
図 4．シンガポール商談会： ブース設営完了（左）、商品説明（右上）、通訳補助（右下） 
 
 このように企業と学生の両者から様々な情報を収集するが、初日に、企業担当者からもう
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少し積極的に前に出て欲しい、バイヤーの言っている内容を細かなところまで教えて欲しい、
などの要望が出ることもあるが、二日目以降、要望はほとんど出ない。「想像以上に通訳が
できていた」と企業担当者の満足度は非常に高い。学生通訳を積極的に活用したいとの声
も多数いただく。学生たち自身も「事前準備した範囲でしかやりとりがなかったのでスムーズ
に通訳できた」と英語運用上の自信を深めることができる。 
 本研究のモデルの枠組みで行われた共同研究事業では、問題はほとんど発生しない。企
業から要望が寄せられたとしても、それは現場で即座に修正が可能な範囲に留まる。解決
できない問題は発生しない。問題は、英語によるコミュニケーションではなく、むしろ、精神面
と体力面である。時には、バイヤーと激しいやりとりが、速いテンポで行われる。企業担当者
も相当に熱が入ることがある。そのような場面での通訳は学生たちには相当のプレッシャー
になるようである。慣れない環境で、6-7 時間拘束され体力も相当消耗する。特に、初回のシ
ンガポール商談会の場合、二日目から徐々にダウンする学生が現れ、7 名中 2 名が担当不
能となり、2 名が風邪の症状で一日休むこととなった。残る学生が商談会中に急成長したこ
と、周囲の支援体制が円滑に動いたことがあったので、企業の通訳に関する問題は起きな
かった。香港商談会では、精神面と体力面を考慮した学生選抜をした上で、学生が十分な
休息を取れるように、宿泊施設をユースホステルのような施設からホテルに格上げするなど
を配慮した。その結果、シフトを崩すことなく運用することができた。 
 本共同研究事業では、高度な交渉の通訳は行わない、という前提で進められたため、B1
レベルの検証は行われていない。しかし、第 1 回目の商談会終了時点で、7 名中 2 名が離
脱したため判定不可能、1 名が A2 レベルのやりとりが十分にできているとは言えない、とい
うものであったが、4 名は A2 レベルを十分に突破することができた。これら A2 レベルにある
学生 5 名のうち、1 名は将来の進路志望との関係で本共同事業からは外したが、残る 4 名
は、香港商談会、サンフランシスコ商談会へと派遣し、どのように成長するかフォローしてい
る。 
 香港商談会では、使用される言語が広東語や北京標準語がメインで、来場者の大多数が
バイヤーというよりも一般消費者であったが、英語による商品説明、通訳補助は継続して実
施した。シンガポール商談会を経験した 4 名は安定した仕事ぶりで、企業からの提起された
問題は、スマートフォンの使用を巡るモラルの問題だけであった。新たに加えられた 1 名は、
経験者の 4 名からの助言を得つつあっという間にコツをつかみ、大学で学習した中国語も活
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用しながら、無難に乗り切った。5 名中 4 名は A2 レベルを突破している様子が見て取れた
が、シンガポール商談会で A2 レベルを突破できない学生はそのままのレベルに留まった。 
 
６．２．４． 商談会後のメール対応 
 商談会はお祭りのようなイベント的な要素も多分にある。ビジネスに結びつけるためには、
商談会後にどこまで現地のバイヤーとの関係を構築していくかにかかっている。商談会終了
後に日本に戻ると、集めた名刺を基に御礼メールを送るなどして、繋いで行く。海外展開で
きていない企業の場合、その後の引き合いに十分に応じられていない面があるので、本共
同研究事業では、図 5 のような支援体制を組んだ。 
 
図 5． 商談会後の引き合いメールの翻訳対応 
 
図 5 において、①海外企業から札幌企業に寄せられたメールは、②転送設定したメールア
ドレスに送ると、学生と研究者チームに同時に配信される。③学生は直ちに英語を日本語に
翻訳し、研究者チームの確認と許可を経て、企業に戻す。④札幌企業は回答内容を決めて
メールを翻訳に回す。⑤日本語から英語への翻訳を終えた学生は、研究者チームの修正と
許可を経て、札幌企業に返す。⑥札幌企業は学生が翻訳したメールを海外企業に戻す。こ
の一連の流れを 1-2 営業日で完成させた。4 
                                            
4 この共同研究事業で驚いたことは、引き合いメールの少なさである。商談会後の実際の取引に発展す
るのは 5%以下であることに言及しているが、本格的な商談が継続すること事態が稀であることが分かる。
シンガポール商談会、香港商談会で商談会後に引き受けたメール翻訳は 20 件程度に過ぎない。商談
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 学生たちが翻訳に携わる企業は、商談会で担当した企業なので、そのメールがだれから
来たものか、商談会での様子も基本的に覚えている。③の英語から日本語への翻訳はほと
んど問題なく対応することができる。送られてくるメールで使用される英語は、すべて、
English as a Lingua Franca でネイティブの英語ではない。シンプルな英語で構成されて
いるので読み取れないということはほとんど起きない。時制の問題がハッキリしない、証明書
など学生たちがあまり知らない専門的な内容に言及されている、など限定的な場面で学生
の翻訳が明確ではないところがあったくらいである。⑤の日本語から英訳は修正が必要な場
合も時としてある。日本語のセンテンスが長く、そのまま訳した場合構文が複雑になり、英語
としては読みづらいことがある。適宜、短いセンテンスに区切り、時系列に沿ってロジカルな
順番で並べることで対応できることを指導する。企業のやり取りを見ている限り、齟齬による
行き違いが発生している様子は 1 件もなかった。 
 このメール対応に関しても、英語コミュニケーション上の問題はほとんど起きていない。むし
ろ、企業担当者とのやりとりにおけるビジネスマナーなどの方が細かな指摘をする点が多か
った。最近の学生たちは、パソコンでのメールを使用しないため、宛名をきちんと書く、件名
を的確に記す、署名を入れる、話し言葉を使わない、などの基本的なことを確実に行うことが
できない。ESP 研究の視点で見ると、B1 レベル以降の自立した英語使用者に求められるデ
ィスコースコミュニティの暗黙のルールに従っていないという点で大きな問題点とも言える。 
 本節で取り上げてきた、企業商品調査から、商談会後のメール対応までの流れ、学生たち
が突破した CEFR のレベル、学習項目をまとめると、以下の図 6 のようになる。 
 図 6 では背景をグレーで記した各段階での学習内容の項目を下の四角内に記した。また、
各段階で突破した CEFR レベルを矢印の中に記した。事前学習が本格的にスタートしたの
は、第 2 学期が完全に終了した 2014 年 2 月である。第 1 回目の模擬商談会までは 2 ヶ月
程度であった。英語学習到達目標では、ビジネスパーソンが毎日 1 時間弱の学習時間を想
定し、A2 レベル突破までは 1 年を要するとの試算であったが、ここでは短期集中で学習を
することで大幅に短縮することができた。人材育成のためのモデルは全体としては円滑に進
むことが分かった。個人差はあるものの、若い学生の成長ぶり、特に、海外商談会を経験し
た後は目覚しいものがある。 
                                            
会で 1 社平均 50 の企業と名刺交換をしたとして、メールが来るのは 5%程度という計算になる。 
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図 6. グローバルビジネス人材育成モデルに基づく学習内容と CEFR レベル 
 
６．３． 英語学習に求められること 
 この節では、第 5 章で提示した英語学習到達目標を参照しつつ、個々の学生を取り上げ
て、細かな問題点を検証する。学生たちのプロフィールを簡単に示すと以下の表 2 の通りで
ある。これらの派遣学生は、基本的に、授業の中で行われた参加者募集の呼びかけに即座
に行くことを決断した学生である。人数を一定数確保するため、英語の実力があり、力を持
て余している学生には一本釣りをした。選抜試験は実施していない。成績を考慮するという
こともしていない。 
 
表 2. 海外商談会派遣学生のプロフィール 
No. 学年 背景 カナダ インタ シンガ 香 港 S  F OPIc 
1 ３年 日常会話 2013 夏 2014 春 2014 春 2014 夏 2015 春 IM3 
2 ３年 日常会話 2013 夏 2014 春 2014 春 2014 夏 2015 春 IM1 
3 ２年 中学時代ドイツ ／ ／ 2014 春 2014 夏 2015 春 IM1 
4 ３年 会話苦手 ／ ／ 2014 春 2014 夏 2015 春 IL 
5 ３年 日常会話 2013 夏 2014 夏 ／ ／ 2015 春 IL 
6 ２年 英語不得意 ／ 2014 春 2014 春 ／ ／ NH 
7 ３年 英語流暢 ／ 2014 春 2014 春 ／ ／ ／ 
8 ３年 英語好き、ESS ／  2014 春 ／ ／ ／ 
9 ４年 日常会話 ／ 2012 夏 ／ 2014 夏 ／ ／ 
 
表 2 の 1 行目は、左の列から、通し番号（No.）、派遣時の学年（学年）、言語的な背景（背
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景）、第 4 章で紹介したカナダ短期留学の経験（カナダ）、シンガポール・インターンシップの
派遣（インタ）5、シンガポール商談会派遣（シンガ）、香港商談会派遣（香港）、サンフランシ
スコ商談会派遣（SF）、英語コミュニケーション試験（OPIc）のレベルである。6 経験した場
合には実施時期、未経験の場合には「／」を記した。「英語が通じる」経験をした出来事には
背景をグレーにしてある。 
1 の学生は、英語を特に得意としている訳ではなく、一般的な学生であったが、海外派遣
のプロジェクトすべてに参加する中で英語力を磨いた。2 の学生も 1 と同様の学生である。3
の学生は、中学生時代をドイツで過ごし、英語を得意としている学生である。4 の学生は、シ
ンガポール商談会が初めての海外経験で、話すことを非常に苦手としている。5 の学生はカ
ナダの短期留学をきっかけに休みごとに海外に出かけ、英語力を磨いた。6 の学生は英語
が不得意であるが、学習姿勢が積極的であった。7.の学生は英語を得意として流暢であり、
スピーチコンテストでの受賞歴があるが、学習姿勢が消極的であった。8 の学生は英会話ク
ラブ（ESS）に所属するなど英語が好きであるが、学習姿勢が消極的であった。9 の学生は
何事にも積極的に取り組む学生だが就職活動で十分に準備をすることができなかった。 
 以上の基本的な背景を踏まえて、本事業における学生たちの様子を見ていく。順調な成
長振りを見せた 1 と 2 の学生は、学習に対する意欲が安定していた。事前学習、企業商品
調査の資料も詳しい内容を用意した学生たちであった。Skype を利用した英会話を利用す
るなど向上心も常に見ることができた。カナダ短期留学から香港商談会に至るまで流暢さは
                                            
5 シンガポール・インターンシップは、北海学園大学経営学部の課外活動として、夏休み、春休みを利
用して、シンガポールの地元ベンチャー企業にご協力をいただいて 2-3 週間ほどの期間で 2011 年より
実施している。 
6 OPIc は NEC マネージメントパートナーが実施している試験である。香港商談会が終了した時点で、
研究者が参与観察する中で把握している学生たちの CEFR レベルと、客観的な試験での結果を検証
するために受験した。各レベルの判定基準は以下の通りである。学生たちは、NH～IM3 のレベルにあ
り、研究者が把握している CEFR レベルと完全に合致するものであった。 
Advanced Low：自分の考えや経験を流暢に表現できる。討論や交渉、説得など実際の業務で駆使
することができる。 
Intermidiate High：文法的に大きな間違いがなく言語を駆使し、ビジネスや会議で基本的なコミュニ
ケーションができる。 
Intermidiate Middle （IM）：小さな文法的ミスはあるものの、長いセンテンスを駆使し、基本的なコミ
ュニケーションができる。(IM レベルは、IM3(上)、IM2(中)、IM1(下)に細分化される) 
Intermediate Low （IL）：日常的な話題はセンテンスで話すことができる。会話に参加し興味のある
話題は自信をもって話すことができる。 
Novice High （NH）:簡単な単語や句を駆使してコミュニケーションができる。 
Novice Middle：既に暗記している単語やセンテンスで話すことができる。 
Novice Low：限定的ではあるが、単語を羅列して話すことができる。 
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驚くほど改善している。外国人との日常会話は苦なくこなしている。商談会でもほぼ安定した
仕事ぶりであった。 
 3 と 7 の学生は、このグループの中では、元々は頭が一つ抜けた英語力であった。問題は、
事前学習や企業商品調査で資料をきちんと準備しない点である。日常的に学習する様子も
見えてこない。ある意味、指導に最も苦労した学生たちである。3 の学生は OPIc の結果を
見る限り、この一連の事業を通じてほとんど成長していないと思われる。結果として、1 の学
生に英語力で抜かれてしまった。7 の学生は、商談会途中で離脱したが、やはりコンスタント
に課題をクリアしていく部分が常に欠けていた。商談会では、高い英語力を有していたため
に、交渉内容が高度で、バイヤーが来る頻度も高い企業を担当したが、プレッシャーは相当
に感じていた。 
 4 の学生は海外商談会への参加意欲はあるが、促されない限り課題をしない。体力があり、
精神力も強く、現場で学ぶことに長けているために、商談会での商品説明や通訳補助は、
シンガポール商談会の二日目からこなした。つけた自信に見合う学習姿勢がないため、英
語力そのものは全く伸びていない。サンフランシスコ商談会の模擬商談会で行われた第 1
回目の商品説明は驚くほどこれまでの成果が出ていなかった。 
 5 の学生は基礎力がもともと低い学生であったが、海外へ足を運ぶ経験を通じて英語でコ
ミュニケーションをとることに心的障壁はない。本事業の英語学習にはサンフランシスコ商談
会から入ることになるが、OPIc の結果を見る限り、海外に出歩くだけでは英語力の成長に
限界があるように見受けられる。 
 6 の学生は、英語の基礎力はない状態で、シンガポールのインターンシップと海外商談会
を経験した。学習に一生懸命取り組む様子は常に見ることができた。基礎力が全くないまま
での応用学習であったためか、英語の伸びはあまり見られなかった。商談会でも商品説明
や簡単なやり取りはこなすことができたが、少し細かな質問は聞き取りが追いつかず、引率
教員のヘルプを最も必要とした学生であった。プレッシャーから二日目からはダウンをしたが、
最終日には顔を見せることができた。 
 8 の学生はビジネスよりも、英語が好きという様子が商談会でも見て取ることができた。商談
会中の業務はすべてこなし、4 の学生に様々な表現を現場で教える余裕があった。進路の
希望が海外ビジネスとはかけ離れているため、シンガポール商談会終了後はこの事業から
は外れた。 
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 9 の学生は、シンガポール・インターンシップのころから、知らない人に話しかける、企業の
方々に色々なことを質問することに躊躇しない性格である。商談会前の準備と就職活動が
重なったため、準備が不十分な面も見られたが、商談会では一定の役割を果たした。しかし、
シンガポール商談会の経験者との実力差は痛感したようであった。 
 以上をまとめると、ここで提示している人材育成モデルと学習項目を通じて、着実に成長し、
英語学習到達目標を達成するために必要なものは、第一に、学習に対する意欲である。ビ
ジネスを知りたい、英語が上達したいという意欲に欠けた場合、コンスタントな英語学習につ
ながらないため、実力はほとんど伸びない。第二に、体力である。現地の食事からうまく栄養
を取り込む、毎日きちんと睡眠を取るなどを土台に、精神面でも充実させ、体調管理を行うこ
とが大切になる。コンスタントな英語学習と密接につながっている。第三に、英語の基礎力で
ある。英文法の基本的なことを習得せず、文の組み立てができないと、英語力の伸びは著し
く遅くなる。 
 
６．４ 研究の意義と展望 
 本研究は、中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材の育成が喫緊の課題とな
っている北海道で、英語使用実態を調査し、調査結果に基づいて、学習項目を提示すると
ともに英語学習到達目標を提案した。本章で示した産官学連携の共同研究事業の成果を
見る限り、まず、グローバルビジネス人材育成の基本要件として、中学レベルの英語を確実
に習得していることが前提になる。この基本要件に欠けると、CEFR の基準で言うならば、
PreA1 から脱出しての進歩はかなり厳しいものとなる。そして、更なる成長の鍵となるのが、
この基本要件を満たした上で、学習意欲をコンスタントに持ち続ける精神力である。業務に
即した英語を学ぶ上では、一般英語ができるという自信はむしろ成長の阻害要因となること
もある。ESP の研究と教育が、ディスコースコミュニティにおける Substance、Form、Action
を念頭に置いているとおり、業務内容から英語を切り離した学習ではなかなか成果につなが
らない。業務を念頭にコンスタントに学習をしなければ基礎的英語使用者から自立した英語
使用者へと成長することは難しい。 
 業務に即した英語学習であるならば、各事業所が業務の一環として学習支援体制を組ま
なければ解決の糸口が見えないが、問題となるのは、事業所にそのようなノウハウやリソース
がないことである。その状態が長い期間放置されてきた現状を見ると、本章で示した学生を
第 6 章 中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材育成モデル 
158 
 
利用した共同研究事業は、研究に留めるのではなく、更に、発展拡張すべきものである。北
海道の地元就職率の高さを考慮すると、大学生をグローバル人材として育成する意義は大
きい。今後の研究課題としては、この産官学が連携した人材育成モデルを北海学園大学経
営学部だけでなく、北海道の大学全域に適用させていくことである。そのためには、図 6 で
示した学習項目と指導要領のマニュアル化が欠かせない。更に、重要なポイントとしては、
英語教員と貿易の専門家との連携体制を他の大学でも維持できる仕組みづくりである。高
度に専門的な内容を扱うため、少しのミスが企業の存亡に関わることは、一連の研究の中で
も目の当たりにしている。その部分をサポートする専門家をどのようにして配置するか、これ
も産官学連携の枠組みでシステム作りが必要となる。7,8 もう一つ可能性としては、この人材
育成モデルを企業研修の枠組みに発展させることである。一連の調査の中で、企業研修を
して欲しいとのリクエストは何度も頂戴している。学習時間に大きな制約のあるビジネスパー
ソンに適した学習にするためには、隙間時間を利用した学習方法など、大学とは異なるアプ
ローチが必要になってくるだろう。 
 本研究の限界としては、研究対象を企業のグローバル化の段階で言うならば、輸出入を手
掛ける企業に焦点を絞っている点があげられる。ここで提示している人材育成モデルは、基
本的には、CEFR で A2 を突破するレベルにまでに留まる。企業のグロ－バル化の第二段
階である、現地における販売会社の展開には、さらに複雑な要因が絡んでくる。寺内・内藤
（2014）が調査したように、日本のグローバル企業の CEFR 平均値は B1 であり、B2.2 まで
の成長が求められている。その成長に関する要件についてはほとんど研究がされていない。
規模が拡大することで、当然のことながら基本要件も変化する。 
 本研究は、グローバル展開が求められる社会情勢を受けて、ESP の観点から輸出入を手
がける北海道の産業界にアプローチし、アンケート調査、インタビュー調査、商談会の参与
観察を通じて、地域の産業界のニーズを捉えた。地域を対象としたニーズ分析は海外では
研究されているが、国内では類例がない。また、ESP の研究はしばしばニーズ分析や語彙
                                            
7 香港商談会では、北海道内 3 大学の英語教員が視察し、参与観察を行っている。英語教員の ESP
教員としての養成も重要な鍵となるだろう。 
8 本研究を推進する上で、大きなネックとなっているのが、事業に参加する人との間の調整である。外か
らの支援を試みるよりも、産業界の内側からの支援が近道かもしれない。各企業に海外展開する人材が
集まる海外事業部が作られるように支援するのではなく、海外事業部をアウトソーシングできるような事業
体を構築し、そこで運用していく仕組みである。その事業体の中で、大学生のインターンシップを行うこと
で人材育成も加速化するだろう。 
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分析に留まるとの批判を受けることがあるが、ここではニーズ分析を土台として、学習項目と
学習到達目標を提示したこと、さらに、その学習モデルを地域の問題解決に適用して、実践
に結び付けていることが特筆すべき点である。産業界のグローバル人材不足は北海道に限
られたものではない。北海道での基礎研究とそれに基づく実践例は、他の地域に展開する
可能性を有する。 
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付録１．就業者調査アンケート票 
 実際の回答は、ブラウザ上で行った。グレーの区切れ線が１つの画面に表示される質問
である。回答が終了した時点で、「次へ」のボタンを押す。未記入がある場合は、注意がポッ
プアップされる。回答の対象とならない質問は、自動的にスキップされる。 
 
 道内における社会人の英語の使用と必要性に関する調査 
このアンケートは、北海道にお住まいで、お仕事をされている方が、日常、英語をどの程度使っているのか、ま
た、英語をどの程度必要としているのか、実態を明らかにするための調査です。 
調査結果は、北海道の経済発展、教育改善のための貴重な基礎資料となります。 
皆様のご協力をどうぞよろしくお願い致します。 
問 1-1 
あなたは現在、英語をどの程度使いますか。「職場」と「私生活」それぞれについてお答えください。【必須】 
※「専門・実務英語」とは、仕事に関わる英語のことです。 
※「一般・日常英語」とは、仕事以外の英語のことです。 
   毎日使う 
週に 
数回使う 
月に 
数回使う 
年に 
数回使う 使わない 
職場 
専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ ○ 
私 生 活 
専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ ○ 
 
 
問 2 
 
あなたは職場でどのような英語の技能を使いますか。どの程度使うか該当するものをお答えください。【必須】 
 
 毎日使う 週に数回使う 月に数回使う 年に数回使う 使わない 
読む ○ ○ ○ ○ ○ 
書く ○ ○ ○ ○ ○ 
聞く ○ ○ ○ ○ ○ 
話す ○ ○ ○ ○ ○ 
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あなたは職場のどのような場面で英語を使いますか。 
 
問 3-1 
 
「読む」について【必須】 
 
□ 契約書 
□ 企画・提案書 
□ 報告書 
□ マニュアル 
□ 翻訳（英文和訳） 
□ 手紙 
□ 電子メール 
□ ホームページ閲覧・検索 
□ 英字新聞・雑誌 
□ 専門誌・論文 
□ その他  （               ） 
 
あなたは職場のどのような場面で英語を使いますか。 
問 3-2 
 
「書く」について【必須】 
 
□ 契約書 
□ 企画・提案書 
□ 報告書 
□ マニュアル 
□ 翻訳（和文英訳） 
□ 手紙 
□ 電子メール 
□ ホームページ作成 
□ 英字新聞・雑誌 
□ 専門誌・論文 
□ その他  （               ） 
 
あなたは職場のどのような場面で英語を使いますか。 
問 3-3 
 
「聞く」について【必須】 
□ 電話 
□ 会議 
□ テレビ会議 
□ プレゼンテーション 
□ 社内コミュニケーション 
□ 講演 
□ 商談 
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□ 顧客対応 
□ ラジオ・テレビ放送視聴 
□ 通訳（英語→日本語） 
□ その他  （               ） 
 
あなたは職場のどのような場面で英語を使いますか。  
 
問 3-4 
 
「話す」について【必須】 
□ 電話 
□ 会議 
□ テレビ会議 
□ プレゼンテーション 
□ 社内コミュニケーション 
□ 講演 
□ 商談 
□ 顧客対応 
□ 通訳（日本語→英語） 
□ その他  （               ） 
 
問 3-5 
あなたは職場でどのような英語の資格（スコア）が求められますか。【必須】 
 
□ TOEIC 
□ 実用英語技能検定（英検） 
□ その他  （               ） 
□ 求められていない 
  
付録１．就業者調査アンケート票 
170 
 
 
問 4 
あなたは現在、どの程度英語の必要性を感じますか。「職場」と「私生活」それぞれについて 
お答えください。英語を使用していない場合は、今後の可能性についてお答えください。【必須】 
※ 「専門・実務英語」とは、仕事に関わる英語のことです。 
※「一般・日常英語」とは、仕事以外の英語のことです。 
※「基礎英語」とは、基本的な文法や発音などの英語の基礎のことです。 
   必要 
どちらか 
というと必要 
どちらか 
というと不要 不要 
職場 
専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ 
基礎英語 ○ ○ ○ ○ 
私生活 
専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ 
基礎英語 ○ ○ ○ ○ 
 
 
問 5 
あなたは仕事上どのような理由で英語の必要性を感じていますか。【必須】 
 
□ 社内業務の為 
□ 社外業務の為 
□ 海外出張の為 
□ 海外勤務の為 
□ 情報収集の為 
□ 情報発信の為 
□ 交流の為 
□ その他  （               ） 
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問 6 
あなたは仕事でどのような英語の必要性を感じていますか。それぞれの項目について、今後の 
必要性も含めてお答えください。【必須】 
「読む」について  
□ 契約書 
□ 企画・提案書 
□ 報告書 
□ マニュアル 
□ 翻訳（英文和訳） 
□ 手紙 
□ 電子メール 
□ ホームページ閲覧・検索 
□ 英字新聞・雑誌 
□ 専門誌・論文 
□ その他  （               ） 
□ 必要ない  
 
 
「書く」について  
 
□ 契約書 
□ 企画・提案書 
□ 報告書 
□ マニュアル 
□ 翻訳（和文英訳） 
□ 手紙 
□ 電子メール 
□ ホームページ作成 
□ 英字新聞・雑誌 
□ 専門誌・論文 
□ その他  （               ） 
□ 必要ない 
 
 
「聞く」について  
 
□ 電話 
□ 会議 
□ テレビ会議 
□ プレゼンテーション 
□ 社内コミュニケーション 
□ 講演 
□ 商談 
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□ 顧客対応 
□ ラジオ・テレビ放送視聴 
□ 通訳（英語→日本語） 
□ その他  （               ） 
□ 必要ない 
 
 
「話す」について  
 
□ 電話 
□ 会議 
□ テレビ会議 
□ プレゼンテーション 
□ 社内コミュニケーション 
□ 講演 
□ 商談 
□ 顧客対応 
□ 通訳（日本語→英語） 
□ その他  （               ） 
□ 必要ない 
「資格試験」について  
 
□ TOEIC 
□ 実用英語技能検定（英検） 
□ その他  （               ） 
□ 必要ない 
 
問 7 
あなたは就職してから、 英語学習をしましたか。【必須】 
 
○ はい 
○ いいえ 
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問 8 
英語学習は具体的に何をしましたか。該当するもの全てお答えください。【必須】 
 
自習型学習 
□ 中学や高校時代の英語の教科書や参考書を復習した 
□ 大学時代の英語の教材を復習した 
□ 新聞や雑誌、本を読むようにした 
□ 英語放送を視聴するようにした 
□ 市販の教材で勉強した 
通信教育 
型学習 
□ ラジオ・テレビの英語講座を利用した 
□ 通信（添削）講座を利用した 
□ e ラーニング（e-learning）を利用した 
参加型学習 
□ 民間の語学学校、英会話学校、市民講座を利用した 
□ 大学の公開講座・生涯教育に参加した 
□ 企業内研修を受講した 
□ 海外に留学した（期間：                        ） 
（年/月/週の単位も記述ください。） 
その他 □ その他  （               ） 
 
 
問 9 
最後に、日本の英語教育全般に関連して、ご自由にご意見をお聞かせください。 
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付録２．就業者調査単純集計 
 
１．調査と単純集計の方法 
就業者調査は、インターネット調査会社に登録されたモニターのうち、北海道に在住する
2,607 名を対象とした。調査依頼はインターネット調査会社からモニターに電子メールで送
られた。モニターは電子メールに記されたインターネット・サイトにアクセスし、ブラウザ上で
回答した。 
インターネット調査会社とは、1,000 名を超えた時点で調査を終了し、単純集計と生デー
タをMicrosoft社の Excelで納入する契約を結んだ。ここに収録された集計結果は、自由
回答であった問９を除き、すべて調査会社の集計を利用した。 
 
２．調査の概要 
調査対象者： 北海道内に居住する社会人 
調査方法： インターネット調査法（自記式アンケート） 
調査実施期間： 2005年 10月 17日～10月 19日 
発送数/回収数： 2,607名/ 1,085名    
有効回収数： 1,085名    
回収率： 41.6％  
 
３．質問項目の概要 
問１～３ 
   英語の使用度（英語の種類、技能、場面、資格試験） 
問４～６ 
   英語の必要度（英語の種類、必要な理由、資格試験） 
問７～８ 
   学習状況（学習経験の有無、学習内容） 
問９ 
   英語教育全般に関する自由意見 
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４．各質問項目の単純集計 
 
 
  職場 私生活 
  専門・実務英語 一般・日常英語 専門・実務英語 一般・日常英語 
毎日使う 51 4.7% 23 2.1% 9 0.8% 20 1.8% 
週に数回使う 50 4.6% 42 3.9% 25 2.3% 56 5.2% 
月に数回使う 48 4.4% 59 5.4% 34 3.1% 59 5.4% 
年に数回使う 105 9.7% 164 15.1% 61 5.6% 219 20.2% 
使わない 831 76.6% 797 73.5% 956 88.1% 731 67.4% 
合計 1085 100.0% 1085 100.0% 1085 100.0% 1085 100.0% 
 
 
 
20
9
23
51
56
25
42
50
59
34
59
48
219
61
164
105
731
956
797
831
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
一般英語（私生活）
専門英語（私生活）
一般英語（職場）
専門英語（職場）
毎日使う 週に数回使う 月に数回使う 年に数回使う 使わない
問１ あなたは現在、英語をどの程度使いますか。「職場」と「私生活」それぞれ
についてお答えください。 
※「専門・実務英語」とは、仕事に関わる英語のことです。 
※「一般・日常英語」とは、仕事以外の英語のことです。 
 
職場で英語を使う人は、2.5 割程度、実務・専門英語を日常的に（毎日、
週数回）使う人は、訳１割であった。 
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  読む 書く 聞く 話す 
毎日使う 49 13.2% 26 7.0% 26 7.0% 27 7.3% 
週に数回使う 55 14.8% 34 9.1% 37 10.0% 33 8.9% 
月に数回使う 78 21.0% 48 12.9% 56 15.1% 46 12.4% 
年に数回使う 124 33.3% 115 30.9% 154 41.4% 150 40.3% 
使わない 66 17.7% 149 40.1% 99 26.6% 116 31.2% 
合計 372 100.0% 372 100.0% 372 100.0% 372 100.0% 
 
 
 
 
27
26
26
49
33
37
34
55
46
56
48
78
150
154
115
124
116
99
149
66
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
話す
聞く
書く
読む
毎日使う 週に数回使う 月に数回使う 年に数回使う 使わない
問２ あなたは職場でどのような英語の技能を使いますか。どの程度使うか該当す
るものをお答えください。 
全回答者 1,085 名のうち、職場において「専門・実務
英語」、「一般・日常英語」のいずれかを「使う」と回答
した 372名に使用場面を尋ねる質問。 
 
「読む」技能が最も使われていた。「書く」、「聞く」、「話す」はほぼ同様の
頻度であった。 
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「読む」について：回答者 306名 
 
ホームページ閲覧・検索 160 
マニュアル 140 
電子メール 127 
専門誌・論文 86 
翻訳（英文和訳） 58 
報告書 47 
手紙 40 
その他 35 
英字新聞・雑誌 31 
企画・提案書 30 
契約書 25 
 
 
 
「書く」について：回答者 223名 
 
電子メール 128 
報告書 43 
専門誌・論文 33 
手紙 31 
マニュアル 29 
翻訳（和文英訳） 25 
ホームページ作成 24 
その他 24 
企画・提案書 18 
契約書 14 
英字新聞・雑誌 9 
 
 
 
問３ あなたは職場のどのような場面で英語を使いますか。 
質問２で「使う」と回答した英語技能につい
て、使用場面を尋ねる質問。 
57%
19%
15%
14%
13%
11%
11%
11%
8%
6%
4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
電子メール
報告書
専門誌・論文
手紙
マニュアル
翻訳（和文英訳）
ホームページ作成
その他
企画・提案書
契約書
英字新聞・雑誌
52%
46%
42%
28%
19%
15%
13%
11%
10%
10%
8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
ホームページ
マニュアル
電子メール
専門誌・論文
翻訳（英文和訳）
報告書
手紙
その他
英字新聞・雑誌
企画・提案書
契約書
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「聞く」について：回答者 273名 
 
 
顧客対応 111 
電話 61 
社内コミュニケーション 48 
ラジオ・テレビ放送視聴 36 
講演 33 
プレゼンテーション 32 
会議 29 
商談 25 
通訳（英語→日本語） 25 
その他 24 
テレビ会議 5 
 
 
 
「話す」について:回答者 256名 
 
顧客対応 126 
社内コミュニケーション 58 
電話 51 
プレゼンテーション 32 
商談 27 
通訳（日本語→英語） 24 
その他 24 
会議 22 
講演 6 
テレビ会議 5 
 
 
 
「読む」、「書く」では、インターネットを利用した場面、「読む」ではマニュ
アル、「書く」では、報告書、「聞く」、「話す」では、顧客対応、社内コミュ
ニケーションと回答する人が多かった。 
41%
22%
18%
13%
12%
12%
11%
9%
9%
9%
2%
0% 10% 20% 30% 40% 50%
顧客対応
電話
社内コミュニケーション
ラジオ・テレビ放送視聴
講演
プレゼンテーション
会議
商談
通訳（英語→日本語）
その他
テレビ会議
49%
23%
20%
13%
11%
9%
9%
9%
2%
2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
顧客対応
社内コミュニケーション
電話
プレゼンテーション
商談
通訳（日本語→英語）
その他
会議
講演
テレビ会議
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  職場 
  専門・実務英語 一般・日常英語 基礎英語 
必要 116 10.7% 113 10.4% 204 18.8% 
どちらかというと必要 235 21.7% 288 26.5% 302 27.8% 
どちらかというと不要 248 22.9% 275 25.4% 235 21.7% 
不要 486 44.8% 409 37.7% 344 31.7% 
  私生活 
TOEIC 37 10.0% 
実用英語技能検定（英検） 27 7.3% 
その他 3 0.8% 
求められていない 321 86.3% 
問３-5あなたは職場でどのような英語の資格（スコア）が求められますか。 
全回答者 1,085 名のうち、職場において「専門・実務
英語」、「一般・日常英語」のいずれかを「使う」と回答
した 372名に使用場面を尋ねる質問。 
 
英語を使う職場においても、TOEICが求められるのは、１割に留まった。 
問４ あなたは現在、どの程度英語の必要性を感じますか。「職場」と「私生活」そ
れぞれについてお答えください。英語を使用していない場合は、今後の可能性
についてお答えください。【必須】 
※「専門・実務英語」とは、仕事に関わる英語のことです。 
※「一般・日常英語」とは、仕事以外の英語のことです。 
※「基礎英語」とは、基本的な文法や発音などの英語の基礎のことです。 
 
全回答者に英語の種類別に必要度を尋ねた質
問。 
86%
10%
7%
1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
求められていない
TOEIC
英検
その他
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  専門・実務英語 一般・日常英語 基礎英語 
必要 42 3.9% 134 12.4% 200 18.4% 
どちらかというと必要 157 14.5% 355 32.7% 367 33.8% 
どちらかというと不要 333 30.7% 265 24.4% 236 21.8% 
不要 553 51.0% 331 30.5% 282 26.0% 
 
200
134
42
204
113
116
367
355
157
302
288
235
236
265
333
235
275
248
282
331
553
344
409
486
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
基礎英語（私生活）
一般英語（私生活）
専門英語（私生活）
基礎英語（職場）
一般英語（職場）
専門英語（職場）
必要 どちらかというと必要 どちらかというと不要 不要
職場と私生活のいずれにおいても、基礎英語を求める人が多い。職場で
専門・実務英語を必要とする人は３割を越えた。 
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情報収集の為 276 60.1% 
社内業務の為 202 44.0% 
交流の為 195 42.5% 
情報発信の為 100 21.8% 
社外業務の為 81 17.7% 
海外出張の為 53 11.6% 
海外勤務の為 20 4.4% 
その他 14 3.1% 
 
 
 
60.13%
44.01%
42.48%
21.79%
17.65%
11.55%
4.36%
3.05%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
情報収集の為
社内業務の為
交流の為
情報発信の為
社外業務の為
海外出張の為
海外勤務の為
その他
問５ あなたは仕事上どのような理由で英語の必要性を感じていますか。 
問４において、職場で英語を必要とすると回答した
459名に尋ねた質問。 
 
英語を必要とする理由としては、情報収集が圧倒的に多かった。英語を
日常的に使用する人が１割に留まったことを反映して、海外出張や海外
勤務が少なかった。 
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「読む」について 
 
ホームページ閲覧・検索 253 
マニュアル 192 
電子メール 192 
専門誌・論文 162 
翻訳（英文和訳） 108 
英字新聞・雑誌 87 
報告書 69 
手紙 56 
契約書 51 
企画・提案書 51 
必要ない 35 
その他 21 
 
 
「書く」について 
電子メール 199 
必要ない 145 
手紙 73 
報告書 72 
ホームページ作成 61 
専門誌・論文 61 
翻訳（和文英訳） 57 
企画・提案書 51 
マニュアル 48 
契約書 47 
英字新聞・雑誌 17 
その他 14 
問６ あなたは仕事でどのような英語の必要性を感じていますか。それぞれの項目
について、今後の必要性も含めてお答えください。 
問４において、職場で英語を必要とすると回答した
459名に尋ねた質問。 
 
43%
32%
16%
16%
13%
13%
12%
11%
10%
10%
4%
3%
0% 10% 20% 30% 40% 50%
電子メール
必要ない
手紙
報告書
ホームページ作成
専門誌・論文
翻訳（和文英訳）
企画・提案書
マニュアル
契約書
英字新聞・雑誌
その他
55%
42%
42%
35%
24%
19%
15%
12%
11%
11%
8%
5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
ホームページ
マニュアル
電子メール
専門誌・論文
翻訳（英文和訳）
英字新聞・雑誌
報告書
手紙
契約書
企画・提案書
必要ない
その他
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「聞く」について 
 
顧客対応 177 
電話 131 
ラジオ・テレビ放送視聴 94 
プレゼンテーション 87 
講演 85 
必要ない 74 
社内コミュニケーション 68 
会議 63 
商談 63 
通訳（英語→日本語） 63 
テレビ会議 16 
その他 15 
 
 
「話す」について 
 
顧客対応 190 
電話 133 
必要ない 99 
プレゼンテーション 75 
社内コミュニケーション 75 
通訳（日本語→英語） 71 
商談 68 
会議 58 
講演 19 
その他 18 
テレビ会議 15 
 
 
 
英語を必要とする場面は、英語を使っている人が使用する場面とほぼ
類似する傾向であった。この質問では、英語を使っていない人も回答
しているため、「聞く」、「話す」の社内コミュニケーションの回答が少な
かった。 
41%
29%
22%
16%
16%
15%
15%
13%
4%
4%
3%
0% 10% 20% 30% 40% 50%
顧客対応
電話
必要ない
プレゼンテーション
社内コミュニケーション
通訳（日本語→英語）
商談
会議
講演
その他
テレビ会議
39%
29%
20%
19%
19%
16%
15%
14%
14%
14%
3%
3%
0% 10% 20% 30% 40% 50%
顧客対応
電話
ラジオ・テレビ放送視聴
プレゼンテーション
講演
必要ない
社内コミュニケーション
会議
商談
通訳（英語→日本語）
テレビ会議
その他
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「資格試験」について 
 
 
必要ない 274 
TOEIC 145 
実用英語技能検定（英検） 93 
その他 2 
 
 
 
 
 
 
 
はい 303 
いいえ 782 
 
問６ あなたは仕事でどのような英語の必要性を感じていますか。それぞれの項目
について、今後の必要性も含めてお答えください。 
問４において、職場で英語を必要とすると回答した
459名に尋ねた質問。 
 
英語を必要とする人の６割が、英語の資格試験は不要と回答している。
社会人の受験者が多いと言われる、TOEIC でも必要は３割に留まって
いる。 
問７ あなたは就職してから、英語学習をしましたか。 
回答者全員に尋ねた質
問。 
 
60%
32%
20%
0%
0% 20% 40% 60% 80%
必要ない
TOEIC
英検
その他
28%
72%
はい いいえ
全回答者の７割を越える人
が英語学習を行っていな
い。 
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市販の教材で勉強した 139 
英語放送を視聴するようにした 131 
新聞や雑誌、本を読むようにした 104 
ラジオ・テレビの英語講座を利用した 103 
民間の語学学校、英会話学校、市民講座を利用した 90 
中学や高校時代の英語の教科書や参考書を復習した 50 
通信（添削）講座を利用した 35 
大学時代の英語の教材を復習した 30 
e ラーニング（e-learning）を利用した 27 
企業内研修を受講した 26 
その他 21 
海外に留学した 11 
大学の公開講座・生涯教育に参加した 6 
 
 
 
46%
43%
34%
34%
30%
17%
12%
10%
9%
9%
7%
4%
2%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%
市販の教材で勉強した
英語放送を視聴するようにした
新聞や雑誌、本を読むようにした
ラジオ・テレビの英語講座を利用した
民間の語学学校、英会話学校、市民講座を利用した
中学や高校時代の英語の教科書や参考書を復習した
通信（添削）講座を利用した
大学時代の英語の教材を復習した
eラーニング（e-learning）を利用した
企業内研修を受講した
その他
海外に留学した
大学の公開講座・生涯教育に参加した
問８ 英語学習は具体的に何をしましたか。該当するもの全てお答えください。 
問７で就職後に英語学習を行ったと回答する 303 名
に尋ねた質問。 
 
企業内研修利用した人は１割未満に留まり、３割を越える学習方法はす
べて個人学習によるものとなった。 
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分 類 カ テ ゴ リ ー 合計 ＋ － 
実用重視（使える英語教育への転換肯定・提言・批判） 272  271 1 
その他（英語教育への失望・日本人教師への失望など） 144  142 2 
文法重視（文法・読解重視教育の肯定・批判） 125  11 114 
英語使用環境（国際化・現状など） 88  88 0 
早期導入（小学校への英語教育導入への提言・批判） 86  77 9 
試験重視（受験・試験重視への提言・批判） 52  52 0 
学習者の態度（意欲・積極性など） 43  43 0 
指導方法（教材・指導者・活動などへの提言・批判） 40  38 2 
英語の重要性（日本語教育重視・英語不要論など） 23  23 0 
教育システム（教育支援・留学・選択性など） 16  16 0 
 
 
 
 
問 9 最後に、日本の英語教育全般に関連して、ご自由にご意見をお聞かせくださ
い。 
全回答者に任意で尋ねた質問であ
る。 
 
未回答でもアンケートを終了することができたが、819 名（75.4%）が
何らかの回答を寄せ、興味関心の高さが伺えた。記載内容を、表中
の 10 カテゴリーに基づき分類。表中の「＋」は「賛成・提言」的な内容
を、「－」は「批判」的な内容を意味する。上位３つの意見から、実用
的な英語を求める声が大きく、現行の英語教育への失望や、文法重
視の教育への批判が多数寄せられた。 
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付録３．事業所調査アンケート票 
 
事業所調査で利用されたアンケート調査用紙は以下のとおりである。調査用紙は A３を
二つ折りにし、両面印刷し、４ページのフォーマットとなった。 
 
北海道内の企業と産業界における英語の使用と必要性に関する調査 
 
Ⅰ．貴社の概要についてお伺いします。 
 
 【質問１】 貴社の業種を１つお答えください。複数にまたがる業種の場合は、 
    事業規模が最も大きいものを選択してください。 
 
□1農林業     □2漁業 □3鉱業 □4建設業 
□5製造業 
□6電気・ガス・熱供給・水道
業 
□7情報通信業 □8運輸業        
□9卸売・小売業 □10金融・保険業   □11不動産業 □12飲食店、宿泊業  
□13医療、福祉 □14教育、学習支援業   □15複合サービス事業 □16サービス業 
□1７公務 □1７その他 （具体的に                    ）  
 
 
【質問２】 貴社の資本金をお答えください。 
 
□1 ３百万円以下            □2 ３百万～１千万円以下 □3 １千万～３千万円以下  
□4 ３千万～５千万円以下 □5 ５千万～１億円以下 □6 １億～３億円以下  □7 ３億円以上  
 
 
【質問３】 貴社の常時雇用従業員数をお答えください。 
 
□1 ５人以下            □2 ６人～15人 □3 16人～30人 □4 31人～50人 
□5 51人～100人 □6 101人～300人 □7 301人～500人 □8 501人以上 
 
 
【質問４】 貴社は海外に拠点がありますか。 
 
   □１ ある    □2 ない 
 
  
付録３．事業所調査アンケート票 
188 
 
Ⅱ．貴社の英語をとりまく状況についてお伺いします。 
 
【質問５】 事業を行う上で、どの程度英語は重要ですか。 
 
重要 
どちらかというと 
重要 
どちらかというと 
重要ではない 
重要ではない 
□1 □2 □3 □4 
 
【質問６】事業を展開する上で、どの程度英語を必要としますか。 
 
必要 
どちらかというと 
必要 
どちらかというと 
不要 
不要 
□1 □2 □3 □4 
                                                                                            
              【質問６－１】へ進む                    【質問７】へ進む 
 
【質問６－１】どのような理由で英語を必要としますか。(複数回答可) 
 
理 由 
□1 社内業務          □2 社外業務 □3 海外出張 □4 海外勤務 
□5 情報収集 □6 情報発信 □7 交流  
□8 その他 （具体的
に                                   ） 
 
 
【質問６－２】どのような英語を必要としますか。 
 
 必要 
どちらか 
というと必要 
どちらか 
というと不要 
不要 
実務で使う専門的な英語 □1 □2 □3 □4 
日常で使う一般的な英語 □1 □2 □3 □4 
基礎的な英語 □1 □2 □3 □4 
 
【質問６－３】どのような場面で使う英語を必要としますか。（複数回答可） 
 
読む 
□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（英文和訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ閲覧・検索        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  
□11 その他（具体的に                                  ） 
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書く 
□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（和文英訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ作成        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  
□11 その他（具体的に                                      ） 
 
 
聞く 
□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（英語→日本語） 
□10 その他（具体的に                               ） 
 
 
話す 
□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（日本語→英語） 
□10 その他（具体的に                                      ） 
 
 
【質問７】常時雇用従業員の何割程度が英語を使用していますか。 
 
０％ １～10％ 11～30％ 31～50％ 51～80％ 81%以上 
□1 □2 □3 □4 □5 □6 
         
 
【質問７－１】どの程度英語を使っていますか。 
 
 
毎日使う 
週に 
数回使う 
月に 
数回使う 
年に 
数回使う 
実務で使う専門的な英語 □1 □2 □3 □4 
日常で使う一般的な英語 □1 □2 □3 □4 
基礎的な英語 □1 □2 □3 □4 
 
【質問７－２】どのような英語の技能を使っていますか。 
 
  
毎日使う 
週に 
数回使う 
月に 
数回使う 
年に 
数回使う 
使わない 
読む □1 □2 □3 □4 □5 
書く □1 □2 □3 □4 □5 
聞く □1 □2 □3 □4 □5 
話す □1 □2 □3 □4 □5 
０％ の場合のみ【質問 ８】へ進む。 
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【質問７－３】どのような場面で英語を使っていますか。該当するものすべてに 
         印をつけてください。（複数回答可） 
 
読む 
□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（英文和訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ閲覧・検索        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  
□11 その他（具体的に                                ） 
 
 
書く 
□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（和文英訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ作成        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  
□11 その他（具体的に                                ） 
 
 
聞く 
□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（英語→日本語） 
□10 その他（具体的に                                ） 
 
 
話す 
□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（日本語→英語） 
□10 その他（具体的に                                ） 
 
 
【質問７－４】英語についてどのような研修や教育を行っていますか。 
                              （複数回答可） 
 
□1 特にしていない。 
□2 企業内研修を実施している。 
□3 外部の語学学校に委託している。 
□4 語学学校への通学をサポートしている。 
□5 海外研修を実施している。 
□6 資格検定を受験させている。 
□7 その他 （具体的に                                            ） 
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Ⅲ．学校の英語教育ついてご意見をお伺いします。 
 
【質問８】学校の英語教育では、どのような英語を重視すべきと思いますか。 
 
 重視する 
どちらか 
というと 
重視する 
どちらか 
というと 
重視しない 
重視しない 
実務で使う専門的な英語 □1 □2 □3 □4 
日常で使う一般的な英語 □1 □2 □3 □4 
異文化理解など教養的な英語 □1 □2 □3 □4 
基礎的な英語 □1 □2 □3 □4 
 
【質問９】学校の英語教育ではどのような技能を重視すべきだと思いますか。 
 
 重視する 
どちらかというと 
重視する 
どちらかというと 
重視しない 
重視しない 
読む □1 □2 □3 □4 
書く □1 □2 □3 □4 
聞く □1 □2 □3 □4 
話す □1 □2 □3 □4 
 
 
Ⅳ．貴社の外国語をとりまく状況についてお伺いします。 
 
【質問１０】 事業を行う上で、どの程度外国語は重要ですか。 (    ) 内には 
      言語名を書いてください。 
 
外国語 重要 
どちらか 
というと 
重要 
どちらか 
というと 
重要ではない 
重要 
ではない 
英語 □1 □2 □3 □4 
ロシア語 □1 □2 □3 □4 
中国語（北京標準語） □1 □2 □3 □4 
韓国語 □1 □2 □3 □4 
（           ） □1 □2 □3 □4 
（           ） □1 □2 □3 □4 
（           ） □1 □2 □3 □4 
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Ⅴ．最後に、英語教育全般についてご意見・ご要望をお聞かせください。 
 
                                         
 
                                         
 
                                         
 
                                         
 
                                         
 
                                         
 
 
 質問は以上です。ご多忙のところ、ご協力いただき誠にありがとうございました。 
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付録４．事業所単純集計 
１．調査と単純集計の方法 
事業所調査は、平成 16 年事業所・企業統計調査（北海道統計課）を元に、札幌、旭川、
函館、苫小牧の商工会議所に登録された事業所から系統抽出し、質問票を送付した。さら
に、北海道内の産業に公的機関の影響が大きいことから、平成 16 年労働力調査から公的
機関に就労する人の割合を算出した上で、札幌、旭川、函館の電話帳から公的機関を系
統抽出し、質問票を送付した。 
回収された質問票は、基本的点検、論理点検を経て、回答結果を数値化した。データの
入力作業と点検は、研究者全員で手分けして行い、Microsoft 社の Excel と SPSS 社の
SPSS を用いて単純集計を行った。単純集計結果は、２名の研究者が個別に元データと照
合して、点検を行った。 
 
２．調査の概要 
調査対象者： 北海道内の事業所 
調査方法： 郵送調査法（自記式アンケート） 
調査実施期間： 2005年 11月 21日～12月 10日 
発送数/回収数： 1,770    
有効回収数： 409    
回収率： 23.1％  
 
３．質問項目の概要 
Ⅰ．貴社の概要についてお伺いします： 質問１～４ 
   基本属性（業種、資本金、従業員数、海外拠点の有無） 
Ⅱ．貴社の英語をとりまく状況についてお伺いします： 質問５～７ 
   英語の必要度（英語の種類、必要な理由、必要な場面） 
英語の使用度（従業員の使用者割合、使用頻度、使用技能、使用場面） 
事業所の英語に対する取り組み 
Ⅲ．学校の英語教育についてご意見をお伺いします： 質問８～９ 
   重視すべき英語の種類、重視すべき英語の技能 
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Ⅳ．貴社の外国語をとりまく状況についてお伺いします： 質問 10 
   事業展開する上で重視する外国語の種類 
Ⅴ．最語に、英語教育全般についてご意見・ご要望をお聞かせください。 
   英語教育全般に関する自由回答 
 
４．各質問項目の単純集計 
Ⅰ．貴社の概要についてお伺いします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業     種 実数 割合 
卸売・小売業 97 23.7% 
建設業 60 14.7% 
サービス業 44 10.8% 
製造業 40 9.8% 
公務 32 7.8% 
飲食店、宿泊業 31 7.6% 
その他 23 5.6% 
運輸業 20 4.9% 
不動産業 19 4.6% 
医療、福祉 13 3.2% 
 業     種 実数 割合 
複合サービス事業 9 2.2% 
情報通信業 5 1.2% 
金融・保険業 5 1.2% 
教育、学習支援業 5 1.2% 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 0.5% 
未回答 2 0.5% 
農林業 1 0.2% 
鉱業 1 0.2% 
漁業 0 0.0% 
合   計 409 100% 
質問１： 貴社の業種を１つお答えください。複数にまたがる業種の場合
は、事業規模が最も大きいものを選択してください。 
業種は「日本標準産業分類」の「大分類」による。 
 平成 16 年事業所・企業統計調査（北海道統計課）では、①卸売・
小売業（27.2%）、②サービス業（他に分類されないもの）（19.8%）、③
飲食店、宿泊業（16.4%）、④建設業（10.0%）、⑤不動産業（7.0%）、⑥
製造業（4.9%）、⑥医療、福祉（4.9%）、⑦運輸業（2.7%）である。 
 本調査では、「飲食店、宿泊業」の回収率が低かったものの、平成 16
年事業所・企業統計調査（北海道統計課）の業種別分布とほぼ類似す
る分布で回答を得ることができた。 
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資本金 ～３百万円 ～１千万円 ～３千万円 ～５千万円 ～１億円  
実 数 30 79 127 47 32  
割 合 7.3% 19.3% 31.1% 7.3% 7.8%  
 
 ～３億円 ３億円以上 公務 無回答 合計 
 18 34 34 8 409 
 4.4% 8.3% 8.3% 2.0% 100% 
 
 
 
従業員数 ～5人 ～15人 ～30人 ～50人 ～100人  
実   数 77 84 55 53 54  
割   合 18.8% 20.5% 13.4% 13.0% 13.2%  
 
 ～300人 ～500人 500人以上 無回答 合計 
 41 9 32 4 409 
 10.0% 2.2% 7.8% 1.0% 100% 
 
 
 
海外拠点 ある ない 無回答 合計 
実   数 27 376 6 409 
割   合 6.6% 91.9% 1.5% 100% 
 
 
 
  
質問２：貴社の資本金をお答えください。 
質問３：貴社の常時雇用従業員数をお答えください。 
質問４：貴社は海外に拠点がありますか。 
 回答事業所の９割以上が海
外に拠点を持たない。 
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Ⅱ．貴社の英語をとりまく状況についてお伺いします。 
 
 
 
    
 
 必 要 度 実数 割合 
必要 39 9.5% 
どちらかというと必要 91 22.3% 
どちらかというと不要 160 39.1% 
不要 117 28.6% 
無回答 2 4.9% 
合       計 409 100% 
 
  
質問５：事業を行う上で、どの程度英語は重要ですか。 
 
質問６：事業を展開する上で、どの程度英語を必要としますか。 
 
英語の必要度は、「必要」と
「どちらかというと必要」を合
わせると、130 件(31.8%)
で、約３割である。 
Ⅳの質問 10の回答を参照 
 
10%
22%
39%
29%
0%
必要
どちらかというと必要
どちらかというと不要
不要
無回答
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必要理由 実数 割合 
情報収集 65 50.0% 
海外出張 53 40.8% 
社内業務 48 36.9% 
交流 42 32.3% 
社外業務 41 31.5% 
情報発信 39 30.0% 
その他 20 15.4% 
海外勤務 12 0.8% 
無回答 1 0.0% 
合  計 130 100% 
必要度 
専門英語 一般英語 基礎英語 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 
必 要 33 25.4% 45 34.6% 49 37.7% 
どちらかというと必要 57 43.8% 58 44.6% 48 36.9% 
どちらかというと不要 10 7.7% 8 6.2% 6 4.6% 
不 要 5 3.8% 3 2.3% 2 1.5% 
無 回 答 25 19.2% 16 12.3% 25 19.2% 
合      計 130 100% 130 100% 130 100% 
質問６-１：どのような理由で英語を必要としますか。（複数回答可） 
質問６-２：どのような英語を必要としますか。 
 
 質問６で英語を必要と回答した 130件について、使用する英語の種別を尋ね
た 
質問である。 
 
 質問６で英語を必要と回答した 130件
について、その理由を尋ねた質問であ
る。 
 
1 
12 
20 
39 
41 
42 
48 
53 
65 
0 10 20 30 40 50 60 70 
無回答 
海外勤務 
その他 
情報発信 
社外業務 
交流 
社内業務 
海外出張 
情報収集 
「情報収集」が 65 件と 50％の事業所が英語を必要とする理由として挙げてい
る。《就業者調査》の理由別必要度と比較して、「情報収集」の割合が高いことな
ど、全体として類似の傾向が見られたが、「海外出張」が 41％と《就業者調査》の
12％と大きく違っていた。 
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「読む」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
49
45
33
48
58
57
6
8
10
2
3
5
25
16
25
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
基礎英語
一般英語
専門英語
必　要 どちらかというと必要 どちらかというと不要 不　要 無　回　答
電子メール 57 
ホームページ閲覧・検索 48 
契約書 38 
マニュアル 36 
手紙 32 
企画・提案書 30 
報告書 26 
専門誌・論文 24 
翻訳（英文和訳） 19 
英字新聞・雑誌 19 
その他 17 
専門英語より、一般英語、基礎英語の方が必要度が高い。 
 
問６-３：どのような場面で使う英語を必要としますか。（複数回答可） 
質問６で英語を必要と回答した 130 件のうち、無回答
の４件を除く、126件を集計の対象とした。 
 
17 
19 
19 
24 
26 
30 
32 
36 
38 
48 
57 
その他 
翻訳（英文和訳） 
英字新聞・雑誌 
専門誌・論文 
報告書 
企画・提案書 
手紙 
マニュアル 
契約書 
ホームページ 
電子メール 
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「書く」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「聞く」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
電子メール 48 
手紙 35 
企画・提案書 29 
契約書 28 
報告書 26 
ホームページ作成 24 
翻訳（和文英訳） 19 
マニュアル 17 
専門誌・論文 15 
その他 8 
英字新聞・雑誌 7 
顧客対応 66 
電話 64 
商談 53 
プレゼンテーション 31 
会議 27 
講演 17 
通訳（英語→日本語） 17 
社内コミュニケーション 13 
その他 8 
インターネットを利用する場面の必要度が高い。 
7 
8 
15 
17 
19 
24 
26 
28 
29 
35 
48 
英字新聞・雑誌 
その他 
専門誌・論文 
マニュアル 
翻訳（和文英訳） 
ホームページ 
報告書 
契約書 
企画・提案書 
手紙 
電子メール 
7 
8 
13 
17 
17 
27 
31 
53 
64 
66 
テレビ会議 
その他 
講演 
会議 
プレゼン 
商談 
電話 
顧客対応 
通訳 
社内ｌコミュニ 
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「話す」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電話 65 
顧客対応 61 
商談 55 
プレゼンテーション 29 
会議 28 
通訳（日本語→英語） 16 
社内コミュニケーション 11 
講演 11 
その他 9 
テレビ会議 6 
使用従業員割合 実数 割合 
0% 242 63.0% 
1-10% 92 24.0% 
11-30% 16 4.2% 
31-50% 7 1.8% 
51-80% 5 1.3% 
81%- 5 1.3% 
無回答 17 4.4% 
合 計 384 100% 
顧客対応、電話、商談のように双方向性のある場面でのについて必要
度が高い。 
質問７：常時雇用従業員の何割程度が英語を使用しますか。 
全回答者 409 件のうち、質問７の回答と質問７－１以
降の回答に矛盾がある 25件は集計の対象外とした。 
 質問３の従業員
数から、英語未
使用の事業所と
判断される。 
 
英語を使用する
事業所 125件 
6 
9 
11 
11 
16 
28 
29 
55 
61 
65 
テレビ会議 
その他 
社内コミュ 
講演 
通訳 
会議 
プレゼン 
商談 
顧客対応 
電話 
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使用程度 
専門英語 一般英語 基礎英語 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 
毎日 21 16.8% 17 13.6% 17 13.6% 
週に数回 16 12.8% 17 13.6% 19 15.2% 
月に数回 17 13.6% 26 20.8% 25 20.0% 
年に数回 43 34.4% 44 35.2% 41 32.8% 
無回答 28 22.4% 21 16.8% 23 18.4% 
 
64%
24%
4%
2%1%
1% 4%
0% 1-10% 11-30% 31-50% 51-80% 81%- 無回答
英語未使用の事業所が６割、英語を使用する事業所は３割程度。 
質問７-１：どの程度英語を使っていますか。 
 
質問７で英語を使用すると回答した 125件について、 
英語の種別による使用度を選ぶ質問。 
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17
17
21
19
17
16
25
26
17
41
44
43
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
基礎英語
一般英語
専門英語
毎日 週に数回 月に数回 年に数回
専門英語、一般英語、基礎英語の使用度は、「毎日使う」と「週に数回使
う」を合わせた「日常的に使用している」事業所では、ほぼ同じ割合。 
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15
12
13
22
15
19
15
15
22
21
18
25
48
45
30
41
14
8
17
7
6
12
16
10
5
8
16
5
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
話す
聞く
書く
読む
毎日 週に数回 月に数回 年に数回　 使わない 無回答 不正
使用技能 
読む 書く 聞く 話す 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
毎日 22 17.6% 13 10.4% 12 9.6% 15 12.0% 
週に数回 15 12.0% 15 12.0% 19 15.2% 15 12.0% 
月に数回 25 20.0% 18 14.4% 21 16.8% 22 17.6% 
年に数回  41 32.8% 30 24.0% 45 36.0% 48 38.4% 
使わない 7 5.6% 17 13.6% 8 6.4% 14 11.2% 
無回答 10 8.0% 16 12.8% 12 9.6% 6 4.8% 
不正 5 4.0% 16 12.8% 8 6.4% 5 4.0% 
質問７-２：どのような英語の技能を使っていますか。 
 
 質問７で英語を使用すると回答した 125 件につい
て、使用技能別の頻度を尋ねた質問。 
 
全体としては、「読む」の頻度が多少高く、「書く」の頻度が低い。 
問７－３以
降 の回答
内容と矛盾
が あ る 場
合。 
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「読む」について 
 
電子メール 40 
ホームページ 37 
契約書 26 
マニュアル 25 
手紙 25 
専門誌・論文 21 
報告書 20 
企画・提案書 19 
英字新聞・雑誌 16 
その他 15 
翻訳（英文和訳） 13 
 
 
「書く」について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電子メール 36 
手紙 20 
契約書 19 
企画・提案書 19 
報告書 17 
ホームページ 17 
その他 14 
専門誌・論文 13 
翻訳（和文英訳） 9 
マニュアル 6 
英字新聞・雑誌 3 
質問７-３：どのような場面で英語を使っていますか。（複数回答可） 
 
 質問７で英語を使用すると回答した 125 件につい
て、使用場面を尋ねた質問。 
インターネットを利用した「読み」、「書き」が圧倒的に高い使用頻
度となっている。 
13 
15 
16 
19 
20 
21 
25 
25 
26 
37 
40 
翻訳 
その他 
新聞・雑誌 
企画・提案書 
報告書 
専門誌・論文 
マニュアル 
手紙 
契約書 
ホームページ 
電子メール 
3 
6 
9 
13 
14 
17 
17 
19 
19 
20 
36 
新聞・雑誌 
マニュアル 
翻訳 
専誌・論文 
その他 
報告書 
ホームページ 
契約書 
企画・提案書 
手紙 
電子メール 
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「聞く」について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「話す」について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
顧客対応 52 
電話 38 
商談 28 
会議 22 
プレゼンテーション 18 
講演 11 
通訳（英語→日本語） 10 
社内コミュニケーション 8 
その他 7 
テレビ会議 3 
顧客対応 53 
電話 37 
商談 25 
会議 20 
プレゼンテーション 16 
社内コミュニケーション 13 
その他 10 
講演 8 
通訳（日本語→英語） 8 
テレビ会議 2 
「顧客対応」は、英語を使う事業所の４割を超え、「電話」も３割で使われている。「講
演」を除けば、「聞く」、「話す」はほぼ同じ傾向にある。 
 
3 
7 
8 
10 
11 
18 
22 
28 
38 
52 
テレビ会議 
その他 
社内コミュ 
通訳 
講演 
プレゼン 
会議 
商談 
電話 
顧客対応 
2 
8 
8 
10 
13 
16 
20 
25 
37 
53 
テレビ会議 
講演 
通訳 
 
その他 
社内コミュ 
プレゼン 
会議 
商談 
電話 
顧客対応 
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研修・教育 実数 割合 
特にしていない 104 83.2% 
企業内研修 6 4.8% 
語学学校サポート 5 4.0% 
海外研修 5 4.0% 
外部語学学校 3 2.4% 
資格検定 3 2.4% 
その他 3 2.4% 
 
 
 
 
質問７-４：英語についてどのような研修や教育を行っていますか。（複数回
答可） 
  質問７で英語を使用すると回答した 125 件につい
て、事業所における英語対策の状況を尋ねた質問。 
 
 
英語を使う事業所の８割以上が、英語の研修や教育を行っていない。 
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Ⅲ．学校の英語教育についてご意見をお伺いします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
196
52
226
55
129
115
136
113
27
131
18
130
16
53
13
62
41
58
16
49
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
基礎英語
教養英語
一般英語
専門英語
重要 どちらかというと
重要
どちらかというと
重要ではない
重要ではない 無回答
学校教育で重視すべき英語 
基礎英語 教養英語 一般英語 専門英語 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
重要 196 47.9% 52 12.7% 226 55.3% 55 13.4% 
どちらかというと重要 129 31.5% 115 28.1% 136 33.3% 113 27.6% 
どちらかというと重要ではない 27 6.6% 131 32.0% 18 4.4% 130 31.8% 
重要ではない 16 3.9% 53 13.0% 13 3.2% 62 15.2% 
無回答 41 10.0% 58 14.2% 16 3.9% 49 12.0% 
質問８：学校の英語教育では、どのような英語を重視すべきと思いますか。 
 
「一般英語」と「基礎英語」の重要度が高く、「専門英語」と「教養英語」の
重要度が低いという結果であった。 
全事業所に対して、学校教育で重視すべき英語種別
を尋ねた質問 
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298
275
78
109
83
101
204
213
15
12
78
49
2
4
13
6
11
17
36
32
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
話す
聞く
書く
読む
重要 どちらかというと重要 どちらかというと重要ではない 重要ではない 無回答
学校教育で重視すべき技能 
読む 書く 聞く 話す 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
重要 109 26.7% 78 19.1% 275 67.2% 298 72.9% 
どちらかというと重要 213 52.1% 204 49.9% 101 24.7% 83 20.3% 
どちらかというと重要ではない 49 12.0% 78 19.1% 12 2.9% 15 3.7% 
重要ではない 6 1.5% 13 3.2% 4 1.0% 2 0.5% 
無回答 32 7.8% 36 8.8% 17 4.2% 11 2.7% 
合計 409 100% 409 100% 409 100% 409 100% 
質問９：学校の英語教育ではどのような技能を重視すべきだと思いますか。 
 
全事業所に対して、学校教育で重視すべき技能を尋
ねた質問 
 
「聞く」、「話す」を重要視する回答が、「読む」、「書く」を大きく上回り、オー
ラル重視の傾向が顕著である。 
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Ⅳ．貴社の外国語をとりまく状況についてお伺いします。 
 
 
 
 
 
重要な外国語 
重要 
どちらかというと
重要 
どちらかというと
重要ではない 
重要ではない 無回答 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
英語 114 27.9% 110 26.9% 80 19.6% 87 21.3% 18 4.4% 
中国語 27 6.6% 88 21.5% 80 19.6% 159 38.9% 55 13.4% 
韓国語 16 3.9% 66 16.1% 86 21.0% 175 42.8% 66 16.1% 
ロシア語 8 2.0% 39 9.5% 100 24.5% 195 47.7% 67 16.4% 
フランス語 1   5   2   0       
ドイツ語 2   3   1   0       
スペイン語 0   1   1   0       
イタリア語 0   3   1   0       
上海語 0   1   0   0       
香港語 0   1   0   0       
台湾語 0   1   0   0       
 
 
 
 
 
8
16
27
114
39
66
88
110
100
86
80
80
195
175
159
87
67
66
55
18
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
ロシア語
韓国語
中国語
英語
重要 どちらかというと重要 どちらかというと重要ではない 重要ではない 無回答
質問 10：事業を行う上で、どの程度外国語は重要ですか。（  ）内には言語
名を書いてください。 
 
全事業所に対して、英語だけでなく、他の言語の重
要度を尋ねた質問。 
 
（   ）内に言語名を自由記載の上で回答。 
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Ⅴ．最語に、英語教育全般についてご意見・ご要望をお聞かせください。 
 
 
 
 
 
 
分 類 カ テ ゴ リ ー 合計 割合 ＋ － 
実用重視 （使える英語教育への転換肯定・提言と批判） 58 55.2% 57 1 
英語の重要性 （日本語教育重視・英語不要論など） 29 27.6% 13 16 
その他 （現状説明・分類不能など） 25 23.0% - - 
早期導入 （小学校への英語教育導入への提言・批判） 20 19.0% 18 2 
指導方法 （教材・指導者・活動などへの提言・批判） 14 13.3% 12 2 
文法重視 （文法・読解重視教育の肯定と批判） 7 6.7% 1 6 
教育システム （教育支援・留学・選択性など） 7 6.7% 7 0 
英語使用環境 （国際化・現状など） 7 6.7% 4 3 
学習者の態度 （意欲・積極性など） 7 6.7% 7 0 
試験重視 （受験・試験重視への提言・批判） 5 0.5% 1 4 
 北海道は、ロシアや中国をはじめとしたアジア諸国との経済交流も盛んであ
る。そのような状況下で、諸外国語の中での英語の位置付けを知るための設
問であった。重要度が高いとされた順に並べると、英語が「重要」114 件
（27.9％）、「どちらかというと重要」110件（26.9％）、合わせて224件（54.8％）
と 1 位であり、ついで「中国語」が 105 件（28.1％）、「韓国語」が 82 件
（20.0％）、「ロシア語」47 件（11.5％）となり、英語が圧倒的に重要視されてい
る様子が分かる。 
全事業所を対象に、英語教育への意見を記述回
答。 
 全回答 409 件のうち、105 件（25.7％）に記載。自由記載内容を、表中に
示す 10 カテゴリーに基づき分類。表中の「＋」は「賛成・提言」的な内容を、
「－」は「批判」的な内容を意味する。最多であった「実用重視」への言及は
58 件で、ほぼ全記載が「実用重視の英語教育への転換」を望むもの。次に
多い「英語の重要性」に関する言及は 29 件で、「実際に英語は使用してい
ない（されていない）」とする回答が 16 件あった。「早期導入」についての言
及は 20 件あったが、そのうち 2 件は慎重論・反対論であった。「指導方法」
に関わる言及は 14件と多くはなかった。 
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付録５．英語基礎力調査アンケート票 
 
Q1. あなたが関わる業務全体を 100パーセントとしたとき、英語を使う仕事は何パーセントです
か？ 
 
□ 0% 
□ 10% 
□ 20% 
□ 30% 
□ 40% 
□ 50% 
□ 60% 
□ 70% 
□ 80% 
□ 90% 
□ 100% 
 
Q2. 英語を使う業務に関わっているのは、通算どのくらいの期間ですか？ 
 
□ 3 ヶ月未満  
□ 3 ヶ月以上半年未満 
□ 半年以上 1年未満 
□ 1年以上 2年未満 
□ 2年以上 3年未満 
□ 3年以上 5年未満 
□ 5年以上 10年未満 
□ 10年以上  
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Q3. 業務で使う英語はどのようにして覚えましたか？   
   以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
   ※項目以外の方法がある場合には、その他の欄に具体的に記し、その影響度について回答してく
ださい。 
 
 
学習要因として影響 
大いに 
ある 
ある 
多少 
ある 
ない 
先輩や上司からの助言、OJT（On the Job Training) ○ ○ ○ ○ 
業務用の単語集・マニュアル・ひな型 ○ ○ ○ ○ 
市販の辞書・ビジネス英語学習書 ○ ○ ○ ○ 
職場の研修・英語講習 ○ ○ ○ ○ 
職場派遣の国内外留学 ○ ○ ○ ○ 
職場指定の語学スクール ○ ○ ○ ○ 
職場指定の通信講座 ○ ○ ○ ○ 
就職後の個人学習 ○ ○ ○ ○ 
学校教育・塾・予備校 ○ ○ ○ ○ 
その他（                    ） ○ ○ ○ ○ 
 
Q4. 英語を使う業務ではどのような技能を使いますか？ 
    以下にあげるそれぞれの技能について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
 
使う場面 
大いにある ある 多少ある ない 
リーディング ○ ○ ○ ○ 
ライティング ○ ○ ○ ○ 
リスニング ○ ○ ○ ○ 
スピーキング ○ ○ ○ ○ 
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Q5. 英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか？ 
     以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
     ※項目以外の手段については、その他の欄に具体的に記し、その重要度について回答してくださ
い。 
 
 
使う場面 
大いにある ある 多少ある ない 
直接対話 ○ ○ ○ ○ 
電話 ○ ○ ○ ○ 
電子メール、ファックス ○ ○ ○ ○ 
ビジネスレター ○ ○ ○ ○ 
その他 （                 ） ○ ○ ○ ○ 
 
Q6. 英語を使う業務で頻度の高いものについて、その業務内容を簡単に教えてください。 
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Q7.仕事で英語を使うこなすためには一般に「基礎」が大切であると言われています。「英語の基礎」と聞
いたとき、あなたは具体的にどのようなものを基礎力としてイメージﾞしますか？ 
 
 Q7-1 次の各項目について、基礎力としての重要度と到達レベルについて、回答してください。項目以
外に基礎力として思いつくものについては、その他の欄に具体的に記し、その重要度と到達レベルにつ
いて回答してください。 
※項目以外に基礎力として思いつくものについては、その他の欄に具体的に記し、その重要度について
回答してください。 
 
  
重要度について 
重要 
どちらかというと 
重要 
どちらかというと 
重要ではない 
重要ではない 
単語・熟語 ○ ○ ○ ○ 
文法  ○ ○ ○ ○ 
発音  ○ ○ ○ ○ 
日常会話 ○ ○ ○ ○ 
リーディング ○ ○ ○ ○ 
ライティング ○ ○ ○ ○ 
リスニング ○ ○ ○ ○ 
スピーキング ○ ○ ○ ○ 
その他 (          ) ○ ○ ○ ○ 
その他 (          ) ○ ○ ○ ○ 
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 Q7-2 問 7-1 で「重要」「どちらかというと重要」とご回答されたものについてお伺いします。あなたがイ
メージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
  
到達レベルについて 
中学校で 
習得する 
英語力レベル 
高校で 
習得する 
英語力レベル 
大学入試で 
習得する 
英語力レベル 
大学卒業で 
習得する 
英語力レベル 
単語・熟語 ○ ○ ○ ○ 
文法  ○ ○ ○ ○ 
発音  ○ ○ ○ ○ 
日常会話 ○ ○ ○ ○ 
リーディング ○ ○ ○ ○ 
ライティング ○ ○ ○ ○ 
リスニング ○ ○ ○ ○ 
スピーキング ○ ○ ○ ○ 
その他 (         ) ○ ○ ○ ○ 
その他 (         ) ○ ○ ○ ○ 
 
Q7-3 検定試験について、「英語の基礎」としての重要度と到達レベルについて回答してください。 
 
  重要度について 
検定試験 重要 
どちらかというと 
重要 
どちらかというと 
重要ではない 
重要ではない 
英検 ○ ○ ○ ○ 
TOEIC ○ ○ ○ ○ 
 
 Q7-4 問 7-3で「重要」「どちらかというと重要」とご回答されたものについてお伺いします。 
     あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルは成績としてはどれくらいでしょうか。 
 
  到達レベルについて 
検定試験 
３級/ 
220点未満 
準２級/ 
220 
-469点 
２級/ 
470 
-729点 
準１級/ 
730 
-859点 
１級/ 
860点以上 
受験したことが 
ない 
わからない 
英検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
TOEIC ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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Q8. 「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか? 具体例を参考に答えてください。 
 
  リーディング ライティング リスニング スピーキング 
身近で簡単な
内容 
（英検４～３級
程度） 
○ 
招待状などの 
日時や場所が 
読める 
○ 
短い文が 
書ける 
○ 
ゆっくりした 
会話が分かる 
○ 
聞き返すことがで
きる 
短い説明のあ
る内容 
（英検３～準２
級程度） 
○ 
公共施設などの
お知らせや注意
事項が読める 
○ 
三行程度の日記
が書ける 
○ 
電話で短い伝言
を受け取ることが
できる 
○ 
レストランで注文
ができる 
まとまりのある
内容 
（英検２級程
度） 
○ 
日本語注のある
英語の書物が読
める 
○ 
旅行の内容を伝
える文章が書け
る 
○ 
公共の場でのア
ナウンスがわか
る 
○ 
遅刻や欠席の理
由が言える 
社会性の高い
内容 
（英検準１級～
１級程度） 
○ 
英字新聞の記事
が理解できる 
○ 
留学や入社など
の志望動機が書
ける 
○ 
観光地でのガイ
ドの説明がわか
る 
○ 
時事問題に関し
て自分の考えが
言える 
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Q9. 英語の基礎力を身につけるためには、どのような方法が良いと思いますか？ 以下の中から４つ選
んでください。 
 
□ 一般の学校教育を受ける。 
□ 英語に力を入れた学校教育を受ける。 
□ 塾や予備校で学ぶ 
□ 語学スクールで学ぶ 
□ 海外に留学する。 
□ 海外で生活する。 
□ 教室で他の学習者と共に学ぶ。 
□ 教師とマンツーマンで学ぶ。 
□ 自学自習で学ぶ。 
□ 日本人英語教師から学ぶ。 
□ 外国人英語教師から学ぶ。 
□ 教科書・市販のテキストを使って学ぶ。 
□ 本や雑誌を使って学ぶ。 
□ 音声・映像媒体を使って学ぶ。 
□ コンピュータやネットワークを使って学ぶ。 
□ 対話を通じて学ぶ。 
□ 日常的な反復練習をする。 
□ 短期集中的な学習をする。 
 
Q10. 英語の基礎力を身につけるためには、どのくらいの英語学習がいつの時期に必要だと思います
か？ 
 
  毎日 週数回 月数回 年数回 
頻度 ○ ○ ○ ○ 
 
  １５分 ３０分 １時間 ２時間 ３時間以上 
１回あたりの 
学習時間 
○ ○ ○ ○ ○ 
 
  小学校入学前 小学校 中学校 高校 １８歳以降 
時期 
○ ○ ○ ○ ○ 
時期は問わない     
○     
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Q11. あなたが英語の基礎力を身につけるうえで、一番役立ったと思う経験や学習方法につ 
いて、（エピソードを）お聞かせください。(任意回答） 
 
  
 
Q12. あなたの最終学歴を教えてください。 
 
高 校 高専・短大 大 学 大学院 
その他
（     ） 
○ ○ ○ ○ ○ 
 
 付録６．英語基礎力調査単純集計 
219 
 
付録６．英語基礎力調査単純集計 
 
１．調査と単純集計の方法 
英語基礎力調査は、インターネット調査会社に登録されたモニターのうち、プレ調査で
「あなたは仕事で英語を使っていますか」という質問に対して、「毎日」、「週数回」、「月数
回」、「年数回」と回答した者だけが先の質問に進める設定とした。回答者が 500 名に達し
た時点で調査を終了し、単純集計と生データを Microsoft 社の Excel で納入する契約を
結んだ。ここに収録された集計結果はすべて調査会社の集計を利用した。 
 
２．調査の概要 
調査実施時期： 2008年 3月 13日～2008年 3月 27日 
調査対象： インターネット調査会社に登録のモニターで英語を使用する人 
回答数： 501人 
内訳：  毎日（週５～７回）使用 155名、週数回（週２～４回）使用 128名、 
月数回（週１回）使用 156名、年数回使用 62名 
 
３．質問項目の概要 
問１～３ 
   仕事で使う英語の使用割合、業務経験、習得方法 
問４～６ 
   仕事使う英語の技能、コミュニケーション手段、業務内容 
問７～８ 
   仕事で使う英語技能の重要度、基礎レベル、Can-Do 
問９～1２ 
   仕事で使う英語の基礎習得方法、学習頻度、学習時間、学習時期、経験 
問 13 
   最終学歴 
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４．各質問項目の単純集計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
毎 日 （週５～７回） 155 30.9% 
週数回 （週２～４回） 128 25.6% 
月数回 （週１回） 156 31.1% 
年数回 62 12.4% 
使わない 0 0.0% 
合 計 501 100.0% 
【プレ調査】 あなたは仕事で英語を使っていますか。 
 
30.94%
25.55%
31.14%
12.38% 0.00%
毎日 （週５～７回）
週数回 （週２～４回）
月数回 （週１回）
年数回
使わない
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【本調査】 
 
 
0% 0 0.0% 
10% 193 38.5% 
20% 98 19.6% 
30% 77 15.4% 
40% 28 5.6% 
50% 35 7.0% 
60% 14 2.8% 
70% 25 5.0% 
80% 17 3.4% 
90% 11 2.2% 
100% 3 0.6% 
合 計 501 100.0% 
 
  問 2英語を使う業務に関わっているのは、通算どのくらいの期間ですか。 
 
3 ヶ月未満 30 6.0% 
3 ヶ月以上半年未満 19 3.8% 
半年以上 1 年未満 42 8.4% 
1 年以上 2 年未満 43 8.6% 
2 年以上 3 年未満 40 8.0% 
3 年以上 5 年未満 69 13.8% 
5 年以上 10 年未満 82 16.4% 
10 年以上 176 35.1% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
 
  
問 1あなたが関わる業務全体を 100パーセントとしたとき、 
英語を使う仕事は何パーセントですか。 
0.00%
38.52%
19.56%
15.37%
5.59%
6.99%
2.79%
4.99%
3.39%
2.20%
0.60%
0% 10% 20% 30% 40% 50%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
5.99%
3.79%
8.38%
8.58%
7.98%
13.77%
16.37%
35.13%
0% 10% 20% 30% 40%
3ヶ月未満
3ヶ月以上半年未満
半年以上1年未満
1年以上2年未満
2年以上3年未満
3年以上5年未満
5年以上10年未満
10年以上
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問 3 業務用の単語集・マニュアル・ひな型 -業務で使う英語はどのようにして覚えましか。以
下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
問 3 先輩や上司からの助言、OJT（On the Job Training)-業務で使う英語はどのようにして 
覚えましたか。以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さ
い。 
 
問 3 市販の辞書・ビジネス英語学習書 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大いにある 77 15.4% 
ある 81 16.2% 
多少ある 135 27.0% 
ない 208 41.5% 
合 計 501 100.0% 
大いにある 57 11.4% 
ある 112 22.4% 
多少ある 175 34.9% 
ない 157 31.3% 
合 計 501 100.0% 
大いにある 66 13.2% 
ある 163 32.5% 
多少ある 158 31.5% 
ない 114 22.8% 
合 計 501 100.0% 
15.37%
16.17%
26.95%
41.52% 大いにある
ある
多少ある
ない
11.38%
22.36%
34.93%
31.34% 大いにある
ある
多少ある
ない
13.17%
32.53%
31.54%
22.75% 大いにある
ある
多少ある
ない
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問 3 職場の研修・英語講習 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。以下にあ
げるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
問 3 職場指定の語学スクール -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
 
 
 
大いにある 28 5.6% 
ある 63 12.6% 
多少ある 104 20.8% 
ない 306 61.1% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大いにある 12 2.4% 
ある 36 7.2% 
多少ある 48 9.6% 
ない 405 80.8% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
大いにある 16 3.2% 
ある 24 4.8% 
多少ある 35 7.0% 
ない 426 85.0% 
合 計 501 100.0% 
2.40% 7.19%
9.58%
80.84%
大いにある
ある
多少ある
ない
5.59% 12.57%
20.76%
61.08%
大いにある
ある
多少ある
ない
問 3 職場派遣の国内外留学 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さ
い。 
 
3.19% 4.79% 6.99%
85.03%
大いにある
ある
多少ある
ない
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 問 3 職場指定の通信講座 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さ
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  問 3 就職後の個人学習-業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
大いにある 121 24.2% 
ある 117 23.4% 
多少ある 110 22.0% 
ない 153 30.5% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
  問 3 学校教育・塾・予備校 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
大いにある 62 12.4% 
ある 85 17.0% 
多少ある 83 16.6% 
ない 271 54.1% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
大いにある 8 1.6% 
ある 26 5.2% 
多少ある 47 9.4% 
ない 420 83.8% 
合 計 501 100.0% 
1.60% 5.19%
9.38%
83.83%
大いにある
ある
多少ある
ない
24.15%
23.35%21.96%
30.54% 大いにある
ある
多少ある
ない
12.38%
16.97%
16.57%
54.09%
大いにある
ある
多少ある
ない
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問 3 その他【任意】 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
問 4 ライティング -英語を使う業務ではどのような技能を使いますか。 
以下にあげるそれぞれの技能について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
 
 
 
大いにある 36 15.5% 
ある 6 2.6% 
多少ある 6 2.6% 
ない 185 79.4% 
合 計 233 100.0% 
 
 
 
 
大いにある 227 45.3% 
ある 150 29.9% 
多少ある 95 19.0% 
ない 29 5.8% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
大いにある 143 28.5% 
ある 149 29.7% 
多少ある 152 30.3% 
ない 57 11.4% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
問 4 リーディング -英語を使う業務ではどのような技能を使いますか。 
以下にあげるそれぞれの技能について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
15.45% 2.58%
2.58%
79.40%
大いにある
ある
多少ある
ない
45.31%
29.94%
18.96%
5.79% 大いにある
ある
多少ある
ない
28.54%
29.74%
30.34%
11.38%
大いにある
ある
多少ある
ない
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問 4 リスニング -英語を使う業務ではどのような技能を使いますか。以下にあ
げるそれぞれの技能について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
大いにある 111 22.2% 
ある 138 27.5% 
多少ある 165 32.9% 
ない 87 17.4% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
  問 4 スピーキング -英語を使う業務ではどのような技能を使いますか。 
以下にあげるそれぞれの技能について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 106 21.2% 
ある 121 24.2% 
多少ある 179 35.7% 
ない 95 19.0% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
  問 5 直接対話 -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 93 18.6% 
ある 119 23.8% 
多少ある 168 33.5% 
ない 121 24.2% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
22.16%
27.54%32.93%
17.37% 大いにある
ある
多少ある
ない
21.16%
24.15%35.73%
18.96% 大いにある
ある
多少ある
ない
18.56%
23.75%
33.53%
24.15% 大いにある
ある
多少ある
ない
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  問 5 電話 -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 65 13.0% 
ある 96 19.2% 
多少ある 179 35.7% 
ない 161 32.1% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
問 5 電子メール、ファックス -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 193 38.5% 
ある 128 25.6% 
多少ある 116 23.2% 
ない 64 12.8% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
問 5 ビジネスレター -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 74 14.8% 
ある 111 22.2% 
多少ある 146 29.1% 
ない 170 33.9% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
12.97%
19.16%
35.73%
32.14% 大いにある
ある
多少ある
ない
38.52%
25.55%
23.15%
12.77% 大いにある
ある
多少ある
ない
14.77%
22.16%
29.14%
33.93% 大いにある
ある
多少ある
ない
 付録６．英語基礎力調査単純集計 
228 
 
 
問 7-1 単語・熟語 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
 
 
  問 5 その他【任意】 -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 21 10.2% 
ある 8 3.9% 
多少ある 4 1.9% 
ない 173 84.0% 
合 計 206 100.0% 
 
 
 
 
 
 
 
 
重要 262 52.3% 
どちらかというと重要 203 40.5% 
どちらかというと 
重要ではない 
32 6.4% 
重要ではない 4 0.8% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
  問 7-1 文法 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、回答してください。 
 
重要 104 20.8% 
どちらかというと重要 212 42.3% 
どちらかというと 
重要ではない 
157 31.3% 
重要ではない 28 5.6% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
10.19%
3.88%
1.94%
83.98%
大いにある
ある
多少ある
ない
52.30%
40.52%
6.39%
0.80%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
20.76%
42.32%
31.34%
5.59%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
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  問 7-1 発音 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、回答してください。 
 
重要 98 19.6% 
どちらかというと重要 229 45.7% 
どちらかというと 
重要ではない 
136 27.2% 
重要ではない 38 7.6% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 問 7-1 日常会話 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、回答してください。 
 
重要 165 32.9% 
どちらかというと重要 220 43.9% 
どちらかというと 
重要ではない 
78 15.6% 
重要ではない 38 7.6% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
問 7-1 リーディング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 210 41.9% 
どちらかというと重要 224 44.7% 
どちらかというと 
重要ではない 
55 11.0% 
重要ではない 12 2.4% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
19.56%
45.71%
27.15%
7.58%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
32.93%
43.91%
15.57%
7.58%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
41.92%
44.71%
10.98% 2.40%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
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  問 7-1 ライティング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 153 30.5% 
どちらかというと重要 241 48.1% 
どちらかというと 
重要ではない 
88 17.6% 
重要ではない 19 3.8% 
合 計 501 100.00% 
 
 
 
  問 7-1 リスニング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 230 45.9% 
どちらかというと重要 192 38.3% 
どちらかというと 
重要ではない 
46 9.2% 
重要ではない 33 6.6% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
  問 7-1 スピーキング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 205 40.9% 
どちらかというと重要 193 38.5% 
どちらかというと 
重要ではない 
67 13.4% 
重要ではない 36 7.2% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
30.54%
48.10%
17.56% 3.79%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
45.91%
38.32%
9.18% 6.59%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
40.92%
38.52%
13.37%
7.19%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
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 問 7-1 その他【任意】 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 17 12.1% 
どちらかというと重要 4 2.8% 
どちらかというと 
重要ではない 
0 0.0% 
重要ではない 120 85.1% 
合 計 141 100.0% 
 
 
 
 
 問 7-2 単語・熟語 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 98 21.1% 
高校 190 40.9% 
大学入試 103 22.2% 
大学卒業 74 15.9% 
合 計 465 100.0% 
 
 
 
 
問 7-2 文法 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 84 26.6% 
高校 135 42.7% 
大学入試 59 18.7% 
大学卒業 38 12.0% 
合 計 316 100.0% 
 
 
 
 
 
 
12.06%
2.84%
0.00%
85.11%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
21.08%
40.86%
22.15%
15.91%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
26.58%
42.72%
18.67%
12.03%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
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  問 7-2 発音 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 91 27.8% 
高校 122 37.3% 
大学入試 60 18.4% 
大学卒業 54 16.5% 
合 計 327 100.0% 
 
 
 
 
 問 7-2 日常会話 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 107 27.8% 
高校 148 38.4% 
大学入試 70 18.2% 
大学卒業 60 15.6% 
合 計 385 100.0% 
 
 
 
 
 問 7-2 リーディング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 71 16.4% 
高校 166 38.3% 
大学入試 107 24.7% 
大学卒業 90 20.7% 
合 計 434 100.0% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
27.83%
37.31%
18.35%
16.51%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
27.79%
38.44%
18.18%
15.58%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
16.36%
38.25%24.65%
20.74%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
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  問 7-2 ライティング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 63 16.0% 
高校 159 40.4% 
大学入試 93 23.6% 
大学卒業 79 20.1% 
合 計 394 100.0% 
 
 
 
 
問 7-2 リスニング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 86 20.4% 
高校 160 37.9% 
大学入試 82 19.4% 
大学卒業 94 22.3% 
合 計 422 100.0% 
 
 
 
 
 
問 7-2 スピーキング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 91 22.9% 
高校 148 37.2% 
大学入試 75 18.8% 
大学卒業 84 21.1% 
合 計 398 100.0% 
 
 
 
 
 
 
 
15.99%
40.36%
23.60%
20.05%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
20.38%
37.91%
19.43%
22.27%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
22.86%
37.19%
18.84%
21.11%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
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問 7-2 その他 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 8 38.1% 
高校 2 9.5% 
大学入試 2 9.5% 
大学卒業 9 42.9% 
合 計 21 100.0% 
 
 
 
 
 
問 7-3 英検 -検定試験について、「英語の基礎」としての重要度について回答してください。 
 
重要 28 5.6% 
どちらかというと重要 164 32.7% 
どちらかというと 
重要ではない 
207 41.3% 
重要ではない 102 20.4% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
問 7-3 TOEIC -検定試験について、「英語の基礎」としての重要度について回答してください。 
 
重要 134 26.8% 
どちらかというと重要 222 44.3% 
どちらかというと 
重要ではない 
92 18.4% 
重要ではない 53 10.6% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
 
38.10%
9.52%9.52%
42.86%
中学校で習得する英
語力レベル
高校で習得する英語
力レベル
大学入試で習得する
英語力レベル
大学卒業で習得する
英語力レベル
5.59%
32.73%
41.32%
20.36%
重要
どちらかというと重要
どちらかというと重要
ではない
重要ではない
26.75%
44.31%
18.36%
10.58%
重要
どちらかというと重
要
どちらかというと重
要ではない
重要ではない
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問 7-4 英検-あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルは成績としては 
どれくらいでしょうか。 
 
英検３級／ＴＯＥＩＣ２２０点未満 26 13.5% 
英検準２級／ＴＯＥＩＣ２２０点以上４６９点未満 31 16.2% 
英検２級／ＴＯＥＩＣ４７０点以上７２９点未満 73 38.0% 
英検準１級／ＴＯＥＩＣ７３０点以上８５９点未満 21 10.9% 
英検１級／ＴＯＥＩＣ８６０点以上 8 4.2% 
受験したことがないのでわからない 33 17.2% 
合 計 192 100.00% 
 
 
問 7-4 TOEIC -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルは成績としては   
どれくらいでしょうか。 
 
英検３級／ＴＯＥＩＣ２２０点未満 16 4.5% 
英検準２級／ＴＯＥＩＣ２２０点以上４６９点未満 64 18.0% 
英検２級／ＴＯＥＩＣ４７０点以上７２９点未満 163 45.8% 
英検準１級／ＴＯＥＩＣ７３０点以上８５９点未満 43 12.1% 
英検１級／ＴＯＥＩＣ８６０点以上 13 3.7% 
受験したことがないのでわからない 57 16.0% 
合 計 356 100.0% 
 
13.54%
16.15%
38.02%
10.94%
4.17%
17.19%
0% 10% 20% 30% 40%
英検３級／ＴＯＥＩＣ２２０点未満
英検準２級／ＴＯＥＩＣ２２０点以上４６９点未満
英検２級／ＴＯＥＩＣ４７０点以上７２９点未満
英検準１級／ＴＯＥＩＣ７３０点以上８５９点未満
英検１級／ＴＯＥＩＣ８６０点以上
受験したことがないのでわからない
 付録６．英語基礎力調査単純集計 
236 
 
 
 
 
 
  問 8 リーディング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。  
具体例を参考に答えてください。 
 
身近で簡単な内容 51 10.2% 
短い説明のある内容 180 35.9% 
まとまりのある内容 201 40.1% 
社会性の高い内容 69 13.8% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 問 8 ライティング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。 
具体例を参考に答えてください。 
 
身近で簡単な内容 71 14.2% 
短い説明のある内容 187 37.3% 
まとまりのある内容 187 37.3% 
社会性の高い内容 56 11.2% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
 
4.49%
17.98%
45.79%
12.08%
3.65%
16.01%
0% 20% 40% 60%
英検３級／ＴＯＥＩＣ２２０点未満
英検準２級／ＴＯＥＩＣ２２０点以上４６９点未満
英検２級／ＴＯＥＩＣ４７０点以上７２９点未満
英検準１級／ＴＯＥＩＣ７３０点以上８５９点未満
英検１級／ＴＯＥＩＣ８６０点以上
受験したことがないのでわからない
10.18%
35.93%
40.12%
13.77%
身近で簡単な内容
短い説明のある内容
まとまりのある内容
社会性の高い内容
14.17%
37.33%
37.33%
11.18%
身近で簡単な内容
短い説明のある内容
まとまりのある内容
社会性の高い内容
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問 8 リスニング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。 
具体例を参考に答えてください。 
 
 
 
 
 
 
  問 8 スピーキング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。 
具体例を参考に答えてください。 
 
身近で簡単な内容 70 14.0% 
短い説明のある内容 186 37.1% 
まとまりのある内容 193 38.5% 
社会性の高い内容 52 10.4% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
  
身近で簡単な内容 72 14.4% 
短い説明のある内容 170 33.9% 
まとまりのある内容 208 41.5% 
社会性の高い内容 51 10.2% 
合 計 501 100.0% 
14.37%
33.93%41.52%
10.18%
身近で簡単な内容
短い説明のある内容
まとまりのある内容
社会性の高い内容
13.97%
37.13%38.52%
10.38%
身近で簡単な内容
短い説明のある内容
まとまりのある内容
社会性の高い内容
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  問 9英語の基礎力を身につけるためには、どのような方法が良いと思いますか。 
以下の中から４つ選んでください。 
 
一般の学校教育を受ける 95 19.0%  
英語に力を入れた学校教育を受ける 114 22.8%  
塾や予備校で学ぶ 25 5.0%  
語学スクールで学ぶ 131 26.2%  
海外に留学する 176 35.1%  
海外で生活する 271 54.1%  
教室で他の学習者と共に学ぶ 18 3.6%  
教師とマンツーマンで学ぶ 84 16.8%  
自学自習で学ぶ 122 24.4%  
日本人英語教師から学ぶ 17 3.4%  
外国人英語教師から学ぶ 228 45.5%  
教科書・市販のテキストを使って学ぶ 54 10.8%  
本や雑誌を使って学ぶ 56 11.2%  
音声・映像媒体を使って学ぶ 107 21.4%  
コンピュータやネットワークを使って学ぶ 56 11.2%  
対話を通じて学ぶ 227 45.3%  
日常的な反復練習をする 202 40.3%  
短期集中的な学習をする 21 4.2%  
合 計 501 100.0% 
 
 
18.96%
22.75%
4.99%
26.15%
35.13%
54.09%
3.59%
16.77%
24.35%
3.39%
45.51%
10.78%
11.18%
21.36%
11.18%
45.31%
40.32%
4.19%
0% 20% 40% 60%
一般の学校教育を受ける
英語に力を入れた学校教育を受ける
塾や予備校で学ぶ
語学スクールで学ぶ
海外に留学する
海外で生活する
教室で他の学習者と共に学ぶ
教師とマンツーマンで学ぶ
自学自習で学ぶ
日本人英語教師から学ぶ
外国人英語教師から学ぶ
教科書・市販のテキストを使って学ぶ
本や雑誌を使って学ぶ
音声・映像媒体を使って学ぶ
コンピュータやネットワークを使って学ぶ
対話を通じて学ぶ
日常的な反復練習をする
短期集中的な学習をする
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問 10-1頻度 
 
毎日 303 60.5% 
週数回 170 33.9% 
月数回 23 4.6% 
年数回 5 1.0% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
問 10-2  1回あたりの学習時間 
 
１５分 77 15.4% 
３０分 190 37.9% 
１時間 177 35.3% 
２時間 39 7.8% 
３時間以上 18 3.6% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
問 10-3時期 
 
小学校入学前 66 13.2% 
小学校 122 24.4% 
中学校 101 20.2% 
高校 29 5.8% 
１８歳以降 17 3.4% 
時期は問わない 166 33.1% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
 
 
 
60.48%
33.93%
4.59%
1.00%
毎日
週数回
月数回
年数回
15.37%
37.92%35.33%
7.78% 3.59% １５分
３０分
１時間
２時間
３時間以上
13.17%
24.35%
20.16%
5.79%
3.39%
33.13%
0% 10% 20% 30% 40%
小学校入学前
小学校
中学校
高校
１８歳以降
時期は問わない
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問 12あなたの最終学歴を教えてください。 
 
 
 
 
高校 36 7.2% 
高専・短大 59 11.8% 
大学 313 62.5% 
大学院 84 16.8% 
その他 9 1.8% 
合 計 501 100.0% 
 
 
 
 
7.19%
11.78%
62.48%
16.77%
1.80% 高校
高専・短大
大学
大学院
その他
